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■地下構造評価

各種地質構造調査及び地震観測記録から解放基盤表面、浅部地盤構造モデル、深部地盤構造モデルを設定した。設定した地
盤構造モデルについて、観測記録及び模擬入力波を用いた地震動特性評価により妥当性を検証し、敷地地盤は水平な成層構
造とみなすことができることを確認した。

■敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

• 地震発生様式ごとに検討用地震を選定した。
✓ プレート間地震：2011年東北地方太平洋沖型地震(Mw9.0)
✓ 海洋プレート内地震：茨城県南部の地震(Mw7.3)
✓ 内陸地殻内地震：F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震(M7.8)、F3断層～F4断層による地震(M7.0)

• 各検討用地震について、基本震源モデルと不確かさを考慮した震源モデルを設定し、応答スペクトルに基づく手法による地震
動評価及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を実施した。

■震源を特定せず策定する地震動

• 加藤ほか（2004）に基づき設定した応答スペクトル
• 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

■基準地震動Ss

 評価内容（HTTR許可（R2.6/3）と同様）

審査を踏まえた検討・反映事項 （１／２）
基準地震動Ssの策定

該当箇所
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➢ 申請時の評価

基準地震動Ss NS成分 EW成分 UD成分

Sｓ-D 応答スペクトル手法による基準地震動 700 500

Sｓ-１ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１） 973 711 474

Sｓ-２ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２） 835 761 436

Sｓ-３ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３） 948 850 543

Sｓ-４ F３断層～F４断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３） 740 630 405

Sｓ-５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 670 513 402

（単位：cm/s2）

■標準応答スペクトルを考慮した地震動評価

• 規則解釈の改正（R3.4/21）に基づき震源を特定せず策定する地震動として標準応答スペクトルを考慮した地震動評価を行い、
基準地震動Ss-6（最大加速度：水平成分754cm/s2、鉛直成分572cm/s2）とした。

 追加内容



審査を踏まえた検討・反映事項 （２／２）
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基準地震動Ssの策定
該当箇所

• 標準応答スペクトルを考慮した地震動（基準地震動Ss-6）の評価について以下の見直しを行った。

➢ 敷地の地震基盤相当面であるG.L.-1.293km(Vs=3,052m/s)をVs2,200m/s相当層に補正していたが、
G.L.-1.293km(Vs=3,052m/s)に直接入力して評価した。

➢ 乱数位相による検討において、模擬地震波の振幅包絡線の経時特性（Noda et al.(2002)の方法）を定めるパラメータであるマ
グニチュードをM6.9からM7.0に設定した。

➢ 乱数位相を用いた検討に加えて、複数の手法として敷地の地震観測記録を用いた実位相による検討を行った。乱数位相と
実位相の２つの検討結果について比較し、乱数位相による検討結果を標準応答スペクトルを考慮した地震動として選定した。

• 申請以降に公表された新たな情報である房総沖の津波波源(プレート間地震)について、既往の地震動評価に影響を与えない

ことを確認した。

➢ 審査を踏まえた検討・反映事項

5. 震源を特定せず
策定する地震動

参考資料３

6. 基準地震動Ssの
策定

➢ 最終評価
基準地震動Ss （赤字は見直した基準地震動） NS成分 EW成分 UD成分

Sｓ-D 応答スペクトル手法による基準地震動 700 500

Sｓ-１ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１） 973 711 474

Sｓ-２ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２） 835 761 436

Sｓ-３ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３） 948 850 543

Sｓ-４ F３断層～F４断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３） 740 630 405

Sｓ-５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳） 670 513 402

Sｓ-６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動 827 591

（単位：cm/s2）
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1.基準地震動Ssの策定の概要 1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

検討概要（１／２）
■敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ■震源を特定せず策定する地震動

強震動予測レシピに基づく震
源モデル（Mw9.0）

地質調査結果や強震動予測
レシピに基づく震源モデル
（M7.8）

・短周期レベルの不確かさ
（2007年新潟県中越沖地震の知見を踏ま
え基本震源モデルの1.5倍を考慮）

・断層傾斜角の不確かさ
（2011年福島県浜通りの地震の震源域で
の余震分布の形状を考慮し，傾斜角45度
を考慮）

・アスペリティ位置の不確かさ
（端部1マス離隔あり→端部1マス離隔な
し）

・SMGA位置の不確かさ
（過去に発生した地震の位置→敷地最短）

・短周期レベルの不確かさ
（宮城県沖で発生する地震の短周期励起
特性を概ねカバーするレベルとして基本震
源モデルの1.5倍を考慮）

・SMGA位置と短周期レベル
の不確かさの重畳

・断層傾斜角の不確かさ
（90度→敷地に向く角度＋すべりの方向）

・アスペリティ位置の不確かさ
（海洋マントル上端→海洋地殻上端）

・応力降下量の不確かさ
（62MPa→77MPa）

・地震規模の不確かさ
（Mw7.3→Mw7.4）

中央防災会議（2013）等の各
種知見に基づく震源モデル
（Mw7.3）

次頁へ 次頁へ

地域性を考慮する地震動

【不確かさの考慮】

主な特徴

・既往最大である2011年東北地方太平洋沖地
震と同様のMw9.0を想定している。

・巨大プレート間地震に対して適用性を確認し
た強震動予測レシピに基づきパラメータを設
定している。

・基本震源モデルによる評価結果は，東北地方
太平洋沖地震における敷地観測記録と良く対
応していることを確認している。

主な特徴

・想定の基になった中央防災会議（2013）は，
フィリピン海プレートに関する最新知見を踏ま
えたものであり，1855年安政江戸地震の再現
モデル（応力降下量52MPa）に2割程度保守
性を考慮（応力降下量62MPa）している。

・フィリピン海プレートの厚さが20km以上となる
領域のうち，敷地に近い位置に想定している。

主な特徴

・2011年福島県浜通りの地震の知見から，地震
発生層の上端深さを3kmと設定している。下端
深さについては保守的に18kmとし，断層幅を
より厚く想定している。

・断層傾斜角については，Ｆ１断層における音
波探査結果や2011年福島県浜通りの地震の
震源インバージョンモデルでの傾斜角を参考
に西傾斜60度としている。

・断層全長約58kmを南部と北部に区分けする
際，リニアメントが判読されない区間をＦ１断層
側に含め，これらを合わせて一つの区間とす
ることで敷地に近い南部区間に配置するアス
ペリティの地震モーメントや短周期レベルを大
きくし，安全側の設定としている。

2011年東北地方太平洋沖型
地震（Mw9.0）

Ｆ１断層～北方陸域の断層～
塩ノ平地震断層による地震
（M7.8）

中央防災会議 茨城県南部
の地震（Mw7.3）

【検討用地震の選定】

【基本震源モデルの設定】

【検討用地震の選定】 【検討用地震の選定】

内陸地殻内地震プレート間地震 海洋プレート内地震

【検討用地震の選定】

Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震
（M7.0）

地質調査結果や強震動予測
レシピに基づく震源モデル
（M7.0）

主な特徴

・地質調査結果を基に評価される地震規模（地
震モーメント6.45×1018Nm）に対して，内陸地
殻内地震のスケーリング則を踏まえ，保守的
に地震規模を嵩上げ（地震モーメント
7.50×1018Nm ）している。

・破壊開始点の設定にあたっては，断層下端及
びアスペリティ下端に複数設定し，敷地の地
震動への影響を踏まえて選定している。なお，
断層が敷地に近く，破壊開始点の影響が大き
いことから，基本震源モデル並びに不確かさ
を考慮したモデルの各検討ケースに応じて破
壊開始点を選定している。

【不確かさの考慮】

【基本震源モデルの設定】

【不確かさの考慮】

【基本震源モデルの設定】

【不確かさの考慮】

【基本震源モデルの設定】

・短周期レベルの不確かさ
（2007年新潟県中越沖地震の知見を踏ま
え基本震源モデルの1.5倍を考慮）

・断層傾斜角の不確かさ
（強震動予測レシピを踏まえ，傾斜角45度
を考慮）

・アスペリティ位置の不確かさ
（震源として考慮する活断層のうち，主体
的なF3断層部に設定→F4b-1断層部に配
置されるように設定）
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第396回審査会合
資料1-3-1 修正

2008年岩手・宮城内陸地震及
び2000年鳥取県西部地震につ
いて、地質・地質構造、変動地
形、火山フロント、地震地体構
造、応力場等を整理し、震源
域と敷地近傍の特徴には類似
性がないことから、観測記録の
収集対象外とする。

全国共通に考慮すべき地震動

標準応答スペクトルについて、
乱数位相及び実位相による
検討を行い、地震動の応答ス
ペクトル及び継続時間の比較
から乱数位相による検討結
果を選定

2004年北海道留萌支庁南部
地震（K-NET港町）に保守性
を考慮した地震動を設定



1.基準地震動Ssの策定の概要 1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

検討概要（２／２）
■敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ■震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部
地震（K-NET港町）に保守性を
考慮した地震動、標準応答ス
ペクトルを考慮した地震動のう
ち、一部周期帯で基準地震動
Ｓｓ－Ｄを上回るケースを選定

敷地における2011年東北地
方太平洋沖地震の解放基盤
波を包絡し，断層モデル手法
の評価結果を補完した応答ス
ペクトルを設定

Noda et al.(2002)による手法
に補正係数を考慮

Noda et al.(2002)による手法
に補正係数を考慮

【応答スペクトル手法】 【応答スペクトル手法】 【応答スペクトル手法】

内陸地殻内地震プレート間地震 海洋プレート内地震

【応答スペクトル手法】

Noda et al.(2002)による手法
に加え，その他の距離減衰式
を考慮

【断層モデル手法】 【断層モデル手法】 【断層モデル手法】 【断層モデル手法】

経験的グリーン関数法による
評価

経験的グリーン関数法による
評価

統計的グリーン関数法による
評価

統計的グリーン関数法による
評価

応答スペクトル手法による基準地震動 断層モデル手法による基準地震動

・応答スペクトル手法によるプレート間地震，海洋プレー
ト内地震，内陸地殻内地震の地震動評価結果をすべて
包絡するようＳｓ－Dを策定

・模擬地震波の作成においてはプレート間地震である
2011年東北地方太平洋沖型地震を考慮した振幅包絡
線を作成し，継続時間をより長く設定

断層モデル手法によるプレート間地震，海洋プレート内
地震，内陸地殻内地震の地震動評価結果のうち，一部
周期帯で基準地震動Ｓｓ－Ｄを上回るケースを選定

Ｓｓ－D 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１ F３断層～F４断層による地震（M7.0）（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
Ｓｓ－２ F３断層～F４断層による地震（M7.0）（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）
Ｓｓ－３ F３断層～F４断層による地震（M7.0）（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）
Ｓｓ－４ F３断層～F４断層による地震（M7.0）（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）
Ｓｓ－５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動

■基準地震動Ｓｓの策定

7
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1. 基準地震動Ssの策定の概要 1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

基準地震動Ss：最大加速度値
■ 基準地震動Ｓｓの最大加速度の一覧を示す。

※表中のグラフは各基準地震動Ssの加速度時刻歴波形（縦軸：加速度[cm/s2]，横軸：時間[s]）

8

基準地震動
最大加速度（cm/s2）

NS成分 EW成分 UD成分

Sｓ-D 応答スペクトル手法による基準地震動

700 500

Sｓ-１
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）

973 711 474

Sｓ-２
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）

835 761 436

Sｓ-３
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）

948 850 543

Sｓ-４
F３断層～F４断層による地震
（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）

740 630 405

Sｓ-５
2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

670 513 402

Sｓ-６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動

827 591
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1.基準地震動Ssの策定の概要 1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

基準地震動Ss：応答スペクトル

NS成分 EW成分 UD成分

9
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■ 基準地震動Ssの応答スペクトル
Ｓｓ－Ｄ 応答スペクトル手法による基準地震動

Ｓｓ－１ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
Ｓｓ－２ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－３ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－４ F３断層～F４断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動
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10

1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献
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・大洗研究所敷地内では、「常陽」地震観測点及び「HTTR」地震観測点の2地点で地震観測を実施している。両地点の水
平距離は約700mである。

・常陽の地震動評価にあたって、両地点の解放基盤表面付近（HTTRでは西側観測点GL-174m地点、常陽ではGL-170m 
※1及びGL－173m地点※2 ）の地震観測記録に基づく地震動特性の分析を実施した。

HTTR
原子炉建家

常陽
原子炉建物

主冷却機
建物

1.基準地震動Ssの策定の概要 1.2 常陽地点における地震動特性の分析

常陽地点における地震動特性の分析

※1：観測期間 2016年1月26日～
※2：観測期間 2012年4月1日～2016年1月25日

T.P G.L. 層厚 地震観測位置 T.P G.L. 層厚 地震観
測位置(m) (m) (m) 西側 北側 (m) (m) (m)

37.1 0 1.0 地表面 38.5 0.0 1.0 〇 地表面

36.1 -1 29.0 〇 6.5 -32.0 63.0 〇

7.1 -30 2.0 〇 -131.5 -170.0 3.0 〇（※1）

5.1 -32 63.0 〇 -134.5 -173.0 0.9 〇（※2）

-57.9 -95 77.5 〇 -135.4 -173.9 - 解放基盤表面

-135.4 -172.5 1.5 解放基盤表面

-136.9 -174 76.0 〇

-212.9 -250 - 〇

第396回審査会合
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1.基準地震動Ssの策定の概要 1.2 常陽地点における地震動特性の分析

解放基盤表面における地震観測記録の比較

12

• 下表に示す13地震について、HTTR地点（西側観測点GL-174m）及び常陽地点（ GL-170m及びGL-173m地点）の解放基盤表面付近の
地震観測記録から両地点の応答スペクトル比（常陽/HTTR）を求めた。その結果、応答スペクトル比は概ね1倍であることを確認した。

• さらに、加速度時刻歴波形と速度応答スペクトルについてその概形を比較した。その結果、時刻歴波形については経時的変化や継続
時間及び加速度レベルが、速度応答スペクトルについては周波数特性や強度レベルが、概ね類似していることを確認した。

（結果は次ページに示す。）

 

 

No. 年月日 地震 地震規模
M

震央距離※1

(km)
深さ
(km)

地震発生様式※2

1 2012.8.26 福島県沖の地震 5.2 90.96 89.98 海洋プレート内地震

2 2012.9.14 千葉県北東部の地震 5.1 45.24 36.60 プレート間地震A

3 2012.10.24 茨城県沖の地震 4.5 39.57 51.45 プレート間地震A

4 2013.1.28 茨城県北部の地震 4.8 33.65 73.66 海洋プレート内地震

5 2013.3.18 茨城県北部の地震 4.4 20.43 56.02 プレート間地震A

6 2013.9.20 福島県浜通りの地震 5.9 87.86 16.69 内陸地殻内地震

7 2013.10.12 茨城県沖の地震 4.8 22.32 51.77 プレート間地震A

8 2013.10.20 茨城県沖の地震 4.3 19.65 53.09 プレート間地震A

9 2016.5.16 茨城県南部の地震 5.5 65.40 42.20 プレート間地震B

10 2016.6.12 茨城県南部の地震 4.8 63.43 40.27 プレート間地震B

11 2016.12.28 茨城県北部の地震 6.3 50.24 10.84 内陸地殻内地震

12 2017.1.5 福島県沖の地震 5.3 76.07 55.85 プレート間地震A

13 2017.1.18 茨城県沖の地震 4.2 19.67 53.08 プレート間地震A

・震央距離は「常陽」との位置関係を示す。
・プレート間地震A：太平洋プレートと陸プレートの境界。
・プレート間地震B：フィリピン海プレートと陸プレートの境界。
・水色にハッチングした地震は

地震規模M5以上の地震である。
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NS成分 EW成分 UD成分
「常陽」
「HTTR」
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・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整

1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.1：2012.8.26(福島県沖の地震) 地震規模M5.2
第396回審査会合
資料1-3-1 再掲
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.2 ：2012.9.14（千葉県北東部の地震） 地震規模M5.1

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.3 ：2012.10.24（茨城県沖の地震） 地震規模M4.5

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.4 ：2013.1.28（茨城県北部の地震） 地震規模M4.8

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.5 ：2013.3.18（茨城県北部の地震） 地震規模M4.4

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.6 ：2013.9.20（福島県浜通りの地震） 地震規模M5.9

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.7 ：2013.10.12（茨城県沖の地震） 地震規模M4.8

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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19

「常陽」

「HTTR」



1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.8 2013.10.20（茨城県沖の地震） 地震規模M4.3

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.9 2016.5.16（茨城県南部の地震） 地震規模M5.5

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.10 2016.6.12 （茨城県南部の地震) 地震規模M4.8

NS成分 EW成分 UD成分
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「常陽」
「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.11 2016.12.28（茨城県北部の地震) 地震規模M6.3

NS成分 EW成分 UD成分
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・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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資料1-3-1 再掲

23

「常陽」

「HTTR」



1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.12 2017.1.5（福島県沖の地震) 地震規模M5.3

NS成分 EW成分 UD成分
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「HTTR」

・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.2 常陽地点における地震動特性の分析 解放基盤表面における地震観測記録

No.13 2017.1.18（茨城県沖の地震) 地震規模M4.2

NS成分 EW成分 UD成分
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・P波初動の到達時間および冒頭の観測記録を踏まえ地震動の到
達時間が概ね一致するように、時刻歴波形を時間方向に調整
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1.基準地震動Ssの策定の概要 1.2 常陽地点における地震動特性の分析

まとめ

 

「常陽」と「HTTR」の地震動特性は同様であることから、「常陽」では「HTTR」の地震動評価を
用いることとする。

• 「常陽」及び「HTTR」で得られた地震観測記録を用いて、両地点の地震動特性について
分析を行った。

• その結果、両地点の応答スペクトル比は概ね1倍であること、個々の観測記録の時刻歴
波形及び速度応答スペクトルの概形、周波数特性、強度レベルなどが概ね類似してい
ることなどから、両地点の解放基盤表面での地震動特性に差異がないことを確認した。

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲
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1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



2. 敷地周辺の地震発生状況

敷地周辺のプレートテクトニクス

⚫ 敷地東方においては，陸側のプレートの下に太平洋プレートが沈み込んでいる。

⚫ 敷地南方においては，陸側のプレートの下に相模トラフから北西方向にフィリピン海プレートが沈み込んでいる。

⚫ さらにその下には，日本海溝から西向きに太平洋プレートが沈み込んでいる。

南関東地域で発生する地震のタイプ
（中央防災会議に一部加筆）

日本のプレートテクトニクスモデル概念図
（防災科学技術研究所）

大洗研

1 地殻内の浅い地震
2 フィリピン海プレートと北米プレート

との境界の地震
3 フィリピン海プレート内の地震
4 フィリピン海プレートと太平洋プレート

との境界の地震
5 太平洋プレート内の地震

日本列島周辺のプレート

28
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Naoki Uchida, Toru Matsuzawa, Junichi Nakajima, and Akira Hasegawa (2010):
Subduction of a wedge‐shaped Philippine Sea plate beneath Kanto,central Japan, estimated from converted waves and small repeating earthquakes,
JOURNAL OF GEOPHYSICAL RESEARCH, VOL. 115, B07309, doi:10.1029/2009JB006962, 2010

関東地方におけるプレートテクトニクスモデル
（南からの概観）

大洗研

Uchida et al.(2010)に一部加筆

⚫ 関東地方においては，南方からフィリピン海プレートが沈み込み，その下に東方から太平洋プレートが沈み込んでいる。

⚫ 茨城県南部付近においては，フィリピン海プレートは北西方向に沈み込んでいる。

フィリピン海プレートの沈み込み形状
（北からの概観）

Uchida et al.(2010)より抜粋

2. 敷地周辺の地震発生状況

各プレートの接触状況

29
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2. 敷地周辺の地震発生状況

敷地周辺の地震活動（M4.0以下，深さ30km以浅，震央分布）

2011年3月以降は，福島県と茨城県の県境付近で内陸地殻内地震が集中して発生している。

フィリピン海プレート

太平洋プレート

フィリピン海プレート

太平洋プレート

（気象庁，1998年1月～2011年2月）

内陸地殻内地震

（気象庁，2011年3月～2015年12月）

30

大洗研 大洗研
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2. 敷地周辺の地震発生状況

敷地周辺の地震活動（M4.0以下，敷地北方，震源鉛直分布）

⚫ 2011年3月以降は，福島県と茨城県の県境付近の深さ10km程度において内陸地殻内地震が発生している。

⚫ 深さ80km程度以深では，太平洋プレートの二重深発地震面が見られる。

内陸地殻内地震

太平洋プレートに関する地震 太平洋プレートに関する地震

（気象庁，1998年1月～2011年2月） （気象庁，2011年3月～2015年12月）

Ｂ ｂ

大洗研（投影）
▼

Ｂ ｂ

大洗研（投影）
▼

Ｂ

ｂ
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大洗研
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2. 敷地周辺の地震発生状況

敷地周辺の地震活動（M4.0以下，敷地周辺，震源鉛直分布）

⚫ 敷地周辺においては，内陸地殻内地震の目立った活動は見られない。

⚫ 深さ80km程度以深では，太平洋プレートの二重深発地震面が見られる。

太平洋プレートに関する地震 太平洋プレートに関する地震

（気象庁，1998年1月～2011年2月） （気象庁，2011年3月～2015年12月）

Ｂ ｂ

大洗研
▼

Ｂ ｂ

大洗研
▼

Ｂ

ｂ
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大洗研
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2. 敷地周辺の地震発生状況

敷地周辺の地震活動（M4.0以下，敷地南方，震源鉛直分布）

⚫ 深さ40km程度以深では，フィリピン海プレートに関する地震が見られる。

⚫ 深さ80km程度以深では，太平洋プレートの二重深発地震面が見られる。

⚫ 2011年3月以降，地震発生頻度は増加したものの，地震の発生する位置に大きな変化はない。

フィリピン海プレートに
関する地震

太平洋プレートに関する地震 太平洋プレートに関する地震

フィリピン海プレートに
関する地震

（気象庁，1998年1月～2011年2月） （気象庁，2011年3月～2015年12月）

Ｂ ｂ

大洗研（投影）
▼

Ｂ ｂ

大洗研（投影）
▼

Ｂ

ｂ
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大洗研
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2. 敷地周辺の地震発生状況

敷地周辺の地震活動（M4.0以下，敷地周辺（広域），震源鉛直分布）

⚫ 2011年3月以降は，深さ10km程度において内陸地殻内地震が発生している。

⚫ 深さ30km程度では，フィリピン海プレートに関する地震が見られる。

⚫ 深さ60km程度以深では，太平洋プレートに関する地震が見られる。

フィリピン海プレートに
関する地震

太平洋プレートに関する地震 太平洋プレートに関する地震

内陸地殻内地震
フィリピン海プレートに

関する地震

（気象庁，1998年1月～2011年2月） （気象庁，2011年3月～2015年12月）

Ａ ａ

大洗研
▼

Ａ ａ

大洗研
▼

Ａ

ａ
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2. 敷地周辺の地震発生状況

過去の被害地震

1923

1677

1938.11818

1921

1938.5
1895

1896

1938.9

1930

Ⅵ

Ⅴ

Ⅳ

2011.3.11

■敷地で震度５程度以上となる過去の被害地震を抽出する。

敷地周辺の被害地震から想定されるＭとΔの関係

色付の地震は全て海溝型の地震

年月日 地震
地震規模

M
震央距離

(km)
深さ
(km)

地震発生様式

818.－.－ 関東諸国の地震 7.5 98 － 内陸地殻内地震

1677.11. 4 磐城・常陸・安房・上総・下総の地震 8.0 156 － プレート間地震

1703.12.31 元禄地震 8.05 186 － プレート間地震

1895. 1.18 霞ヶ浦付近の地震 7.2 22 － 海洋プレート内地震

1896. 1. 9 鹿島灘の地震 7.3 48 － プレート間地震

1921.12. 8 茨城県龍ヶ崎付近の地震 7.0 43 － 海洋プレート内地震

1923. 9. 1 関東大地震 7.9 164 23 プレート間地震

1930. 6. 1 那珂川下流域の地震 6.5 18 54.2 プレート間地震

1938. 5.23 塩屋崎沖の地震 7.0 78 0 プレート間地震

1938. 9.22 鹿島灘の地震 6.5 50 48 プレート間地震

1938.11. 5 福島県東方沖地震 7.5 143 43 プレート間地震

2011. 3.11 2011年東北地方太平洋沖地震の本震 Mw9.0 290 23.7 プレート間地震

2011. 3.11 2011年東北地方太平洋沖地震の最大余震 7.6 65 42.7 プレート間地震

敷地周辺の被害地震の震央分布図

（日本被害地震総覧及び気象庁カタログ）

敷地周辺で震度5弱程度以上と推定される地震

敷地での震度５程度以上となる被害地震リスト

プレート間地震
海洋プレート内地震

⚫ 敷地で震度５程度以上となる被害地震について，気象庁カタログや文献から震源位置を求め地震発生様式毎に分類した。

⚫ 敷地での震度が５程度以上となる被害地震はいずれもプレート間地震または海洋プレート内地震である。

⚫ 内陸地殻内地震としては，818年関東諸国の地震が敷地で震度５程度以上となる。

1703

内陸地殻内地震

2011年福島県浜通りの地震※

※敷地周辺で震度4

震度の境界線は村松(1969)，
勝又・徳永(1971)による。
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2. 敷地周辺の地震発生状況

敷地周辺の活断層分布

断 層 名
長さ
（km）

地震規模Ｍ※1

① 関谷断層 40 7.5

② 深谷断層帯・綾瀬川断層 103 8.2

③ 関口－米平リニアメント 6 6.8※2

④ 竪破山リニアメント 4 6.8※2

⑤ 宮田町リニアメント 1 6.8※2

⑥ 吾国山断層 6 6.8※2

⑦ Ｆ８断層 26 7.2

⑧ Ｆ１１断層 5 6.8※2

⑨ Ｆ１６断層 26 7.2

⑩ Ａ－１背斜 19 7.0

⑪ 棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活断層 42 7.5

⑫ Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層 58 7.8

⑬ Ｆ３断層～Ｆ４断層 17※3 6.9

■「敷地周辺及び近傍の地質・地質構造」の審議を踏まえた震源として考慮する活断層分布を示す。

※1 地震規模は松田(1975)により算定
※2 長さの短い断層については地震規模をM6.8として評価
※3 敷地周辺の地質・地質調査を踏まえ端部を直線で結ぶと長さ16kmとなるが、地表面ト

レースの形状を踏まえ長さ17kmとして評価

震源として考慮する活断層のリスト

⚫ 敷地周辺の地質・地質構造に関する調査の結果，上記の断層を震源として考慮する活断層として評価する。
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3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3. 地下構造評価 3.1 評価の方針

地下構造評価の流れ

(F)伝達関数比による地盤の成層性の検討及び地震観測記録による
応答スペクトル比の検討に基づく地震到来方向依存性の確認

敷地の地下構造に関する検討

敷地の地震基盤～深部地盤構造敷地の解放基盤表面、
浅部地盤構造

(B)単点微動観測に
よる地震基盤面の深
度、拡がりの把握

(E)地震波速度トモ
グラフィ解析による
深部地盤構造の推定

敷地地盤の地震動特性には不均質構造が要因となる地震の到来方向依存性もなく、
ほぼ水平な成層構造と見なすことができることを確認

(A)ボーリング調査、PS
検層、変動地形学的調査
等に基づく検討

要求を満足する解放
基盤表面を設定

敷地周辺の３次元的地盤構造

(G)模擬入力波を用いた2次
元FEMモデルと水平な成層
地盤構造モデルの地震動特
性の確認

(C)反射法・屈折法地震
探査、(D)微動アレイ探
査による広域な深部構
造の把握

(C)反射法・屈折法地震
探査、(D)微動アレイ探
査による深部構造の把
握

敷地の浅部及び深部地盤構造モデルの設定と妥当性検証

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた
敷地地盤の振動特性評価

38

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



3. 地下構造評価 3.1 評価の方針

敷地周辺から敷地にかけて実施した各種調査の整理(1/2)

地表～解放基盤表面（精査）

解放基盤表面

地震基盤面

コンラッド面

モホ面

上部地殻

下部地殻

マントル
海洋性地殻

内陸地殻内地震

プレート間地震

海洋プレート内地震

以下の調査を踏まえ、地表から解放基盤表面に
かけての建家評価等に影響を及ぼす範囲の特徴
を把握した。

(A)ボーリング調査、地質調査、変動地形学
的調査、地球物理学的調査

(F-2)地震観測解析（解放基盤表面以浅）
敷地の地下構造を把握し、解放基盤表面を設定
すると共に、特異な地震動特性がないことを確
認した。

解放基盤表面～地震基盤面（精査+概査）

地震基盤面以深（概査）

以下の調査を踏まえ、地震動評価に用いる地震
基盤面以深の大規模な構造の特徴を把握した。

(E) 地震波速度トモグラフィ解析
敷地周辺の大規模な地質構造を捉え、地震動評
価に用いる地盤構造モデルに反映した。

以下の調査を踏まえ、解放基盤表面から地震基盤面に
かけての地震動評価に大きな影響を及ぼす範囲の特徴
を把握した。

(F-1)地震観測解析（地震基盤面以浅）
(注）敷地周辺の観測点を活用

(B)単点微動観測
(C)反射法・屈折法地震探査
(D)微動アレイ探査
(G)２次元FEMモデル解析（模擬入力波）

敷地近傍の基盤は平坦な形状を示していること、広域
にわたる地下構造には評価点に影響を及ぼす特異な地
震動特性がないことを確認した。

敷
地
近
傍
地
下
構
造
調
査(

精
査)

広
域
地
下
構
造
調
査(

概
査)

地表

前記の精査及び概査と地盤深度の関連を以下に示す。

該当ページの右上に各種調査の
記号(A)～(G)を記載する。
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敷地地盤が地震動評価に与える影響を把握するために、敷地周辺/敷地近傍/敷地内で実施した各種調査を踏まえて、「解
放基盤表面に関する検討」「地球物理学的調査を用いた敷地周辺の地震基盤及び深部地盤構造に関する検討」「地盤構造モ
デルの設定」「観測記録及び模擬入力波を用いた振動特性に関する検討」の関連を以下に示す。

敷地周辺/敷地近傍/敷地内で実施した各種調査

・敷地周辺/敷地近傍/敷地内で実施した地下構造評価に関する調査

地質調査結果に基づく敷地の解放基盤表面に関する検討(A)

・ボーリング調査、PS検層、敷地の地質・地質構造を踏まえた解放基盤表面の設定

観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性に関する検討(F)(G)

・地震観測記録を用いて敷地地盤の地震動増幅特性および均質性・成層性を確認
・精査及び概査により想定した２次元FEMモデルに模擬入力波（リッカー波）を入射す

ることにより、敷地周辺地盤の不整形性による敷地（評価点）への影響を確認

敷地の地震基盤及び深部地盤構造に関する検討(B)～(E)

・単点微動観測、反射法・屈折法地震探査、微動アレイ探査、地震波速度トモグラフィ解析
による敷地近傍及び敷地周辺の深部地下構造の確認

地下構造評価に関する評価・分析

上記の地質・地質構造調査、地球物理的調査結果、地震観測解析結果等の検討から、設定した
敷地の地盤構造モデルに対して、それぞれに矛盾する結果でないことを総合的に確認する。

敷地の地盤構造モデルの設定(A)～(E)

・上記検討、評価に基づき地震動評価に用いる地盤構造モデル（浅部、深部）を設定
・設定した地盤構造モデルの妥当性の検証

3. 地下構造評価 3.1 評価の方針

敷地周辺から敷地にかけて実施した各種調査の整理(2/2)
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「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」における「解放基盤表面」の定義

「解放基盤表面」とは、基準地震動を策定するために基盤表面上の表層や構造物がないものとして仮想
的に設定する自由表面であって、著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基
盤の表面をいう。
ここでいう「基盤」とは、概ねせん断波速度Vs＝700m/s以上の硬質岩盤であって、著しい風化をう
けていないものをいう。

敷地に広く分布する久米層（新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂質泥岩）と多賀層群（新第三
系中新統の砂岩泥岩互層）は、PS検層結果によると、S波速度は深度方向に漸増しており、いずれ
のPS検層結果も久米層と多賀層群の地層境界付近の標高約-135ｍ以深でVs＝700m/s以上と
なっている。

PS検層結果によると、久米層と多賀層群のS波速度は、深度方向に漸増し、水平方向のS波速度も
概ね一定であり、コア観察の結果からも著しい風化の影響は受けていないと考えられる。

敷地には久米層と多賀層群が、ほぼ水平で相当な拡がりを持って分布している。

概ねせん断波速度Vs＝700m/s以上⇒(1)

著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基盤⇒(3)

著しい風化をうけていない⇒(2)

以上を踏まえ、解放基盤表面の位置をT.P.–135ｍに設定する。⇒(4)

3. 地下構造評価 3.2 敷地の解放基盤表面の設定

設定の概要
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3. 地下構造評価 3.2 敷地の解放基盤表面の設定

常陽のボーリング調査及びPS検層の結果(1/5)

B B’

久米層

多賀層群

440

480

570

730

870

A A’

久米層

多賀層群

410

520

490

750
T.P.－121.9(m)

860

T.P.－125.9(m)
T.P.－129.8(m)

420

470

580

890

840

• ＰＳ検層結果から，久米層と多賀層の境界付近のT.P.-135m以深におけるS波速度は700m/s以上となっている。

解放基盤表面
T.P.-135(m)

解放基盤表面
T.P.-135(m)

T.P.－132.5(m)

440

460

570

720

870

T.P.－129 5(m)

原子炉建物
及び原子炉付属建物

主冷却機建物

原子炉建物
及び原子炉付属建物

420

900

520

460

No.115

620

No.113 No.11

No.116 No.114
火山灰質粘土

砂質土層

粘性土層

砂質土層

礫質土層

砂質土層

粘性土層

砂質土層

礫質土層

砂質土層

砂質泥岩層

砂岩泥岩互層

砂岩層

久米層

多賀層群

M1段丘堆積物

東茨城層群

砂質土層
(Mu-C中挟み)

ls-C

Mu-C

ls-S1

Mu-S2

Mu-S1

Mm

Mu-S

Lm

砂質土層

砂質土層

粘性土層

ls-Sg

ls-S2U

Ks

ls-S3

Tg

Km

ls-Sc

ls-S2L

砂丘砂層

礫質土層

砂質土層

Mu-S

Mu-S3
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3. 地下構造評価 3.2 敷地の解放基盤表面の設定

常陽のボーリング調査及びPS検層の結果(2/5)

44

No.113 No.114

(№116)(№113)
(№115)

(№114)

久米層

A-A’測線（南北方向）

A A’

多賀層

T.P.－121.9(m)

T.P.－129.8(m) T.P.－125.9(m)
T.P.－129.5(m)

解放基盤表面
T.P.-135(m)

上部

下部

上部

下部

新
第
三
系

新
生
界

中部

鮮新統

中新統

第
四
系

完新統

更
新
統

年代層序区分 地層名

中部

～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～

～～～～～～～～～

～～～～～～～～～

～～～～～～～～～

沖積層
（ａｌ ）

砂丘砂層
（ｄ）

Ｍ１段丘堆積物
（Ｍ１）

東茨城層群
（Ｈｉ ）

久米層（Ｋｍ）

多賀層群（Ｔｇ）

No.115 No.116

第396回審査会合
資料1-3-1 修正

※坂本・宇野沢（1976）による引田層等，坂本・宇野沢（1979）による友部層等，常磐海岸台地の南部ではＨ面を構成する堆積物，那珂台地，東茨城台地等では，坂本他（1981）による石崎層，笠神層，見和層下部及び見和層中部
に，大井・横山（2011）による藪層， 上泉層，清川層，横田層及び木下層の剣尺部層，山元（2013）による笠神層及び夏海層に相当する地層を，一括して「東茨城層群」と仮称する。

※



3. 地下構造評価 3.2 敷地の解放基盤表面の設定

常陽のボーリング調査及びPS検層の結果(3/5)

170.00 171.00

171.00 172.00

172.00 173.00

173.00 174.00

174.00 175.00

175.00 176.00
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3. 地下構造評価 3.2 敷地の解放基盤表面の設定

常陽のボーリング調査及びPS検層の結果(4/5)
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久米層

多賀層群

3. 地下構造評価 3.2 敷地の解放基盤表面の設定

常陽のボーリング調査及びPS検層の結果(5/5)

• HTTRでは，常陽付近と同様に、久米層と多賀層の境界付近のT.P.-135m以深におけるS波速度は700m/s以上と
なっていることから、解放基盤表面をT.P.-135mに設定している。
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敷地及び敷地近傍で実施したこれらの調査結果から、 S波速度700ｍ/ｓ
以上の基盤は、T.P.-135ｍ以深において、風化が無く、ほぼ水平で相当な
拡がりを持って分布しているため、解放基盤表面をこの位置に設定する。

3. 地下構造評価 3.2 敷地の解放基盤表面の設定

(3) まとめ
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1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

検討の概要
【目的】 敷地で得られた単点微動観測記録により「敷地地盤における基盤の拡がり及び速度構造の均質性の把握」、敷

地周辺で実施した広域にわたる反射法・屈折法地震探査により「敷地周辺の深部地盤の速度構造の把握」、微動
アレイ探査により「敷地周辺の深部地盤の最適な速度構造の把握」、地震波速度トモグラフィ解析による「地震
基盤以深の深部地盤の速度構造の推定」を実施する。
これらの探査、解析により、地震基盤を含む深部地盤の速度構造を把握する。

地震基盤面を含む深部地盤の速度構造を推定することにより、

敷地周辺の３次元的な地盤構造の把握及び深部地盤モデルの設定に資することができる

自然地震の観測走時と解析モデルによる最適化検討

(1) 単点微動観測記録による検討

敷地内で等間隔に実施した単点微動観測で得られた地表
の微振動観測記録を用いて算出されるH/Vスペクトルを整
理することで、敷地地盤の速度構造の均質性及び敷地地盤に
おける基盤の拡がりを確認する。

H/Vスペクトルによる検討

(3) 微動アレイ探査による検討

解放基盤表面から地震基盤面の速度構造を把握するため、敷
地近傍で実施した微動アレイ探査記録から求まる観測位相速度
と、広域にわたる物理探査等から求まる理論位相速度を参照し
て、最適な速度構造を求める。

(2) 反射法・屈折法地震探査による検討

敷地周辺において重力異常を参照して東西、南北に配置し
た探査線に沿って、反射法・屈折法地震探査を行い、３次元
的な深部地盤の空間分布を把握する。

観測位相速度と理論位相速度による最適化検討

弾性波探査によるP波速度分布、走時曲線の検討

(4) 地震波速度トモグラフィ解析による検討

各地の地震観測点で記録された自然地震（主に微小～小地
震）の波形記録から到達時刻を読み取ることで得られる観測
走時をターゲットに、解析モデルによる計算走時を最適化す
ることで地震基盤以深の深部地盤の速度構造を推定する。
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(1) 単点微動観測記録による検討
調査(B)

微動計測器の機器特性

地震計LE-3D/5S レナーツ社（独）
http://www.lennartz-electronic.de/

記録器 LS-8800 白山工業
http://www.hakusan.co.jp/

大洗研の測定位置図

・約50m格子間隔で単点微動計測を実施

HTTR原子炉建家

【検討の目的】
敷地において実施した単点微動計測によるＨ/Ｖスペクト

ル比を計算し、各観測点の振動特性を評価することにより、
敷地直下の速度構造の均質性や基盤の拡がりを確認する。

【算出方法】
・微動測定時間は、1地点につき15分間
・観測時間分のデータを4096サンプル（40.96秒）ごとに

20.48秒ずつオーバラップさせながらセグメントに分割し、
0.1HzのParzen windowを用いてデータを作成

・区間ごとにフーリエ変換を実施し、水平両成分を相乗平均
した観測Ｈ/Ｖスペクトル比を計算 →

■ H/Vスペクトルに関する検討方法
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(1) 単点微動観測記録による検討
■ 単点微動観測によるH/Vスペクトルの検討結果のまとめ

観測H/Vスペクトルはばらつきが少ないことが確認でき、敷地全体の観測点において概ね同様の傾向を示
すことが確認できた。

観測H/Vスペクトルの重ね描き

観測H/Vスペクトルの１次ピーク分布図

1次ピーク探索範囲
（1.1～10[s]）

i

i
i

V

H
T

4
=

( )

i

i
ii

i
H

LVs

V
 

=

ここで、Ti：i層までの１次固有周期(s)、
Hi：i層までの深度(m)、
Vi：i層までの平均せん断波速度(m/s)、
Vsi：i層のせん断波速度(m/s)、
Li：i層の層厚(m)

地盤構造モデルから下記簡易式を用いて、地震基盤面までの１次
固有周期を算出すると周期約3.3秒となる。

地震基盤までの
１次固有周期（概算）

▼

：各観測点のH/Vスペクトル ：平均H/Vスペクトル

HTTR原子炉建家

敷地における観測H/Vスペクトルについて、概ね同じようなスペクトル形状であることから、敷地地

盤に局所的な速度構造はないと考えられる。また、地震基盤相当のスペクトルピークも安定して得ら

れており、敷地直下の地震基盤面はほぼ等深度で一様に拡がっていると考えられる。
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(2) 反射法・屈折法地震探査による検討
■ 地震探査側線の配置

地震探査の配置を右図に示す。
東西方向をLine-3、南北方向をLine-B、Cとする。

調査(C)

国土地理院 電子地図（インター
ネット公開版）に加筆

Line 3
Line B

Line 3

Line B

大洗研究所

Line-A
(17km)

Line-3(19km)

Line-B
(13km)

重力：高

Line-C(3km)

重力：高

大洗研究所

Line C

Line C

重力異常図と反射法・屈折法探査測線の関係

※ Line-1,2,Aについては東海地区にお
ける探査測線を示す。
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(2) 反射法・屈折法地震探査による検討
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反射法解釈図（Line-3）
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林ほか（2005）の反射面（A～D）及び地層対比
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Line-3（東西）

Line-B（南北）

■ 地震探査結果に基づく基盤構造探査結果及びまとめ

敷地周辺の反射法・屈折法地震探査の結果から、
敷地周辺の３次元的な深部地盤の空間分布を把
握した。
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(3) 微動アレイ探査による検討
■ 微動アレイ探査位置と目的

敷地近傍の微動アレイ探査の主な目的としては、解放基盤表面から地震基盤にかけての速度構造を把握
するためである。

微動アレイ探査位置

No.1

No.2

No.3

調査(D)
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(3) 微動アレイ探査による検討
■ 微動アレイ探査結果

地震基盤相当（概ね
Vs3km/s層）に着目す
ると、どの評価地点にお
いても同様に評価されて
いる。

No.1

No.2

No.3
西← →東

No.1

No.2

No.3

北
↑

↓
南
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(4) 地震波速度トモグラフィ解析による検討
■ 地震波速度トモグラフィ解析の概要

 

震源

地震観測点 不均質構造

そのために、各地の地震観測点で記録され
た自然地震（主に微小～小地震）の波形記録
から到達時刻を読み取ることで得られる観測
走時をターゲットに、モデルによる計算走時
を最適化することで深部の速度構造を評価す
る「地震波速度トモグラフィ解析」を用いた。

地震波伝播のイメージ

※１ Zhao, D., S. Horiuchi and A. Hasegawa(1992)：Seismic velocity 
structure of the crust beneath the Japan Islands, Tectonophysics, 
vol.212, pp.289-301. 

※２ Zhao, D., A. Hasegawa and S. Horiuchi(1992)：Tomographic Imaging of 
P and S Wave Velocity Structure Beneath Northeastern Japan, J. 
Geophys, Res., vol.97, No.B13, pp.19,909-19,928.

地震基盤面以深の深部地盤の速度構造を把
握するため、文献による大規模な地殻構造(コ
ンラッド面、モホ面、プレート)に対して、観
測事実に則した最適な速度構造を求める。

不均質構造を通過すると伝播速
度に影響を受け、地表到達時刻
に差異を生じる。

したがって、自然地震波の観測
走時から地下の速度構造を求め
ることができる。

速度構造初期モデル
（気象庁：JMA2001）

速度構造を最適化
（Zhao et al.(1992)※2の方法）

気象庁地震データ
（JMA2001-2006）

深部速度構造の決定

ｺﾝﾗｯﾄﾞ面・ﾓﾎ面・ﾌﾟﾚｰﾄ構造
（Zhao et al.(1992)※1）

他機関が評価した
深部速度構造比較し、

妥当性を
確認

地震波速度トモグラフィ解析による
深部速度構造の評価手順

調査(E)

57

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(4) 地震波速度トモグラフィ解析による検討
■ 地震波速度トモグラフィ解析において使用した地震・観測点位置と解析範囲
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2001/01/01 02:39 -- 2006/12/30 22:13      
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Horizontal Intv:0.050000deg
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▼ 観測点

解析に使用した地震数：4124個

解析において使用した地震・観測点位置
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解析の範囲

● グリッド位置
＋ 観測点位置

・解析に使用した地震と観測点及び震源位置は、気象庁・地震カタログに依った （2001-2006年）。
・Ｍ2以上の地震を対象に、水平0.05°, 深さ2ｋｍの領域で最も観測点数が多い地震を選択。さらに、震
源深さの決定精度が1.5ｋｍ以下の地震を選択。

・解析領域内の格子点に初期の速度値を与え、観測走時と計算走時の誤差が最小となるように最適解を求
める。

・解の信頼性についてはレゾリューション行列の対角要素の値を指標とする。Aki and Lee(1976)による
と、50%以上であれば解の信頼性は高いとされる。

水平方向：0.2°間隔
鉛直方向：地表、10km

以降15km毎
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(4) 地震波速度トモグラフィ解析による検討
■ 解析結果(平面：1/2)

浅部（～5km)の平面的速度分布を以下に示す。各地域のP波速度及びS波速度が推定された。

P波速度

S波速度

4.0 4.5 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0 7.5 8.0 8.5

Vp

km/s

1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 6.0

Vs

km/s

深さ0km                       深さ5km*
* グリッド補完により作図

A
B

36.5°
36.3°

140.6°

C

東海地区

大洗地区
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(4) 地震波速度トモグラフィ解析による検討

P波速度

S波速度

4.0 4.5 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0 7.5 8.0 8.5

Vp

km/s

1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 6.0

Vs

km/s

深さ10km                       深さ25km 

A
B

36.5°
36.3°

140.6°

C

東海地区

大洗地区

深部（10～25km)の平面的速度分布を以下に示す。各地域のP波速度及びS波速度が推定された。
■ 解析結果(平面：2/2)

60

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(4) 地震波速度トモグラフィ解析による検討

西← →東

P波速度

S波速度

A断面（36.5 ˚ N） B断面（36.3 ˚ N）

大洗地区投影位置

大洗地区投影位置

東海地区投影位置

東海地区投影位置

モホ面

コンラッド面

西← →東

東西断面の速度分布を以下に示す。各深度のP波速度及びS波速度が推定された。

■ 解析結果(断面：1/2)
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3. 地下構造評価 3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(4) 地震波速度トモグラフィ解析による検討

南←  →北

C断面（140.6 ˚ E）

モホ面

コンラッド面

東海地区
投影位置

大洗地区
投影位置

東海地区
投影位置

大洗地区
投影位置

P波速度

S波速度

南北断面の速度分布を以下に示す。各深度のP波速度及びS波速度が推定された。

■ 解析結果(断面：2/2)
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63

1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



3. 地下構造評価 3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

設定の概要

表層

浅
部
地
盤
構
造
モ
デ
ル

深
部
地
盤
構
造
モ
デ
ル

• 主に解放基盤表面以浅の地盤構造を表現したモデル
➢ 応答スペクトルに基づく手法による地震動評価で用い

る補正係数評価等、敷地で観測された地震記録からは
ぎとり波を算出するために使用する。

• 敷地で実施したPS検層による地盤速度及び密度データを用い
て初期モデルを作成し、地震観測記録を用いて最適化するこ
とで浅部地盤構造モデルを得る。

• 浅部地盤構造モデルの妥当性検証
➢ 地震観測記録を適切に表現できることを確認する。

建家

支持層

地殻

解放基盤表面

• 主に解放基盤以深の地盤構造を表現したモデル
➢ 統計的グリーン関数法及び波数積分法による地震動評

価を行うために使用する。

• 敷地周辺及び近傍で実施した微動アレイ探査及び地震波速度
トモグラフィ解析の結果を踏まえて、深部地盤構造モデルを
得る。

• 深部地盤構造モデルの妥当性検証
➢ 深部構造の状況を整理した観測記録による検討と整合

的であることを確認する。

Ｐ
Ｓ
検
層
に
よ
る
速
度
構
造
及
び
密
度

地
震
観
測
記
録

微
動
ア
レ
イ

探
査

地
震
波
速
度
ト
モ
グ
ラ
フ
ィ

解
析

地震基盤面
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3. 地下構造評価 3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

浅部地盤構造モデルの設定手順

初期地盤構造モデルの作成

東北地方太平洋沖地震用の
浅部地盤構造モデル

浅部地盤構造モデル

地震観測点近傍で実施したPS検層による地盤速度
及び密度データを用いて初期地盤構造モデルを作成

東北地方太平洋沖地震用の
浅部地盤構造モデルの地盤同定解析

浅部地盤構造モデルの地盤同定解析

東北地方太平洋沖地震は、敷地において観測された最大
の地震であり、地盤の非線形化を考慮し、この地震に特
化した地盤構造モデルを作成

東北地方太平洋沖地震発生以降の敷地地盤の状態を考慮した
中小規模の観測地震による浅部地盤構造モデルを作成
地盤構造の平均的な像をモデル化するため、５つの標準的な
地震を用いて、水平・鉛直成分の地盤構造モデルを作成

東北地方太平洋沖地震の本震の解放
基盤波の評価に使用

解放基盤波を用いる検討（応答スペクト
ルに基づく手法による地震動評価に用い
る補正係数の評価等）に使用

敷地が経験した極めて大きな地震である東北地方
太平洋沖地震を詳細に評価するため、NS・EW・
UD成分毎に浅部地盤構造モデルを作成

・2011年3月11日 15:15 茨城県沖の地震
(東北地方太平洋沖地震の最大余震)(M7.6)

・2011年4月11日 17:16 福島県浜通りの地震(M7.0)
・2011年4月11日 20:42 福島県浜通りの地震(M5.9)
・2011年4月12日 8:08 銚子付近の地震(M6.4)
・2011年4月12日 14:07 福島県浜通りの地震(M6.4)

得られた地盤構造モデルに対して、地震観測記録のシミュ
レーション解析を行い、そのモデルの妥当性を検証

得られた地盤構造モデルに対して、地震観測記録
のシミュレーション解析を行い、そのモデルの妥
当性を検証
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3. 地下構造評価 3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

初期地盤構造モデルの作成

■ 初期地盤構造モデルの諸元
浅部地盤構造モデルを評価するために作成する初期の地盤構造モデルについては、２章で設

定した解放基盤表面を基本とし、地震観測位置の近傍で実施した各種地質調査のデータを用い、
層厚・密度・せん断波速度を設定した。

-250 

-200 

-150 

-100 

-50 

0 

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 

深
度

[m
]

速度 [m/s]

S波速度

P波速度

地震計

解放基盤面

1080

1000

620

430

170
350
300
430
490
450

1010

540

480

510
500

440
390

370

610

2260

2250

1760

1580

880
930

1000

2170

1680

1630

1700
1680

1630

1580

1590

1370
1070
1200
1050

N

HTTR原子炉建家

地震観測位置（西側）

地震観測位置（北側）

（1987年～）

（1998年～）
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標高 上面 層厚 密度
初期値

S波速度 P波速度

T.P G.L. t ρ Vs Vp

(m) (m) (m) (g／cm3) (m／s) (m／s)

▽ 37.1 0.0 1.0 1.33 170 880

36.1 -1.0 2.3 1.33 170 880

33.8 -3.3 5.4 1.92 350 930

28.4 -8.7 1.5 1.74 300 1000

26.9 -10.2 6.2 1.84 430 1070

20.7 -16.4 1.9 1.79 490 1200

18.8 -18.3 2.6 1.78 450 1050

16.2 -20.9 5.7 2.02 610 1370

▽ 10.5 -26.6 3.4 1.86 430 1580

▽ 7.1 -30.0 2.0 1.86 430 1580

5.1 -32.0 7.3 1.86 430 1580

-2.2 -39.3 1.1 1.89 370 1590

-3.3 -40.4 25.5 1.84 370 1580

-28.8 -65.9 6.3 1.81 390 1580

-35.1 -72.2 12.4 1.92 440 1630

-47.5 -84.6 1.4 2.05 510 1700

-48.9 -86.0 5.1 1.97 500 1680

-54 -91.1 2.9 1.79 480 1630

▽ -56.9 -94.0 1.0 1.79 480 1630

-57.9 -95.0 42.1 1.79 480 1630

-100 -137.1 23.6 1.82 540 1680

▼ -123.6 -160.7 11.8 1.81 620 1760

-135.4 -172.5 1.5 1.98 1010 2170

-136.9 -174.0 10.9 1.98 1010 2170

-147.8 -184.9 40.2 2.00 1000 2250

▽ -188 -225.1 24.9 1.85 1080 2260

-212.9 -250.0 － 1.85 1080 2260

▽地震計位置

▼解放基盤表面位置

第396回審査会合
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3. 地下構造評価 3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

浅部地盤構造モデルの地盤同定解析

東北地方太平洋沖地震以降に発生した５つの地震観測記録を用いた地盤同結果から得られた浅部地盤構
造モデルの諸元を下表に示す。

・一次元波動論に基づく理論伝達特性を当てはめる
逆解析により同定

・ターゲットは、フィルタ処理（Parzenウィンド
ウ(0.2Hz)）を施した、観測記録の伝達関数

・同定対象は各層の速度、及び表層(GL-3m以浅)、
上部層(GL-3m～27m)、中部層(GL-27m～
91m)、下部層(GL-91m以深)の減衰定数

・遺伝的アルゴリズムを用い、初期乱数を変えた
10回の計算を実施し、最も適合度のよい計算結果
を最適地盤モデルして採用

・探索範囲は以下の通り設定
【速度】
表層：初期モデルの 0.8～1.0倍
上部層：初期モデルの 0.8～1.2倍
下部層：初期モデルの 0.8～1.2倍
（ただし、解放基盤表面以深は固定）

【減衰定数】
h(f)=h0×f－α

h0は 0.0～1.0
αは 0.0～2.0

・地震毎に評価された最適地盤モデルのうち、NS
成分及びEW成分を平均化することで水平成分の
モデルとした

■ 地盤同定解析の諸条件及び浅部地盤構造モデルの評価結果

67

標高 上面 層厚 密度
水平方向 鉛直方向

S波速度 減衰定数h※ P波速度 減衰定数h※

T.P. G.L. t ρ Vs h0 α Vp h0 α

(m) (m) (m) (g／cm3) (m／s) (m／s)

37.1 0.0 1.0 1.33 153
0.565 0.734

819
0.25 1.194

36.1 -1.0 2.3 1.33 149 787

33.8 -3.3 5.4 1.92 334

0.726 1.125

761

0.918 0.744

28.4 -8.7 1.5 1.74 300 940

26.9 -10.2 6.2 1.84 439 880

20.7 -16.4 1.9 1.79 447 1239

18.8 -18.3 2.6 1.78 415 1020

16.2 -20.9 5.7 2.02 527 1118

10.5 -26.6 3.4 1.86 411

0.156 1.347

1354

0.922 1.094

7.1 -30.0 2.0 1.86 411 1354

5.1 -32.0 7.3 1.86 448 1435

-2.2 -39.3 1.1 1.89 387 1696

-3.3 -40.4 25.5 1.84 372 1633

-28.8 -65.9 6.3 1.81 383 1595

-35.1 -72.2 12.4 1.92 398 1768

-47.5 -84.6 1.4 2.05 514 1664

-48.9 -86.0 5.1 1.97 482 1735

-54 -91.1 2.9 1.79 452

0.064 0.859

1668

0.667 1.719

-56.9 -94.0 1.0 1.79 452 1668

-57.9 -95.0 42.1 1.79 501 1670

-100 -137.1 23.6 1.82 609 1928

-123.6 -160.7 11.8 1.81 663 1978

-135.4 -172.5 1.5 1.98 1010 2170

-136.9 -174.0 10.9 1.98 1010 2170

-147.8 -184.9 40.2 2.00 1000 2250

-188 -225.1 24.9 1.85 1080 2260

-212.9 -250.0 ∞ 1.85 1080 2260

※ h=h0×f-a：ここでfは周波数(Hz)
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3. 地下構造評価 3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

東北地方太平洋沖地震用の浅部地盤構造モデルの地盤同定解析

・一次元波動論に基づく理論伝達特性を当
てはめる逆解析により同定

・ターゲットは、フィルタ処理（Parzen
ウィンドウ(0.2Hz)）を施した、観測記録
の伝達関数

・同定対象は各層の速度、及び表層(GL-
3m以浅)、上部層(GL-3m～27m)、中部
層(GL-27m～91m)、下部層(GL-91m
以深)の減衰定数

・遺伝的アルゴリズムを用い、初期乱数を
変えた10回の計算を実施し、最も適合度
のよい計算結果を最適地盤モデルして採
用

・探索範囲は以下の通り設定
【速度】
表層：初期モデルの 0.8～1.0倍
上部層：初期モデルの 0.8～1.2倍
下部層：初期モデルの 0.8～1.2倍

（ただし、解放基盤表面以深は固定）

【減衰定数】
h(f)=h0×f－α

h0は 0.0～1.0
αは 0.0～1.0

東北地方太平洋沖地震の観測記録を用いた地盤同結果から得られた東北地方太平洋沖地震用の浅部地盤構造
モデルの諸元を下表に示す。

■ 地盤同定解析の諸条件及び東北地方太平洋沖地震用の浅部地盤構造モデルの評価結果

68

標高 上面 層厚 密度
NS方向 EW方向 鉛直方向

S波速度 減衰定数h※ S波速度 減衰定数h※ P波速度 減衰定数h※

T.P. G.L. t ρ Vs h0 α Vs h0 α Vp h0 α

(m) (m) (m) (g／cm3) (m／s) (m／s) (m／s)

37.1 0.0 1.0 1.33 151
0.641 0.266

148
0.547 0.344

740
0.484 0.188

36.1 -1.0 2.3 1.33 147 137 712

33.8 -3.3 5.4 1.92 282

0.188 0.297

302

0.266 0.438

744

0.531 0.344

28.4 -8.7 1.5 1.74 240 240 1105

26.9 -10.2 6.2 1.84 434 404 938

20.7 -16.4 1.9 1.79 451 513 1227

18.8 -18.3 2.6 1.78 391 480 1127

16.2 -20.9 5.7 2.02 500 538 1522

10.5 -26.6 3.4 1.86 363

0.078 0.922

344

0.125 0.844

1284

0.563 0.922

7.1 -30.0 2.0 1.86 450 382 1645

5.1 -32.0 7.3 1.86 450 382 1645

-2.2 -39.3 1.1 1.89 364 352 1444

-3.3 -40.4 25.5 1.84 298 355 1856

-28.8 -65.9 6.3 1.81 411 354 1495

-35.1 -72.2 12.4 1.92 450 514 1884

-47.5 -84.6 1.4 2.05 414 586 1490

-48.9 -86.0 5.1 1.97 549 438 1589

-54 -91.1 2.9 1.79 442

0.063 0.797

509

0.063 0.703

1708

0.297 0.953

-56.9 -94.0 1.0 1.79 558 485 1656

-57.9 -95.0 42.1 1.79 558 485 1656

-100 -137.1 23.6 1.82 583 593 1771

-123.6 -160.7 11.8 1.81 669 535 2090

-135.4 -172.5 1.5 1.98 1010 1010 2170

-136.9 -174.0 10.9 1.98 1010 1010 2170

-147.8 -184.9 40.2 2.00 1000 1000 2250

-188 -225.1 24.9 1.85 1080 1080 2260

-212.9 -250.0 ∞ 1.85 1080 1080 2260

※ h=h0×f-a：ここでfは周波数(Hz)
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3. 地下構造評価 3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

深部地盤構造モデルの設定手順

深部地盤構造モデルの設定手順を以下に示す。

敷地近傍の微動アレイ探査
地震波速度トモグラフィ解析

解放基盤表面から地震基盤面にかけてのVs構造
地震基盤以深のVs・Vp構造

深部地盤構造モデルの設定結果

文献によるVs-Vp関係

文献によるVp-ρ関係

文献による密度ρ

解放基盤表面～地震基盤面

Yoshimura et al.(1982)より、
Vs値からVp値を算出

Ludwig et al.(1970)より、
Vp値から密度ρを換算

地震基盤面～

iasp91を参考に設定

減衰Q値

一般的に保守的とされる値に設定

文献による減衰Q値

佐藤ほか(1994)を参考に設定

深部地盤モデルの妥当性検証
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3. 地下構造評価 3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

深部地盤構造モデルの設定結果

前節の設定手順に従って設定した深部地盤構造モデルの諸元を以下に示す。

地震波速度トモグラ
フィ解析結果より設定

微動アレイ探査結果よ
り設定

浅部地盤構造モデルと
同様

Yoshimura et al.(1982)※１に示されるVs-Vpの関係式より算出

Ludwig et al.(1970) ※2に示されるVp-ρの関係式より算出

iasp91※3を参考に設定

保守的な減衰Q値を設定

佐藤ほか(1994) ※4を参考に設定

※1 Masayoshi Yoshimura, Seishi Fujii, Kenji Tanaka, and Ken Morita (1982)：On the
relationship between P and S-wave velocities in soft rock, SEG Expanded Abstracts 1, 
143.

※2 Ludwig, W. J., J. E. Nafe, and C.L. Drake (1970)：Seismic Refraction, in “The Sea,
Vol.4”, edited by A.E. Maxwell, Wiley Interscience, New York, 53‒84.

※3 Kennett, B. L. N. and E. R. Engdahl (1991)： Traveltimes for global earthquake
location and phase identification, Geophys. J. Int., 105, 429-465.

※4 佐藤智美川瀬博佐藤俊明(1994) 表層地盤の影響を取り除いた工学的基盤波の統計的スペクトル特
性，仙台地域のボアホールで観測された多数の中小地震記録を用いた解析，日本建築学会構造系論
文集，第462号，pp.79-89.
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標高 上面 層厚 密度
水平方向 鉛直方向

S波速度 減衰定数 P波速度 減衰定数

T.P. G.L. t ρ Vs Qs Vp Qp

(km) (km) (km) (g／cm3) (km／s) (km／s)

0.038 0.000 0.173 - - - - -

-0.135 -0.173 0.100 1.98 1.010

100

2.170

100-0.235 -0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

-0.585 -0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

-1.255 -1.293 2.708 2.68 3.052

110×f0.69

5.750

110×f0.69-3.963 -4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

-15.863 -15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

-30.463 -30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640
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1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

評価の概要

【目的】敷地及び敷地周辺で得られた地震観測記録並びに模擬入力波を用いて、3.4節
で設定した地盤構造モデルを対象に「地震動を特異に増幅させる要因の有無」
「敷地地盤の速度構造の均質性、平行性」について確認する。

「敷地地盤において地震動を特異に増幅させる要因がないこと」「敷地地盤の速度構造が概
ね均質であること」「敷地地盤において基盤がほぼ水平に拡がっていること」を確認するこ
とで、敷地地盤をほぼ水平な成層構造とみなして地震動評価を行うことが可能となる。

(2) 地震観測記録を用いた応答スペクトル比による検討

敷地及び敷地周辺で得られた地震観測記録を用いて、観測点間の
応答スペクトル比を地震動の到来方向ごとに整理することで、敷地
地盤に地震動を特異に増幅させる要因の有無を確認する。

（精査１）地震基盤面～解放基盤表面
（精査２）解放基盤表面～建家基礎位置付近

（応答スペクトル比）

(1) 地震観測記録を用いた伝達関数比等による検討

敷地の地震基盤面と敷地周辺（ひたちなか）の地震基盤相当
の伝達関数比を検討すると共に、両者の統一的な地盤構造モデ
ルに模擬入力波（リッカー波）を鉛直入力し応答特性の対比を
行い、両者が類似の振動特性を有することを確認する。（精査
1）

敷地の解放基盤表面以浅の1次元水平成層構造モデルに基づ
く理論伝達関数と観測記録より算出したコヒーレントな伝達関
数等を比較することで、敷地地盤の水平成層性を評価する。
（精査2）

（精査１）地震基盤面～解放基盤表面
（精査２）解放基盤表面～建家基礎位置付近

（リッカー波、コヒーレンシー）

(3) 模擬入力波を用いた２次元FEM解析による検討

敷地周辺の不整形性を考慮した２次元FEMモデルに模擬入力波
（リッカー波）を入射して、モデル上面、敷地位置での到達波を観察
し、地盤の不整形性が敷地の地震動特性に与える影響を評価する。

（概査）広域不整形地盤モデル
地震発生層付近～解放基盤表面
（２次元FEMモデル、リッカー波）
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

ひたちなか観測点を用いた地震動特性評価の必要性と妥当性

■ 2次元FEMモデルによる応答特性の検討の概要
① 大洗(HTTR)の評価点とひたちなか観測点の地盤情報から想定した南北断面の２次元FEMモデルを下図に示す。大洗研における断面

と比較すると評価点、ひたちなか観測点共に層厚は異なるもののほぼ平行成層となっており、模擬入力波（リッカー波）の鉛直入射に
よる応答特性はほとんど変わらない。

② また、評価点での２次元FEMモデルと１次元成層モデルに対する模擬入力波（リッカー波）の周期別時刻歴応答からもほとんど変わ
らない結果を得た。

←北 南→

2次元FEMモデル（南北断面） １次元
成層モデル

評価点(HTTR)

▼

20

25

30

35

40

時
間

(s
)

0

1

2

3

応
答
波
の
最
大
値
の
比

5

-4

-3

-2

-1

-11 -10 -9 -8 -7 -6 5 -4 -3 -2 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

深
さ

km
)

水平距離 km)

評価点

南

２次元FEMモデルへの模擬入力波（リッカー波）鉛直
入射による各地点の時刻歴波形（南北断面）

tc=0.5s

tc=1.0s

tc=2.5s

２次元FEMモデルと１次元成層モデルの比較
評価点における時刻歴波形（南北断面）

-2

-1

0

1

2

23.00 24.00 25.00 26.00 27.00 28.00 29.00 30.00 31.00 32.00 33.00

振
幅

不整形

成層

-2

-1

0

1

2

23.00 24.00 25.00 26.00 27.00 28.00 29.00 30.00 31.00 32.00 33.00

振
幅

不整形

成層

-2

-1

0

1

2

23.00 24.00 25.00 26.00 27.00 28.00 29.00 30.00 31.00 32.00 33.00

振
幅

不整形

成層

-2

-1

0

1

2

23.00 24.00 25.00 26.00 27.00 28.00 29.00 30.00 31.00 32.00 33.00

振
幅

不整形

成層

（リッカー波鉛直入射）

tc=0.3s

ひたちなか
観測点付近

（まとめ）上記より、地震発生層上端付近から地震基盤を経由して解放基盤表面での両地点の応答特性は概ね
類似しており、ひたちなか観測点は敷地周辺の地震基盤相当としての代表性があると判断される。
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

浅部地盤における伝達関数の評価

■ 伝達関数による評価方針
１次元地盤モデルから求めた理論伝達関数と、地震観測記録より求めた伝達関数を比較評価することにより、解放

基盤表面から敷地表面までの地盤均質性・成層性を検討した。

【検討概要】

地震観測鉛直アレーシステムを下図のような概念でモデル化したとき、

観測地震動をコヒーレントな波動成分（信号成分）と、地盤構造の褶曲・

不均質性に起因するインコヒーレントな波動成分（雑音成分）に分離でき

る。一般的な伝達関数は通常、雑音成分がないものとし、「観測＝信号」

の仮定の下で評価されるが、インコヒーレントな成分を除去した伝達関数

を算出し、水平成層構造を仮定して算出された理論伝達関数と比較するこ

とにより敷地周辺の地盤構造の均質性・成層性を評価することが出来ると

考えられる（池浦ほか（2009））。

評価に用いた地震観測記録は、2014年4月11日以降に発生したM5.0

以上、PGA100[gal]以下の記録を使用した。

鉛直アレー地震観測と想定するシステム
（池浦ほか(2009)より抜粋）

調査(F-2)

検討に用いた地震の震源分布図
（114地震）

▲：大洗研
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

浅部地盤における伝達関数の評価

■ 伝達関数による評価フロー

方法1：スペクトル比による伝達関数

1𝐻𝑖𝑗 𝑓 =[ς𝑘=1
𝑁

1
𝑘𝐻𝑖𝑗 𝑓 ]

1

𝑁

方法2：コヒーレンスに基づく伝達関数

2𝐻𝑖𝑗 𝑓 =[ ς𝑘=1
𝑁

2
𝑘𝐻𝑖𝑗 𝑓 ]

1

𝑁

各地震のフーリエスペクトル 𝑘𝑋𝑖(𝑓)を作成

各地震のパワースペクトル 𝑘𝐶𝑖𝑖(𝑓)を算出

𝑘𝐶𝑖𝑖(𝑓)=
𝑘𝑋𝑖

∗
𝑓 𝑘𝑋𝑖(𝑓)

各地震のクロススペクトル 𝑘𝐶𝑖𝑗(𝑓)を算出

𝑘𝐶𝑖𝑗(𝑓) = 𝑘𝑋𝑖
∗
𝑓 𝑘𝑋𝑗(𝑓)

スペクトル比による地震毎の伝達関数

1
𝑘𝐻𝑖𝑗(𝑓) =

𝑘𝐶𝑖𝑗(𝑓)
𝑘𝐶𝑖𝑖(𝑓)

コヒーレンスに基づく地震毎の伝達関数

2
𝑘𝐻𝑖𝑗(𝑓) =

𝑘𝐶𝑖𝑗(𝑓)
𝑘𝑃𝑖𝑖 (𝑓)

𝑘𝐶𝑖𝑖(𝑓)

𝐶𝑖𝑖 (𝑓) , 𝐶𝑖𝑗 (𝑓)の平滑化
日野幹雄 著「スペクトル解析」p.205

地震観測記録の選定

・M5.0以上、PGA100[gal]以下の観測記録を用いる

𝑘：地震番号（1～N）、𝑖, 𝑗：観測点番号、*：共役

平滑化コヒーレンスの算出

𝑘𝐶𝑜ℎ𝑖𝑗 (𝑓) = 
𝑘𝐶𝑖𝑗(𝑓)

𝑘𝐶
∗

𝑖𝑗(𝑓)
𝑘𝐶𝑖𝑖(𝑓)

𝑘𝐶𝑗𝑗(𝑓)
= 𝑘𝑃𝑖𝑖 (𝑓)

𝑘𝑃𝑗𝑗(𝑓)

各伝達関数の相乗平均を算出する。石田（1992）

ln 𝐶𝑜ℎ𝑖𝑗(𝑓)= ln 𝑃𝑖𝑖(𝑓)+ ln 𝑃𝑗𝑗(𝑓)を満たすような
信号/パワー観測比𝑃𝑖𝑖(𝑓)をLawson and Hanson(1974)
の最小二乗法より算出。

各伝達関数の相乗平均を算出する。石田（1992）

4章で設定した地盤構造モデル（1次元平行成層を仮定）による理論伝達関数と比較することにより、敷地周辺
の地盤構造の均質性・成層性を評価することができる。
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

浅部地盤における伝達関数の評価

■ 観測点間のコヒーレンシー
ここでのコヒーレンシーは、観測点間の地震動観測成分に含まれるシグナル（伝達系）の割合を示す。

距離が近い観測点間のコヒーレンシーは相対的に大きくなる傾向にあるが、最深部のＡ観測点に対する他地点
のコヒーレンシーは相互の距離が離れているため、全体的に小さくなる傾向にある。このことは、観測点間の
フーリエスペクトル比が単純に２点間の伝達関数を表すものではないことを意味している。

ＥＷ方向

ＮＳ方向

大洗研
(HTTR)

A

B

C

D

GL-174m

GL-95m

GL-32m

GL-1m

解放基盤表面
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

浅部地盤における伝達関数の評価
理論伝達関数 SH 0 [deg]

方法１（EW）

方法１（NS）

方法２（EW）

方法２（NS）

■ 増幅特性評価（水平成分）

D/A

D/CC/A

B/A

方法１は単純な伝達関数を示し、一方の方法２は方法１から雑音成分を除去した伝達関数である。
２つの方法による伝達関数のピーク周波数は、設定した地下構造モデルによる理論伝達関数のピーク周波
数とおおよそ一致している。また、観測記録の水平２成分間の伝達関数に顕著な違いは見られない。
理論伝達関数は２つの方法で求めた観測記録よる伝達関数とほぼ同様な傾向となっている。

大洗研
(HTTR)

A

B

C

D

GL-174m

GL-95m

GL-32m

GL-1m

解放基盤表面
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

浅部地盤における伝達関数の評価

■ 伝達関数による評価結果のまとめ

① 鉛直アレイ地震観測記録より評価した解放基盤表面から地表面までの各観測点間

のコヒーレンシーは、概ね0.6～0.8の範囲にあり、解析の信頼性は担保されてい

ると考えられる。

② これら観測記録を用いた２種類の伝達関数推定手法による結果は、ピーク周波数

及び1～10Hzの帯域における周波数特性において、１次元水平成層モデルから算

定される理論値とほぼ整合することを確認した。

設定した浅部地盤構造モデルは、敷地の地下構造を表現

するモデルとして妥当であると考えられる。
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討方法の概要

BB

AA

B
A

XS

XS
RI




= B

ARI

AS BS

AX BX

：観測点Bに対する観測点Aの応答スペクトル比

：観測点Aの応答スペクトル

：観測点Aまでの震源距離

：観測点Bの応答スペクトル

：観測点Bまでの震源距離

■ 検討の概要

応答スペクトル比に関する検討としては以下の２つの比較を行い、敷地地盤の平行成層性に関する評価を実施した。

（比較１） 敷地周辺に位置するKiK-netひたちなか観測点(IBRH18)は、せん断波速度Vs2,200[m/s]の硬質岩盤に

地中地震計が設置されている。このひたちなか観測点は、前節に示したように敷地周辺で想定される地震基

盤との類似性及び連続性から敷地周辺の地震基盤として代表性があると判断される。

そのため、大洗研及びひたちなか観測点における同一の地震に対する応答スペクトル比を算定することで

震源特性及び伝播経路特性が除去され、大洗研敷地周辺の地下構造が地震動特性に与える影響を評価するこ

とができる。これらの応答スペクトル比を地震の到来方向毎に評価することにより、敷地周辺の地下構造が

解放基盤表面に及ぼす影響を把握する。

（比較２） 大洗研における鉛直アレー地震観測記録を用いて、解放基盤表面及び浅部地盤観測点における応答スペク

トル比を地震の到来方向毎に評価することにより、解放基盤表面より浅部の地盤構造が建家基礎位置付近に

及ぼす影響を把握する。

（検討対象とした地震及び検討方法）

大洗研における2011年4月～2015年2月までの地震観測記録のうち、マグニチュード4.0以上、震源距離200km

以内の条件で、ひたちなか観測点で同時に観測された地震を対象とした。

検討方法として、応答スペクトル比（RI）は震源と観測点との距離関係の違いを考慮して、以下により算出する。

調査(F-1･F-2)
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討方法の概要

■ 比較対象地点の概要
大洗研の鉛直アレー観測地点の最深位置は解放基盤表面以深(GL-250m)付近であり、地震基盤面には観測点が

無いため、敷地周辺で地震基盤相当と見なせるひたちなか観測点を活用する。比較対象地点の概要を下図に示す。

ひたちなか観測点

▽GL -174m

比較２

大洗研

▽GL -32m

▽GL -1293m

約13km

比較１

地震基盤面相当

地震基盤面

▽GL-約500m

浅部地盤
（解放基盤表面～建家基礎位置）

深部地盤
（地震基盤面～解放基盤表面）

地殻・マントル構造

何を比較したものかを当該
ページの右上に記載する。
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▽GL –約500m

地震基盤面相当

3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討
■ 地震基盤面～解放基盤表面に関する検討の概要(比較１)

各方位の到来方向による影響を検討するため、
東西南北に90°ずつ４つの領域に区分する。

比較１

N S E W
93 34 69 24

Total
220

北

南

東西
69地震

34地震

24地震

93地震

半径200km

▲：大洗研
△：ひたちなか観測点

45°

135°225°

315°

ひたちなか観測点

▽GL -174m

比較２

地震基盤面

大洗研

▽GL -32m

▽GL -1293m

比較１
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討
■ 地震基盤面～解放基盤表面に関する検討結果

北：

東：

南：

西：

全領域の平均：

全領域平均の±1σ：

応答スペクトル比が地震の到来方向によって大きく変化することがないことを確認した。

比較１

領域毎の平均応答スペクトル比 全地震の応答スペクトル比

NS

EW

UD

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期[s] 周期[s]

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期[s] 周期[s]

周期[s] 周期[s]

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比
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A B C D E F G H I
34 21 2 21 5 15 64 24 14

Total
200

3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討

領域Ａ：福島県浜通りおよび茨城県北部（震源深さ３０ｋｍ以浅）

領域Ｂ：茨城県南部の震源深さ４０～８０ｋｍ

領域Ｃ：首都直下の震源深さ４０～８０ｋｍ

領域Ｄ～Ｆ：太平洋側の震源深さ３０ｋｍ以浅

領域Ｇ～Ｉ：太平洋側の震源深さ３０～６０ｋｍ

領域Ｄ～Ｉについては、太平洋プレートの海

溝軸走向（１５°）に対し北方から時計回り

に６０°分割ずつ3分割した領域。

▲：大洗研
△：ひたちなか観測点

■ 地震基盤面～解放基盤表面に関する検討の概要(比較１)

地震発生領域や地震発生様式等の共通性に着目し、
敷地を中心に以下の9領域に区分し、
地震到来方向による影響を検討する。

比較１

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚
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142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚
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140˚
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142˚
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37˚ 37˚

38˚ 38˚
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142˚
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35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚
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140˚

140˚

141˚
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142˚
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143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚
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139˚

140˚

140˚

141˚
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142˚
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143˚
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37˚ 37˚

38˚ 38˚
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142˚
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142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚
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140˚

140˚
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142˚
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143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚
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140˚
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142˚
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143˚
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36˚ 36˚
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140˚
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142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚
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139˚

140˚
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37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

領域Ａ

領域Ｂ

領域Ｃ

領域Ｄ

領域Ｅ

領域Ｆ

領域Ｇ

領域Ｈ

領域Ｉ

震源深さ３０ｋｍ以浅 震源深さ３０～６０ｋｍ

震源深さ３０ｋｍ以浅

震源深さ40～80ｋｍ以浅

震源深さ40～80ｋｍ以浅

半径200km 半径200km 半径200km
15°

195°

15°

195°

75°

135°

75°

135°

34地震

21地震

2地震

21地震

5地震

15地震

64地震

24地震

14地震
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討

領域A：
領域B：
領域C：
領域D：
領域E：
領域F：
領域G：
領域H：
領域 I：

全領域の平均：
全領域平均の±1σ ：

比較１
■ 地震基盤面～解放基盤表面に関する検討結果

応答スペクトル比が地震の到来方向によって大きく変化することがないことを確認した。

NS

EW

UD

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期[s] 周期[s]

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期[s] 周期[s]

周期[s] 周期[s]

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

領域毎の平均応答スペクトル比 全地震の応答スペクトル比
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討
比較２

■ 解放基盤表面～建家基礎位置付近に関する検討の概要(比較２)

各方位の到来方向による影響を検討するため、
東西南北に90°ずつ４つの領域に区分する。

▲：大洗研
△：ひたちなか観測点

北

南

東西
69地震

34地震

24地震

93地震

半径200km

45°

135°225°

315°

N S E W
93 34 69 24

Total
220

▽GL –約500m

地震基盤面相当

ひたちなか観測点

▽GL -174m

比較２

地震基盤面

大洗研

▽GL -32m

▽GL -1293m

比較１
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討

北：

東：

南：

西：

全領域の平均：

全領域平均の±1σ：

比較２

■ 解放基盤表面～建家基礎位置付近に関する検討結果

応答スペクトル比が地震の到来方向によって大きく変化することがないことを確認した。

NS

EW

UD

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期[s] 周期[s]

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期[s] 周期[s]

周期[s] 周期[s]

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

領域毎の平均応答スペクトル比 全地震の応答スペクトル比
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討

領域Ａ：福島県浜通りおよび茨城県北部（震源深さ３０ｋｍ以浅）

領域Ｂ：茨城県南部の震源深さ４０～８０ｋｍ

領域Ｃ：首都直下の震源深さ４０～８０ｋｍ

領域Ｄ～Ｆ：太平洋側の震源深さ３０ｋｍ以浅

領域Ｇ～Ｉ：太平洋側の震源深さ３０～６０ｋｍ

領域Ｄ～Ｉについては、太平洋プレートの海

溝軸走向（１５°）に対し北方から時計回り

に６０°分割ずつ3分割した領域。

比較２
■ 解放基盤表面～建家基礎位置付近に関する検討の概要(比較2)

地震発生領域や地震発生様式等の共通性に着目し、
敷地を中心に以下の9領域に区分し、
地震到来方向による影響を検討する。

▲：大洗研
△：ひたちなか観測点

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚
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142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚
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142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚
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143˚
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35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚
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36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚
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141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚
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35˚ 35˚
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36˚ 36˚
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38˚ 38˚
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140˚
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141˚
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38˚ 38˚
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139˚

140˚

140˚

141˚
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142˚
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143˚
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36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

139˚

139˚

140˚

140˚

141˚

141˚

142˚

142˚

143˚

143˚

35˚ 35˚

36˚ 36˚

37˚ 37˚

38˚ 38˚

領域Ａ

領域Ｂ

領域Ｃ

領域Ｄ

領域Ｅ

領域Ｆ

領域Ｇ

領域Ｈ

領域Ｉ

震源深さ３０ｋｍ以浅 震源深さ３０～６０ｋｍ

震源深さ３０ｋｍ以浅

震源深さ40～80ｋｍ以浅

震源深さ40～80ｋｍ以浅

半径200km 半径200km 半径200km
15°

195°

15°

195°

75°

135°

75°

135°

34地震

21地震

2地震

21地震

5地震

15地震

64地震

24地震

14地震

A B C D E F G H I
34 21 2 21 5 15 64 24 14

Total
200
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討

領域A：
領域B：
領域C：
領域D：
領域E：
領域F：
領域G：
領域H：
領域 I：

全領域の平均：
全領域平均の±1σ ：

比較２
■ 解放基盤表面～建家基礎位置付近に関する検討結果

応答スペクトル比が地震の到来方向によって大きく変化することがないことを確認した。

NS

EW

UD

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期[s] 周期[s]

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期[s] 周期[s]

周期[s] 周期[s]

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

領域毎の平均応答スペクトル比 全地震の応答スペクトル比
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

応答スペクトル比による検討方法のまとめ

① 大洗研における地震基盤面から解放基盤表面にかけての地震到来方向依存性に関わる地
震動特性を把握するため、大洗研における鉛直アレー地震観測記録及びひたちなか観測
点における地震基盤相当における地震観測記録を活用してこれらの応答スペクトル比を
評価した。

② 同様に、大洗研の解放基盤表面から建家基礎位置付近にかけての応答スペクトル比を評
価した。

③ この検討においては、地震到来方向を東西南北の４領域並びに地震発生位置から９領域に
区分して、それぞれの応答スペクトル特性を比較した。

④ その結果、敷地地盤において特異に地震動が増幅する方向及び領域は認められなかった。

敷地地盤においては地震の到来方向による地震動特性
の依存性は認められなかった。
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

模擬入力波を用いた解析的検討の概要

物理探査や鉛直アレイ等の調査結果より、大洗研の敷地周辺は概ね
平坦な地下構造となっているが、敷地北側及び西側に緩やかな重力の高
まりが認められる。この地下深部構造による地震動が敷地に与える影響
について、地震基盤から解放基盤までに着目した地震波伝搬特性を解析
的に検討した。

■検討の考え方

敷地周辺地盤の東西・南北方向断面の成層モデルと
不整形性を考慮した２次元FEMモデル（不整形モデ
ル）に対して、それぞれのモデル底面 （基盤） に
リッカー波を入射して、モデル上面、敷地位置での到
達波を観察する。

・地震波の伝搬状況の把握
・敷地周辺の振動特性の把握
・時刻歴応答波形の特徴の把握

成層モデルと2次元FEMモデルの到達波の

位相、振幅に大きな差異がなければ、当該地

盤の不整形性が地震動評価に与える影響は小

さいと判断できる。

■ 解析的検討の目的
調査(G)

重力異常図と反射法・屈折法探査測線

Line-B
(13km)

Line-3(19km)

Line-C(3km)
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←北 南→
▼ 評価点

Vp=2.541km/s

Vp=3.118km/s
Vp=3.905km/s

Vp=5.926km/s

←西 東→評価点▼
Vp=2.541km/s

Vp=3.118km/s
Vp=3.905km/s

Vp=5.926km/s

3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

模擬入力波を用いた解析的検討の概要

解析に用いるFEM地盤モデル（東西及び南北断面）を
以下に示す。

■ ２次元FEMモデルの概要

2次元FEMモデル（東西断面）

2次元FEMモデル（南北断面）

成層モデル

成層モデルは評価点直下
の速度構造を使用する。
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

模擬入力波を用いた解析

■ 解析内容

敷地近傍基盤形状を考慮した２次元FEMモデルによる評価結果と、敷地直下の地下構造をモデル化した成層モ

デルによる評価結果を比較し、基盤形状が解放基盤表面における地震動へ及ぼす影響について検討する。

○ ２次元FEMモデル

・解析モデルの物性値を右表に示す。なお、減衰は一律Q＝100とする。

・メッシュサイズは、鉛直方向に5Hz程度を透過する要素サイズとして

最小でVs=517m/sの範囲では幅12.5m×高さ12.5m 、最大で Vs=

3197m/sの範囲では幅50m×高さ50mとした。

・解析モデルの高さは、解放基盤表面に相当する深さから-5000mまでの

4828mでモデル化する。解析は周波数応答解析を用いて、モデル底面は

粘性境界、モデル側面はエネルギー伝達境界を設定する。

○ 成層モデル

・２次元FEMモデルにおける敷地直下の地下構造を抽出し、成層モデルと

して用いる。

○入力波

・リッカー波の平面波を入力波とし、中心周期を0.3、0.5、1.0、2.5[s]、

敷地の西側及び南側の基盤が深い方角から敷地に向かって来る地震波について

検討するため、西側及び南側から0度(鉛直)、 20度、40度の入射角を設定する。

リッカー波の例

時間領域

周波数領域

大崎順彦（1996）、建築振動理論、
彰国社、pp.157-158

地下構造モデルの物性値

単位体積重量 S波速度 P波速度

ρ(t/m3) Vs[m/s] Vp[m/s]

1 1.70 153 1512

2 1.83 402 1614

3 1.89 517 1666

4 2.12 1176 2541

5 2.23 1531 3118

6 2.34 2001 3905

7 2.62 3197 5926

G.L.-5km以深 2.62 3197 5926

地質構造区分
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

模擬入力波を用いた解析

２次元FEMモデルと成層モデルの解析結果を比較し、敷地周辺に見られる基盤形状による影響

を検討した。以下に成層モデルと２次元FEMモデルの時刻歴応答波形を示す。

■ 解析結果 敷地における応答波形の比較（東西断面）

鉛直上昇波（0°) 進行波（40°)進行波（20°)
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tc=0.5[s]

tc=1.0[s]
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解析結果（応答波形）
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

模擬入力波を用いた解析

２次元FEMモデルと成層モデルの解析結果を比較し、敷地周辺に見られる基盤形状による影響

を検討した。以下に成層モデルと２次元FEMモデルの時刻歴応答波形を示す。

■ 解析結果 敷地における応答波形の比較（南北断面）

鉛直上昇波（0°) 進行波（40°)進行波（20°)
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解析結果（応答波形）
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

模擬入力波を用いた解析

模擬入力波を用いた２次元FEMモデルによる解析的検討の結果、敷地の評
価地点での地震動特性は概ね１次元成層モデルの解析結果と同様な傾向を示
しており、敷地地盤はほぼ水平成層と見なすことができることを確認した。

① 広域地下構造調査（概査）として実施した物理探査や微動アレイ探査等の調査結果から解釈された
地盤情報を用いて、地盤の不整形を考慮した２次元FEMモデルを作成した。

② この２次元FEMモデルを用いて、地震基盤から解放基盤までの地震波の伝搬特性に着目した解析的
検討を行った。

③ 各ケースにおいて成層モデルと２次元FEMモデルの差は小さいが、東西断面のtc=1.0s、入射角
40°のケースにおいて若干ながら後続波が見られたが、振幅レベルは主要動より小さく、波数も２
波程度で地震動評価に与える影響は小さいと考えられる。

④ 一方、地震到達方向依存性の検討において、地震発生位置を東西南北に区分した時の敷地の西側の
地震と他の方向の地震の観測結果、及び地震発生領域や発生様式毎に９分割した時のB領域と他の
領域の地震の比較において、やや長周期領域も含めて特異な増幅は見られていない。

⑤ したがって、敷地近傍に浅い震源を有する検討用地震がある場合には、詳細な地盤構造モデル等に
よる検討が必要と考えられるが、大洗研の場合これに該当しないため、特に問題になることは無い
と判断される。
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3. 地下構造評価 3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

まとめ

① 「敷地地盤において地震動を特異に増幅させる要因がないこと」「敷地地盤の速度構造が均質であ
ること」「敷地地盤において基盤がほぼ水平に拡がっていること」について確認した。

② 敷地周辺の地震基盤の想定として、KiK-netひたちなか観測点が代表性があることを把握した。ま
た、解放基盤表面から建家基礎位置付近にかけての理論伝達関数とコヒーレンシーを考慮した地震
観測記録による伝達関数について比較した。その結果、敷地地盤は水平にほぼ均質な成層構造であ
ることを確認した。

③ 敷地及び敷地周辺における地震観測記録を用い、地震基盤面から解放基盤表面、解放基盤表面から
建家基礎位置付近にかけての応答スペクトル比について、地震動の到来方向ごとに整理した。その
結果、地震動特性は到来方向によって大きく変化することはなく、敷地地盤に地震動を特異に増幅
させる要因がないことを把握した。

④ 模擬入力波（リッカー波）の入射による広域にわたる地盤の不整形性を表現した２次元FEMモデル
に対する解析的検討の結果、各ケースにおいて１次元成層モデルと２次元FEMモデルの主要動部に
おける位相および振幅は概ね同程度であった。
なお、後続波が数波残るケースが一部見られたが、検討した結果、大洗研の地震動評価上問題とな
るものではないと判断した。

観測記録及び模擬入力波を用いた地震動特性評価（精査+概査）の結果、
敷地地盤は水平な成層構造と見なすことができることを確認した。
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3. 地下構造評価

まとめ

応答スペクトルに基づく地震動評価

東北地方太平洋沖地震用の浅部地盤構造モ
デルではぎとり波を評価

断層モデルを用いた手法による地震動評価

プレート間地震：
2011年東北地方太平洋沖型地震

海洋プレート内地震：
茨城県南部の地震

内陸地殻内地震：
F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震
F3断層～F4断層による地震

浅部地盤構造モデルで評価したはぎとり波
を用い、地震発生様式毎の特性を反映した
地震動を評価

浅部地盤構造モデルで評価したはぎとり波
を要素地震とした経験的グリーン関数法で
地震動を評価

プレート間地震：
2011年東北地方太平洋沖型地震

内陸地殻内地震：
F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震

海洋プレート内地震：
茨城県南部の地震

内陸地殻内地震：
F3断層～F4断層による地震

深部地盤構造モデルを踏まえた統計的
グリーン関数法で地震動を評価

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

(F)伝達関数比による地盤の成層性の検討及び地震観測記録による
応答スペクトル比の検討に基づく地震到来方向依存性の確認

敷地の地下構造に関する検討

敷地の地震基盤～深部地盤構造敷地の解放基盤表面、
浅部地盤構造

(B)単点微動観測に
よる地震基盤面の深
度、拡がりの把握

(E)地震波速度トモ
グラフィ解析による
深部地盤構造の推定

敷地地盤の地震動特性には不均質構造が要因となる地震の到来方向依存性もなく、
ほぼ水平な成層構造と見なすことができることを確認

(A)ボーリング調査、PS
検層、変動地形学的調査
等に基づく検討

要求を満足する解放
基盤表面を設定

敷地周辺の３次元的地盤構造

(G)模擬入力波を用いた2次
元FEMモデルと水平な成層
地盤構造モデルの地震動特
性の確認

(C)反射法・屈折法地震
探査、(D)微動アレイ探
査による広域な深部構
造の把握

(C)反射法・屈折法地震
探査、(D)微動アレイ探
査による深部構造の把
握

敷地の浅部及び深部地盤構造モデルの設定と妥当性検証

地震動評価 敷地において設定した浅部及び深部地盤構造モデルを用いて地震動評価を行うことは適切である。

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた
敷地地盤の振動特性評価

第396回審査会合
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1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

検討用地震の選定：選定フロー

敷地に対して最も影響の大きい地震をプレート間地震の検討用地震として選定する。

過去の被害地震や各機関が想定した震源による地震について，海洋プレートと陸のプレートの境界で発生した地震を整理

検討用地震の候補

敷地の地震動に大きな影響を与える茨城県沖に着目した補正係数を検討する。

検討用地震の候補について応答スペクトル手法により評価を行う。手法はNoda et al.(2002) を用いる。評価にあたり，地震観測記録
から算出した補正係数を考慮する。なお，敷地での観測記録が存在する地震については，その解放基盤波を採用する。

評価手法

補正係数の算出

【太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生する地震】
（過去の被害地震）

・1677年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震
・1896年鹿島灘の地震
・1930年那珂川下流域の地震
・1938年塩屋崎沖の地震
・1938年鹿島灘の地震
・1938年福島県東方沖の地震
・2011年東北地方太平洋沖地震の本震
・2011年東北地方太平洋沖地震の余震

（各機関が想定した震源による地震）
・茨城県沖の地震（地震調査研究推進本部(2012)）

【フィリピン海プレートと陸のプレートの境界で発生する地震】
（過去の被害地震）

・1703年元禄地震
・1923年関東大地震

（各機関が想定した震源による地震）
・茨城県南部の地震（中央防災会議(2013)）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

応答スペクトル手法による地震動評価に用いる補正係数：地震計設置状況

N

HTTR原子炉建家

地震観測位置（西側）

地震観測位置（北側）

（1987年～）

（1998年～）

■補正係数の算出に際しては，解放基盤に位置するG.L.-174mの地
震観測記録を用いた。

100

T.P G.L. 層厚 地震観測位置

(m) (m) (m) 西側 北側

37.1 0 1.0 地表面

36.1 -1 29.0 〇

7.1 -30 2.0 〇

5.1 -32 63.0 〇

-57.9 -95 77.5 〇

-135.4 -172.5 1.5 解放基盤表面

-136.9 -174 76.0 〇

-212.9 -250 ∞ 〇

第396回審査会合
資料1-3-1 修正



4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

応答スペクトル手法による地震動評価に用いる補正係数：地震記録の収集

応答スペクトル比の算出に用いた
M5.5以上の地震の震央分布

■応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は，Noda et al.(2002)による手法（耐専スペクトル）で行う。
■評価に際しては，地震発生様式毎に分類した地震観測記録の分析に基づく補正係数を考慮する。

大洗研

・大洗研究所の地震観測記録のうち，2011年東北地方太平

洋沖地震以降※でM5.5以上，等価震源距離200km以内の地

震を対象に，解放基盤波の応答スペクトルを耐専スペクトル

で除した「応答スペクトル比」を算出する。

・内陸地殻内地震，プレート間地震，海洋プレート内地震の

地震発生様式ごとに各地震の「応答スペクトル比」算出し，

地域性の観点からグルーピングを行う。

応答スペクトル比＝
敷地の観測記録（解放基盤表面）

Noda et al.(2002)による値

※2011年東北地方太平洋沖地震において大規模な地殻変動が確認されたた

め。なお，2011年3月は多数の余震が発生し，敷地において重なり合って観

測され，地震発生様式の分類が困難なものがあることから，2011年4月以降

の地震を主に使用。

139.0ﾟ

139.0ﾟ

140.0ﾟ

140.0ﾟ

141.0ﾟ

141.0ﾟ

142.0ﾟ

142.0ﾟ

35.0ﾟ 35.0ﾟ

36.0ﾟ 36.0ﾟ

37.0ﾟ 37.0ﾟ

38.0ﾟ 38.0ﾟ

100 km

200 km

0 50 100 150 200 km

7.0≦Ｍ

6.5≦Ｍ＜7.0

6.0≦Ｍ＜6.5

5.5≦Ｍ＜6.0
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

プレート間地震の地震動評価に用いる補正係数
■鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震

2.5
1.5

2.5
1.5

鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震の応答スペクトル比

には，短周期側で大きくなる傾向が見られるため，この領域で発

生する地震については短周期側で2.5倍の補正係数を考慮する。

敷地で観測された主な地震の震央分布
（補正係数評価に用いた地震を着色）

Noda et al.(2002)との残差評価結果
Noda et al.(2002)との残差評価結果（平均）
Noda et al.(2002)との残差評価結果（±1σ）
地震動評価に用いる補正係数

鉛直

水平

大洗研
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

プレート間地震の地震動評価に用いる補正係数
■鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震

1.2

1.2

鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震の応答ス

ペクトル比には，短周期側及び長周期側で大きくなる傾向が見ら

れるため，この領域で発生する地震については全周期帯で1.2倍

の補正係数を考慮する。

敷地で観測された主な地震の震央分布
（補正係数評価に用いた地震を着色）

Noda et al.(2002)との残差評価結果
Noda et al.(2002)との残差評価結果（平均）
Noda et al.(2002)との残差評価結果（±1σ）
地震動評価に用いる補正係数

鉛直

水平
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大洗研
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

検討用地震の選定

プレート間地震の地震動の応答スペクトル【水平】
（Noda et al.(2002)の手法に補正係数を考慮）

番号
地震発生
年月日

地 名
（地震名）

ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ

M

等価
震源距離※2

（km）

補正
係数※3

１ 1677.11.4 磐城・常陸・安房・上総・下総の地震 8.0 161 B

２ 1703.12.31 元禄地震 8.05 192 ―

３ 1896.1.9 鹿島灘の地震 7.3 68 A

４ 1923.9.1 関東大地震 7.9 169 ―

５ 1930.6.1 那珂川下流域の地震 6.5 57 B

６ 1938.5.23 塩屋崎沖の地震 7.0 78 B

７ 1938.9.22 鹿島灘の地震 6.5 70 A

８ 1938.11.5 福島県東方沖の地震 7.5 151 B

９ 2011.3.11 2011年東北地方太平洋沖地震の本震※1 9.0(Ｍw) ― ―

10 2011.3.11 2011年東北地方太平洋沖地震の余震※1 7.6 ― ―

11 ― 茨城県南部の地震（中央防災会議(2013)） 7.3 62 ―

12 ― 茨城県沖の地震（地震調査研究推進本部(2012)） 7.6 81 A

※1 解放基盤波を用いる。 ※2 文献による位置情報やプレート境界の等深度線等を踏まえて算出
※3 A：鹿島灘付近で発生した太平洋プレート間地震による補正係数

B：鹿島灘付近で発生した地震を除く太平洋プレート間地震による補正係数

2011年東北地方太平洋沖地震の本震を
検討用地震として選定した。

104対象震源位置

福島県東方沖の地震

塩屋崎沖の地震

鹿島灘の地震(1938年)
那珂川下流域の地震

茨城県南部の地震
（中央防災会議）

磐城・常陸・安房
・上総・下総の地震

元禄地震

鹿島灘の地震(1896年)

関東大地震

茨城県沖の地震
（地震調査研究推進本部）

2011年東北地方太平洋
沖地震の余震

2011年東北地方太平洋沖
地震の本震は範囲外

大洗研

 

  

 

 

1677年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震

1703年元禄地震

1896年鹿島灘の地震

1923年関東大地震

1930年那珂川下流域の地震

1938年塩屋崎沖の地震

1938年鹿島灘の地震

 

  

 

 

1938年福島県東方沖の地震

2011年東北地方太平洋沖地震の本震、ＮＳ成分

2011年東北地方太平洋沖地震の本震、ＥＷ成分

2011年東北地方太平洋沖地震の余震、ＮＳ成分

2011年東北地方太平洋沖地震の余震、ＥＷ成分

茨城県南部の地震(中央防災会議(2013))

茨城県沖の地震(地震調査研究推進本部(2012)）

第396回審査会合
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

基本震源モデルの設定フロー
■巨大プレート間地震に対し強震動予測レシピが適用できることは諸井ほか(2013)で示されている。よって基本震源モデルについて，

強震動予測レシピに基づいてパラメータ設定を行う。

断層面積S
logS=M-4.0

（M=Mwとする）
100,000km2

地震モーメントM0

logM0=1.5Mw+9.1
4.0×1022N・m

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

8.5m

平均応力降下量Δσ
Δσ=7/16・M0・（S/π）-3/2

3.08MPa

SMGAの
すべり量Da

Da=2D

SMGAの地震
モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

SMGAの
応力降下量
Δσa=S/Sa・Δσ

24.6MPa

SMGA1～5の
応力降下量Δσai

Δσai=Δσa

24.6MPa

SMGA1～5の
短周期レベルAai

Aai =4π√（Sai/π）・Δσai ・ Vs
2

SMGA1～5の
地震モーメントM0ai

M0ai=M0a・Sai
1.5/ΣSak

1.5=M0a/5

SMGA1～5の
すべり量Dai

Dai= M0ai / （μ・Sai）

与条件とした項目

巨視的パラメータ SMGA全体のパラメータ 各SMGAのパラメータ

SMGAは5個（等
面積）とする

SMGA1～5の
面積Sai

Sai=Sa/5

Mw9.0

強震動予測レシピを用いて設定

SMGA面積比
0.125

短周期レベルA
A：当該地域で

発生した地震の
平均的な特性

（SMGA： 強震動生成域）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

基本震源モデルの設定（１／２）
■主要なパラメータの設定

主要な6個の断層パラメータ（断層面積S(km2) ，地震モーメントM0 (N･m) ，応力降下量Δσ (MPa) ，SMGA面積Sa(km2)，短周期レベル
A(N･m/s2) ，SMGAの応力降下量Δσa (MPa) ）のうち，下記３つのパラメータの値を与条件とし，残りのパラメータを関係式を用いて算
定する。

■パラメータ間の関係式

・SMGAの応力降下量Δσa （Madariaga,1979)

Δσa = (S / Sa) ･Δσ

ここで， Δσ：応力降下量，S：断層面積，Sa ：SMGA面積

・応力降下量Δσ (Eshelby,1957)

Δσ= (7 / 16) ×Mo / R3

ここで， M0 ：地震モーメント，R：断層の等価半径

・短周期レベルA (Brune, 1970)

A = 4πrΔσaβ
2

ここで， r ：SMGAの総面積の等価半径(km)，β：せん断波速度(km/s)

【断層面積 S】

想定する地震規模Mw9.0より，佐藤(1989)によるlogS=M-
4.0を用いて100,000km2と算出する。
（Mw=Mとする。）

【地震モーメント M0】

Hanks and Kanamori(1979)によるlogM0 =1.5Mw+9.1より
M0= 4.0×1022 (N･m)と算出する。

【短周期レベル】

宮城県沖，福島県沖，茨城県沖で発生した地震の平均
的な短周期レベルの励起特性を有するように設定する。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

基本震源モデルの設定（２／２）

大洗研

基本震源モデル

SMGA

破壊開始点

■断層形状，SMGA位置等については下記の通り設定する。

【断層形状】

・長さ，幅は，東北地方太平洋沖地震の震源域を参考にそれぞれ500km，
200kmとする。

・走向は，東北地方太平洋沖地震に関する防災科学技術研究所F-netの
CMT解を用いる。深さは，太平洋プレートの上面に沿ってモデル化する。

【SMGAの位置】

・地震調査研究推進本部の領域区分に基づき5個のSMGAを設定し，東北
地方太平洋沖地震のSMGAや，それぞれの領域で過去に発生したM7～
M8クラスの地震の震源域を参考に配置する。

・茨城県沖のSMGA位置は，東北地方太平洋沖地震の敷地での観測記録
を再現できる位置としており，各文献で示された東北地方太平洋沖地震
のSMGAの中では敷地に最も近い位置である。

・この位置は，過去に発生したM7クラスの地震の中では最も敷地に近い
1938年塩屋崎沖の地震（M7.0）や1896年鹿島灘の地震（M7.3）の震央位
置と対応していることを確認している。

【破壊開始点】

東北地方太平洋沖地震の震源位置に設定する。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

基本震源モデルの断層パラメータ

■断層モデルのパラメータ（基本震源モデル及びSMGA位置の不確かさを考慮したモデル）

項目 設定値 設定方法

走向 θ(度) 200 F-net

傾斜角1（東側） δ1(度) 12 壇ほか(2005)

傾斜角2（西側） δ2(度) 21 壇ほか(2005)

すべり角 λ(度) 88 F-net

長さ L(km) 500 断層面積に基づき算定

幅 W(km) 200 断層面積に基づき算定

基準点北緯 N(度) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

基準点東経 E(度) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

基準点深さ H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

上端深さ hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1

下端深さ hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

断層面積 S(km2) 100000 logS=M-4.0，佐藤(1989)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

地震モーメント M0(N･m） 4.00E+22
logM0=1.5Mw+9.1
Hanks and Kanamori(1979）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

平均すべり量 D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

剛性率 μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

せん断波速度 Vs(km/s) 3.9 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

破壊伝播速度 Vr(km/s) 3.0 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

項目 設定値 設定方法

S
M
G
A
全
体

面積 Sa(km2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 24.6 Δσa=S/Sa×Δσ

短周期レベル Aa(N･m/s2) 2.97E+20 Aa=(ΣAai
2)1/2=51/2Aa1

各
S
M
G
A

面積 Sa1(km2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 24.6 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s2) 1.33E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs
2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

背
景
領
域

面積 Sb(km2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 4.9 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

不確かさとして考慮するパラメータの選定
■主要な断層パラメータについて，敷地周辺のプレート間地震に関する知見等を踏まえて認識論的不確かさと

偶然的不確かさに分類し，敷地での地震動に大きな影響を与えるパラメータを不確かさとして考慮する。

【認識論的不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式※などに基づき設定できるもの ⇒ それぞれ独立させて考慮することを基本とする。

【偶然的不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式からは設定が困難なもの ⇒ 重畳させて考慮する。

不確かさの
種類

パラメータ 基本ケースの設定 不確かさ検討の要否

認識論的

不確かさ

断層設定位置
フィリピン海プレートの北東
限を考慮し，三陸沖中部～
茨城県沖に設定

震源の南限については，フィリピン海プレートがバリアとなることから，断層設定位置は基
本ケースで固定でき，不確かさとして考慮しない。

地震規模 Mw9.0

地震規模（巨視的断層の面積）の不確かさについては，フィリピン海プレートが破壊進展の
バリアとなり，巨視的断層面の拡大は南方ではなく，三陸沖以北への拡大が考えられるが，
仮にそこからの地震動が付加されたとしても敷地に及ぼす影響は小さいと考えられること
から，地震規模の不確かさは考慮しない。

短周期レベル
宮城県沖，福島県沖，茨
城県沖で発生する地震の
平均

・ 震源モデルに含まれる宮城県沖周辺の領域では，基本ケースよりも短周期レベルが大
きい地震が発生しているものの，基本ケースにおける短周期レベルの設定は，茨城県沖
で発生する地震に対しては安全側の設定となっている。

・ しかしながら，東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結果より，敷地での地震動
に影響を与えるのは敷地近傍のSMGAであることを踏まえ，宮城県沖や福島県沖で発生
する地震の短周期レベルを概ねカバーできるよう，基本ケースの短周期レベルの1.5倍を
不確かさとして考慮する。

SMGA位置

東北地方太平洋沖地震の
SMGAや，当該地域で過去
に発生したM7～8の地震
への対応を考慮し設定

・ 東北地方太平洋沖地震のSMGAを推定した文献では，モデル間で多少ばらつきがあるも
のの，どのモデルでも沈みこんだ深い位置にSMGAが推定され，過去に発生したM7～8ク
ラスの地震に対応しているという共通点があるので，それらの情報に基づきSMGAの位
置は，ある程度特定することができる。

・ しかしながら，宮城県沖などに比べ，近年における規模の大きな地震発生の少ない茨城
県沖でSMGA位置を確定的に設定することは難しいことから，安全側に敷地に対して十
分に近い位置にSMGAを配置したケースを不確かさとして考慮する。

・ なお，敷地に対して十分に近い位置として敷地直下にSMGAを配置した。その結果，太平
洋プレートと陸のプレートの間にフィリピン海プレートを挟み込む領域に跨る形でSMGAを
想定することになる。フィリピン海プレートを挟み込む領域については近年大きな地震の
発生は確認されず，プレート間の結合度や相対的な運動の違いから強震動が発生する
可能性は低いと考えられるが，保守的な設定としてこれを想定する。

偶然的

不確かさ

破壊開始点
2011年東北地方太平洋沖
地震の気象庁震源位置

破壊開始点については，複数のパラメータスタディを行い，設定位置の違いによる影響が
小さいことを確認していることから，不確かさとして考慮しない。

※ 当該断層に対する各種調査（地質調査やインバージョン
解析等）や国内外の地震データ等に基づき得られた各種
経験則（例えば短周期レベルと地震モーメントの関係）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

不確かさの組み合わせ

不確かさを考慮して設定するパラメータ
※1 茨城県沖で発生する地震に対しては大きめの設定となっている。
※2 すべてのSMGAの短周期レベルを係数倍している。
※3 破壊が敷地に向かう位置に設定されている。

■前頁の選定結果を踏まえ，下記のとおり不確かさを組み合わせて地震動評価を行う。SMGA位置の不確かさについては，前頁のとお
り，事前の調査に基づきSMGAの位置をある程度特定することができるが，宮城県沖などに比べ，近年における規模の大きな地震発
生の少ない茨城県沖では確定的に設定することは難しいことから，安全側に短周期レベルの不確かさと重畳させたケースも考慮する。

評価ケース

認識論的不確かさ 偶然的不確かさ

断層設定位置 地震規模 短周期レベル SMGA位置 破壊開始点

基本ケース
フィリピン海プレートの北
東限を考慮し，三陸沖中
部～茨城県沖に設定

Mw9.0
宮城県沖，福島県沖，茨
城県沖で発生する地震の
平均※1

東北地方太平洋沖地震のSMGAや，
それぞれの領域で過去に発生した
M7～M8クラスの地震の震源域を参
考に配置

2011年東北地方太平洋沖地震
の気象庁震源位置※3

SMGA位置の
不確かさ

フィリピン海プレートの北
東限を考慮し，三陸沖中
部～茨城県沖に設定

Mw9.0
宮城県沖，福島県沖，茨
城県沖で発生する地震の
平均※1

基本震源モデルのSMGA位置に対し，
茨城県沖のSMGAを敷地に対して十
分に近い位置（敷地直下）に移動

2011年東北地方太平洋沖地震
の気象庁震源位置※3

短周期レベルの
不確かさ

フィリピン海プレートの北
東限を考慮し，三陸沖中
部～茨城県沖に設定

Mw9.0 基本震源モデルの1.5倍※2

東北地方太平洋沖地震のSMGAや，
それぞれの領域で過去に発生した
M7～M8クラスの地震の震源域を参
考に配置

2011年東北地方太平洋沖地震
の気象庁震源位置※3

SMGA位置の不確かさと

短周期レベルの不確かさの

重畳

フィリピン海プレートの北
東限を考慮し，三陸沖中
部～茨城県沖に設定

Mw9.0 基本震源モデルの1.5倍※2

基本震源モデルのSMGA位置に対し，
茨城県沖のSMGAを敷地に対して十
分に近い位置（敷地直下）に移動

2011年東北地方太平洋沖地震
の気象庁震源位置※3
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大洗研 ▲

Xsh=59.4km

62.5km37.5km
12.3km

33.1km

68.9km

Dip=21°

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

SMGA位置の不確かさ

等価震源距離の比較

評価ケース
茨城県沖のSMGAの
等価震源距離（km）

基本震源モデル 75.8

SMGA位置の不確かさを考慮
（敷地直下）

62.7

■茨城県沖のSMGAを敷地に最も近い位置に移動させたケースを考慮する。

SMGA位置（断面図）

茨城県沖のSMGA
（SMGA位置の不確かさを考慮）

D 10km

D=20km

D=30km

D=40km

D=50km

D=60km

D=8km

灰実線はJ-SHISの
太平洋プレート上面等深線

基本震源モデルとの比較

Uchida et al.(2010)による
フィリピン海プレートの北東限

茨城県沖のSMGA
：基本震源モデル
：SMGA位置の不確かさを考慮（敷地直下）

破壊開始点

⚫ 敷地近傍のSMGAが敷地での地震動に影響を与えることを踏まえ，茨

城県沖のSMGAの位置について，敷地での地震動への影響の観点から

不確かさとして考慮する。

⚫ SMGA位置の不確かさの考慮にあたっては，敷地に対して十分に近い

位置である敷地直下に設定する。

⚫ 敷地直下にSMGAを想定することによって，太平洋プレートと陸のプレー

トの間にフィリピン海プレートを挟み込む領域に跨ってSMGAを想定する

こととなる。フィリピン海プレートを挟み込む領域については，近年大き

な地震の発生は確認されず，プレート間の結合度や相対的な運動の違

いから強震動が発生する可能性は低いと考えられるが，保守的な設定

としてこれを想定する。

⚫ 茨城県沖のSMGAの等価震源距離は，基本震源モデルと比較し13km程

度近くなる。

大洗研
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

短周期レベルの不確かさ
■不確かさとして考慮する短周期レベルは，宮城県沖で発生する地震の短周期レベルを概ねカバーするレベルとして基本ケースの1.5

倍を考慮する。このレベルは，佐藤(2012)における太平洋プレート間地震の短周期レベルと地震モーメント平均＋標準偏差とほぼ同
レベルである。

佐藤（2012）における太平洋プレートのプレート間地震のAとM0の関係

佐藤（2012）に加筆

基本ケースのA-M0関係
基本ケースのSMGA単体のAとM0

短周期レベルの不確かさケースのA-M0関係
短周期レベルの不確かさケースのSMGA単体のAとM0

佐藤智美(2012)： 経験的グリーン関数法に基づく2011年東北地方太平洋沖地震の震源モデル－プレート境界地震の短周期レベルに着目し
て－ 日本建築学会構造系論文集 第77巻 第675号，695-704
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■短周期レベルの不確かさケース及びSMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳ケースの断層パラメータ
（SMGA位置の不確かさの断層パラメータは基本ケースと同様）

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

不確かさを考慮した震源モデルの断層パラメータ

項目 設定値 設定方法

走向 θ(度) 200 F-net

傾斜角1（東側） δ1(度) 12 壇ほか(2005)

傾斜角2（西側） δ2(度) 21 壇ほか(2005)

すべり角 λ(度) 88 F-net

長さ L(km) 500 断層面積に基づき算定

幅 W(km) 200 断層面積に基づき算定

基準点北緯 N(度) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

基準点東経 E(度) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

基準点深さ H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

上端深さ hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1

下端深さ hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

断層面積 S(km2) 100000 logS=M-4.0，佐藤(1989)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

地震モーメント M0(N･m） 4.00E+22
logM0=1.5Mw+9.1
Hanks and Kanamori(1979）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

平均すべり量 D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

剛性率 μ(N/m2) 4.68E+10
μ=ρVs

2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

せん断波速度 Vs(km/s) 3.9 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

破壊伝播速度 Vr(km/s) 3.0 
地震調査研究推進本部
（2002），（2005）

項目 設定値 設定方法

S
M
G
A
全
体

面積 Sa(km2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 37.0 Δσa=S/Sa×Δσ×1.5

短周期レベル Aa(N･m/s2) 4.46E+20 Aa=(ΣAai
2)1/2=51/2Aa1

各
S
M
G
A

面積 Sa1(km2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 37.0 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s2) 1.99E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs
2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

背
景
領
域

面積 Sb(km2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 7.4 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q値 Q 110f 0.69 佐藤ほか（1994）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

地震動評価手法

■断層モデルを用いた手法による地震動評価

震源近傍で発生した適切な要素地震の観測記録が敷地で得られているため，経験的グリーン関数法により評価
する。また，敷地への影響の観点から，震源の不確かさを考慮する。

■応答スペクトルに基づく手法による地震動評価

・東北地方太平洋沖地震のような巨大地震では，複数の強震動生成域が時間的にも空間的にも離れて連動し，敷
地での揺れは，特に短周期域において敷地近傍の強震動生成域の影響が支配的となる特徴がある。このような
複雑な震源過程から生成される強震動を短周期から長周期にわたり精度よく評価でき，実務に活用されている実
績のある距離減衰式はないと考えられる。

・一方，大洗研究所においては，東北地方太平洋沖地震における岩盤上の観測記録が得られていることから，距
離減衰式による評価の代わりに，この地震の解放基盤波を基に地震動を設定する。設定に際しては，解放基盤
波と断層モデル手法による結果を比較した際に，解放基盤波が不確かさを考慮した断層モデル手法による結果
を上回る周期帯がでてくる場合が考えられるので，そのような周期帯に余裕を持たせるよう解放基盤波を包絡し
た応答スペクトルを設定する。この包絡した応答スペクトルを応答スペクトルに基づく手法による地震動評価とす
る。

解放基盤波の包絡スペクトルのイメージ

解放基盤波

解放基盤波の包絡スペクトル

不確かさを考慮した断層モデル手法による結果

・なお，余裕の考慮については，解放基盤波を一律係数倍する方法も考えられるが，解放基盤波が不確かさを考
慮した断層モデル手法による結果を上回る周期帯に対してより多くの余裕を持たせるためには，スペクトルの山
谷が一律に係数倍されるよりも，振幅レベルの小さい谷の部分がより効果的に包絡される包絡スペクトルの方が
適していると考えられる。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

応答スペクトル手法による評価結果

⚫ 東北地方太平洋沖地震の敷地における解放基盤波に対し，これを包絡して余裕を持たせた応答スペクトルを設定した。解放基盤

波に対する包絡スペクトルのSI比は， およそ1.4以上となっている。

⚫ 解放基盤波の応答スペクトルで谷となる周期帯に対して十分に余裕が確保されている。

東北地方太平洋沖地震の解放基盤波（NS：352Gal）
東北地方太平洋沖地震の解放基盤波（EW：352Gal）

東北地方太平洋沖地震の解放基盤波（UD：260Gal）

水平成分 鉛直成分

応答スペクトル手法による地震動評価（水平：360Gal，鉛直：270Gal）
（東北地方太平洋沖地震の解放基盤波を包絡し設定）

対象とする
周期帯

水平/NS 水平/EW 鉛直/UD

周期0.1～2.5秒
（SI比）

1.37 1.72 1.77

周期0.02～5秒
（参考）

1.30 1.83 1.62

解放基盤波に対する包絡スペクトルの
強度値※の比（SI比）

※ Housner(1961)で提案されている地震動強さに
関する指標で以下のとおり定義される。

( )dThT,S
2

1

T

T
v=スペクトル強度値

ここで，
Sv
T
h

：擬似速度応答スペクトル
：周期
：減衰定数（5%）
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・要素地震の選定においては，設定した断層モデルと同じ震源メカニズムを有する地震とした。

・震源断層が広域になることから，北部の領域と南部の領域からそれぞれ要素地震を選定した。

・断層面の北半分については要素地震（北部）を，断層面の南半分については要素地震（南部）をそれぞれ用いた。

・ただし，北部の領域の要素地震については，適切な地震規模及び震源メカニズムである地震の観測記録が得ら

れていないことから，震源メカニズムは異なるがM6～7程度の比較的規模の大きい地震を選定した。

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

断層モデル手法による評価：要素地震の選定

■要素地震の選定方法

⇒放射特性に関する検討から，地震動評価に用いても工学的に問題ないことを第64回審査会合において説明。

大洗研●

要素地震（北部）
の震央位置

要素地震（南部）
の震央位置

要素地震の震央位置

発生日 2011年3月28日

地震規模※1 Ｍ6.5
震源深さ※1 31.7km

地震ﾓｰﾒﾝﾄ※2 1.66E+18(N･m)

要素地震のメカニズム解（下半球）

発生日 2005年10月19日

地震規模※1 Ｍ6.3
震源深さ※1 48.3km

地震ﾓｰﾒﾝﾄ※2 3.18E+18(N･m)

要素地震（北部） 要素地震（南部）

※１ 気象庁による。
※２ F-netによる。

■要素地震の選定方法

☆：震央距離・震源深さを踏まえて気象庁JMA2001
対応の射出角表より算出した射出点

気象庁：地震月報（カタログ編） 付記 1.A.5 走時表・射出角表・速度構造，
http://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/bulletin/catalog/appendix/appendixj.html

SMGA
要素地震の震央位置
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

断層モデル手法による評価：基本震源モデルの応答スペクトル

NS成分 EW成分 UD成分

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（経験的グリーン関数法）は，東北地方太平洋沖地震の
解放基盤波と対応していることから，要素地震（ 2011年3月28日（M6.5）及び2005年10月19日（M6.3））が適
切に選定されていると判断した。

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果
東北地方太平洋沖地震の解放基盤波

■地震動評価は入倉ほか（1997）に基づき行う。

■地震動評価結果（経験的グリーン関数法）と東北地方太平洋沖地震の解放基盤波とを比較する。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

断層モデル手法による評価：不確かさを考慮したモデルの応答スペクトル

■断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（経験的グリーン関数法）

NS成分 EW成分 UD成分

断層モデルを用いた手法による各地震動評価結果を示す。SMGA位置と短周期レベルの不確かさを重畳させたケースは，

NS成分で670Galの地震動評価結果となり，短周期レベルの不確かさを考慮したケース（NS成分で474Gal）を全体的に上回る。

基本震源モデル（NS：322Gal，EW：288Gal，UD：184Gal）
SMGA位置の不確かさを考慮（NS：442Gal，EW：322Gal，UD：252Gal）
短周期レベルの不確かさを考慮（NS：474Gal，EW：428Gal，UD：277Gal）
SMGA位置と短周期レベルの不確かさを重畳（NS：670Gal，EW：513Gal，UD：402Gal）

【断層モデル手法】
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.1 プレート間地震

応答スペクトル手法と断層モデル手法の評価結果
■応答スペクトル手法と断層モデル手法による各評価結果を示す。

NS成分 EW成分 UD成分

解放基盤波の包絡スペクトルは，断層モデル手法よりも解放基盤波が大きくなる周期帯において十分に余裕があり，
断層モデル手法の結果と補完的であることを確認した。

東北地方太平洋沖地震の解放基盤波

（NS：352Gal，EW：352Gal，UD：260Gal）

解放基盤波の包絡スペクトル
（水平：360Gal，鉛直：270Gal）

【応答スペクトル手法】

基本震源モデル（NS：322Gal，EW：288Gal，UD：184Gal）
SMGA位置の不確かさを考慮（NS：442Gal，EW：322Gal，UD：252Gal）
短周期レベルの不確かさを考慮（NS：474Gal，EW：428Gal，UD：277Gal）
SMGA位置と短周期レベルの不確かさを重畳（NS：670Gal，EW：513Gal，UD：402Gal）

【断層モデル手法】
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120

1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

検討用地震の選定：選定フロー

過去の被害地震や各機関が想定した震源による地震について，太平洋プレートやフィリピン海プレートの内部で発生した地震を整理

検討用地震の候補

検討用地震の候補について，Noda et al.(2002)の手法による評価を実施する。評価にあたり，地震観測記録から算出した補正係数を
考慮する。

敷地において観測された海洋プレート内地震が
限られる

評価手法

補正係数の算出

【フィリピン海プレートの内部で発生する地震】
（過去の被害地震）

・1895年霞ヶ浦付近の地震※1

・1921年茨城県龍ヶ崎付近の地震
（各機関が想定した震源による地震）

・茨城県南部の地震（中央防災会議（2004））
・茨城県南部の地震（中央防災会議（2013））

【太平洋プレートの内部で発生する地震】
（各機関が想定した震源による地震）

・震源断層を予め特定しにくい地震（陸域）（地震調査研究推進本部(2009)）
・震源断層を予め特定しにくい地震（海域）（地震調査研究推進本部(2009)）
・海溝寄りのプレート内地震（地震調査研究推進本部(2009)）

太平洋プレート，フィリピン海プレートによる種別ではなく，海洋プレー
ト内地震全体としての補正係数を考慮した。

検討用地震の選定結果

⚫ 敷地周辺においては太平洋プレートよりもフィリピン海プレートの方が相対的に近いため，フィリピン海プレートの内部で発
生する地震の影響が大きい。

⚫ 過去の被害地震の一つである霞ヶ浦付近の地震と，今後の想定である中央防災会議による茨城県南部の地震について
はほぼ同位置に震源が想定されていることから，敷地において推定される地震動レベルも同程度である。

⚫ 以上のことから，敷地における海洋プレート内地震の検討用地震としては，フィリピン海プレート内地震である中央防災会
議による茨城県南部の地震で代表させる。

※1 首都直下地震防災減災特別プロジェクトによると太平洋プレート内地震の可能性が指摘さ
れているが，信頼性は中程度とされていることから敷地への影響を考慮しフィリピン海プ
レートとして扱う。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

海洋プレート内地震の地震動評価に用いる補正係数
■太平洋プレート及びフィリピン海プレートで発生した海洋プレート内地震

2.5

1.5

Noda et al.(2002)との残差評価結果（太平洋プレート）
Noda et al.(2002)との残差評価結果（フィリピン海プレート）
Noda et al.(2002)との残差評価結果（平均）
Noda et al.(2002)との残差評価結果（±1σ）
地震動評価に用いる補正係数

鉛直

水平

2.5

1.5

敷地で観測された主な地震の震央分布
（補正係数評価に用いた地震を着色）

139.0ﾟ

139.0ﾟ

140.0ﾟ

140.0ﾟ

141.0ﾟ

141.0ﾟ

142.0ﾟ

142.0ﾟ

35.0ﾟ 35.0ﾟ

36.0ﾟ 36.0ﾟ

37.0ﾟ 37.0ﾟ

38.0ﾟ 38.0ﾟ

100 km

200 km

0 50 100 150 200 km

7.0≦Ｍ

6.5≦Ｍ＜7.0

6.0≦Ｍ＜6.5

5.5≦Ｍ＜6.0

大洗研

敷地において観測された海洋プレート内地震が限られるため，太平洋プ

レート，フィリピン海プレートによる種別ではなく，海洋プレート内地震全体

としての補正係数を設定する。敷地周辺で発生した海洋プレート内地震

の応答スペクトル比には，短周期側で大きくなる傾向が見られるため，短

周期側で2.5倍の補正係数を考慮する。

：太平洋プレートで発生した海洋プレート内地震
：フィリピン海プレートで発生した海洋プレート内地震

122

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



139ﾟ

139ﾟ

140ﾟ

140ﾟ

141ﾟ

141ﾟ

142ﾟ

142ﾟ

36 36ﾟ

37ﾟ 37ﾟ

30 km

100 km

 

0 50 100 km

震源断層を予め特定しにくい地震
（地震調査研究推進本部）

霞ヶ浦付近の地震

茨城県龍ヶ崎付近の地震

大洗研

海溝寄りのプレート内地震
（地震調査研究推進本部）

対象震源位置

茨城県南部の地震
（中央防災会議(2013)）

茨城県南部の地震
（中央防災会議(2004)）

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

検討用地震の選定（１／２）

年月日 地 名（地震名）
地震規模

Ｍ
等価震源距離

（km）※1 プレート 補正係数※5

1895. 1.18 霞ヶ浦付近の地震 7.2 52 フィリピン海※4 考慮

1921.12. 8 茨城県龍ヶ崎付近の地震 7.0 63 フィリピン海 考慮

－ 茨城県南部の地震（中央防災会議(2004)） 7.3 52 フィリピン海 考慮

－ 茨城県南部の地震（中央防災会議(2013)） 7.3 57 フィリピン海 考慮

－ 震源断層を予め特定しにくい地震（陸域）（地震調査研究推進本部(2009)） 7.1 89※2 太平洋 考慮

－ 震源断層を予め特定しにくい地震（海域）（地震調査研究推進本部(2009)） 7.3 81※3 太平洋 考慮

－ 海溝寄りのプレート内地震（地震調査研究推進本部(2009)） 8.2 164 太平洋 －※6

■検討用地震の候補として抽出した震源について，諸元及び位置を示す。

※1 文献による位置情報やプレート境界の等深度線等を踏まえて算出
※2 敷地直下のプレート境界から30km下方に震源を想定して算出
※3 敷地からプレート境界最短となる線上でプレート境界から30km下方に震源を想定して算出
※4 首都直下地震防災減災特別プロジェクトによると太平洋プレート内地震の可能性が指摘されているが，

「信頼性は中程度で，今後のデータ追加により発生場所が変わる可能性を否定できない」とされている
ことから，敷地への影響の観点からフィリピン海プレートとして扱う。

※5 太平洋プレート及びフィリピン海プレートで発生した海洋プレート内地震
※6 補正係数の算出対象となる海溝寄りの地震が敷地においては観測されていないため補正は行わない。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

検討用地震の選定（２／２）

海洋プレート内地震の地震動の応答スペクトル【水平】（Noda et al.(2002)の手法に補正係数を考慮）

（擬似速度応答スペクトル） （加速度応答スペクトル）

⚫ 敷地周辺においては太平洋プレートよりもフィリピン海プレートの方が相対的に近いため，フィリピン海プレートの内部で発
生する地震の影響が大きい。

⚫ 過去の被害地震の一つである霞ヶ浦付近の地震と，今後の想定である中央防災会議による茨城県南部の地震について
はほぼ同位置に震源が想定されていることから，敷地において推定される地震動レベルも同程度である。

⚫ 以上のことから，敷地における海洋プレート内地震の検討用地震としては，フィリピン海プレート内地震である中央防災会
議による茨城県南部の地震で代表させる。

1895年霞ヶ浦付近の地震
1921年茨城県龍ケ崎付近の地震
茨城県南部の地震（中央防災会議(2004)）
茨城県南部の地震（中央防災会議(2013)）
震源断層を予め特定しにくい地震（陸域）（地震調査研究推進本部(2009)）
震源断層を予め特定しにくい地震（海域）（地震調査研究推進本部(2009)）
海溝寄りのプレート内地震（地震調査研究推進本部(2009)）

フィリピン海プレート

太平洋プレート
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

基本震源モデルの設定フロー

■茨城県南部の地震の断層パラメータの設定フローを下記に示す。

中央防災会議（2013）に基づき，与条件とした項目

巨視的パラメータ 微視的パラメータ（アスペリティ）

与条件から設定

地震モーメントM0

logM0=1.5Mw+9.1
1.12×1020N・m

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

2.55m

平均応力降下量Δσ
Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5 ）

10.3MPa

アスペリティの
すべり量Da

Da=2D
5.1m

アスペリティの
地震モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

3.52×1019N・m

アスペリティ
面積Sa

※

150km2

Mw=7.3

断層長さL
L=S/W
45km

断層面積S※

900km2

断層幅W
20km

※ 断層面積及びアスペリティ面積について，1855年安政江戸地震を再現するための初期モデル（Mw=7.07）を
岩田・浅野（2010）のスケーリング則に基づき算出しそれを与条件としている。

アスペリティの
応力降下量

Δσa=S/Sa・Δσ
62MPa
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

基本震源モデルの設定

■茨城県南部の地震の基本震源モデルについて，中央防災会議（2013）の「首都直下のM7クラスの地震及び相模トラフ沿いのM8クラ
スの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」で設定されている「プレート内地震の断層パラメータ（共通）」を
参考に設定する。

【震源モデルの位置，形状等】 【主要なパラメータ】

・地震規模

相模トラフ以北の領域において，プレート内で発生したと推
定される地震の中で最も規模の大きい地震は1895年霞ヶ浦付
近の地震のM7.2である。想定する地震の規模はこれを上回る
よう中央防災会議（2013）の設定も踏まえMw7.3とする
（Mw=Mj=7.3）。

・断層面の位置・形状

断層位置や傾斜角は，同報告書の「フィリピン海プレート内
の地震を想定する領域」や長谷川ほか（2013）を参考に，敷地
に近い位置となる霞ヶ浦付近において，断層上端深さ36km～
52kmと設定し，断層傾斜角は90度とする。

・アスペリティ位置

断層面の中央に設定し，海洋性マントルの最上部とする。

・ずれの種類

長谷川ほか（2013）や首都直下地震防災・減災特別プロジェ
クト等の知見を踏まえ，横ずれと設定する。

・地震モーメント M0

logM0=1.5Mw+9.1 より
1.12E+20N・m とする（Mw=7.3）。

・断層面積S

900km2 とする。（中央防災会議（2013））

・アスペリティ面積Sa

150km2 とする。 （中央防災会議（2013））

・アスペリティの応力降下量Δσa

Δσa=S/Sa・Δσ より 62MPa とする。
ここで，
Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5 ）より 10.3MPa
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北西 南東

GL-36km

GL-52km

GL-56km

2

1

GL-72km

52km

45km(=2.25km×20）

20km
(=2km×10）

13.5km(2.25km×6)

☆：破壊開始点

断層面基準点
●

36km

12km
(=2km×6）

フィリピン海プレート上面

太平洋プレート上面

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

基本震源モデルの設定結果

断層設定位置 震源モデル

アスペリティ

●
大洗研

アスペリティ

■茨城県南部の地震の基本震源モデルの設定位置，震源モデルを以下に示す。なお，中央防災会議（2013）で示されているモデルは
強震動生成域のみのモデルであるが，基本震源モデルの設定にあたっては，背景領域を考慮しモデル化を行った。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

基本震源モデルの断層パラメータ

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（度） 36.242 中央防災会議(2013)のフィリピン
海プレート内の地震を想定する
領域の北端E（度） 140.11

上端深さ h(km) 36～52 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.3 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.3 中央防災会議(2013)

地震モーメント M0(N･m） 1.12E+20
logM0=1.5Mw+9.1
Hanks and Kanamori(1979）

走向 θ(度) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン
海プレート内の地震を想定する
領域

傾斜角 δ(度) 90 中央防災会議(2013)

ずれの種類 － 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

すべり角 λ(度) 180 長谷川ほか(2013)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

断層面積 S(km2) 900 中央防災会議(2013)

長さ L(km) 45 L=S/W

幅 W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン
海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 2.55 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5
地震調査研究推進本部の海溝
型地震

項目 設定値 設定方法

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積 Sa(km2) 150 中央防災会議(2013)

すべり量 Da(m) 5.1 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 3.52E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル（参考） A(N･m/s2) 8.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

背
景
領
域

面積 Sb(km2) 750 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.23 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 7.7E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤（1994）

■断層パラメータ
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

不確かさとして考慮するパラメータの選定
■主要な断層パラメータについて敷地周辺の海洋プレート内地震に関する知見等を踏まえて認識論的不確かさと偶然的不

確かさに分類し，敷地での地震動に大きな影響を与えるパラメータを不確かさとして考慮する。

【認識論的不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式※などに基づき設定できるもの ⇒ それぞれ独立させて考慮する。

【偶然的不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式からは設定が困難なもの ⇒ 重畳させて考慮する。

不確かさ
の種類

パラメータ 基本ケースでの設定 不確かさ検討の要否

認識論的

不確かさ

地震規模 Mw7.3

・基本ケースの段階で，1855年安政江戸地震での震度を再現するモデルの地震規模Mw7.2に対し，さらに余
裕をみた設定となっている。また，相模トラフ以北のフィリピン海プレート内で発生した地震規模を上回る設
定となっている。

・しかしながら，南海トラフ付近のフィリピン海プレート内で発生した紀伊半島南東沖地震（M7.4）を踏まえた規
模を不確かさとして考慮する。

断層傾斜角 90度
断層傾斜角を敷地に向けたケースを不確かさとして考慮する。その際，基本震源モデルと同様に横ずれを設
定することに加え，非常に保守的な想定ではあるが，断層面から放出された地震波が時刻歴上で密に重なる
ように縦ずれについても検討を行う。

ずれの種類 右横ずれ

長谷川ほか（2013）によれば，茨城県南部から千葉県東方沖にかけてのフィリピン海プレート内では，テクトニ
クス的な背景から右横ずれ断層が発生すると示されている。実際に，1987年千葉県東方沖の地震の震源メカ
ニズムに関する各文献において，横ずれであることが示されていて確度が高いと考えられることから，不確か
さとして考慮しない。

応力降下量 62MPa

・基本ケースにおける応力降下量の設定は，1855年安政江戸地震での震度を再現するモデルの応力降下量
に対し，さらに余裕をみた設定となっている。

・しかしながら，応力降下量の設定は敷地での地震動に大きく影響を与えることを踏まえ，笹谷ほか（2006）に
よるスケーリング則に基づき応力降下量を算出したケースを不確かさとして考慮する。

アスペリティ
位置

海洋性マントルの
最上部に配置

・海洋性マントル内ではどこでも想定される可能性があることからアスペリティ位置は偶然的な不確かさとして
海洋性マントル内の上端に設定する。

・しかしながら，発生する可能性は低いものの海洋性地殻内にアスペリティが想定されることも考えられること
から，アスペリティを海洋性地殻を含む断層上端に設定したケースを認識論的な不確かさとして考慮する。

偶然的

不確かさ

断層設定

位置

フィリピン海プレート内地
震を想定する領域のうち
敷地に十分に近い位置

フィリピン海プレート内の地震を想定する領域（プレート厚さが20km以上）のうち敷地から十分近い位置となっ
ていることから，基本ケースの段階であらかじめ不確かさを考慮した設定となっている。

破壊開始点
アスペリティ下端に

複数設定
破壊開始点については，複数設定し，他の不確かさと重畳させる。

※ 当該断層に対する各種調査
（地質調査やインバージョン
解析等）や国内外の地震デー
タ等に基づき得られた各種経
験則（例えば短周期レベルと
地震モーメントの関係）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

不確かさの組み合わせ

■不確かさの検討の要否を踏まえ，基本震源モデルに対し，地震動評価の観点から影響が大きいと考えられるパラメータに対し不確かさを
考慮する。認識論的不確かさについては単独で考慮し，偶然的不確かさについては重畳させて考慮する。

基本震源モデルの設定の段階で
予め不確かさを考慮するパラメータ

不確かさを考慮して設定するパラメータ

※1 地震規模，アスペリティの応力降下量については，1855年安政江戸地震の最大震度を再現
する強震断層モデル（それぞれMw7.2，52MPa）に2割程度の大きな地震を想定し，それぞれ
Mw7.3， 62MPa としている。

※2 震源位置を敷地に十分近く設定することにより，予め不確かさを考慮した。
また，震源域付近のフィリピン海プレートの厚さを考慮し，断層上端をプレート上面に合わせ
て設定した。

※3 基本震源モデルと同様に横ずれを設定することに加え，断層面から放出された地震波が時
刻歴上で密に重なるように，縦ずれについても検討を行う。

評価ケース
認識論的不確かさ 偶然的不確かさ

地震規模 断層傾斜角 応力降下量 アスペリティ位置 震源位置※2 破壊開始点

基本震源モデル

中央防災会議（2013）で
想定されている
最大規模である

Mw7.3※1

中央防災会議
（2013）に基づき

90度に設定

中央防災会議
（2013）に基づき
62MPa※1に設定

海洋性マントルの
最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する

領域のうち
敷地から十分近い位置

アスペリティ
下端に複数設定

断層傾斜角の
不確かさ※3

中央防災会議（2013）で
想定されている
最大規模である

Mw7.3※1

敷地へ向く傾斜角
48度に設定

中央防災会議
（2013）に基づき
62MPa※1に設定

海洋性マントルの
最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する

領域のうち
敷地から十分近い位置

アスペリティ
下端に複数設定

アスペリティ位置の
不確かさ

中央防災会議（2013）で
想定されている
最大規模である

Mw7.3※1

中央防災会議
（2013）に基づき

90度に設定

中央防災会議
（2013）に基づき
62MPa※1に設定

断層上端に設定

フィリピン海プレート内の
地震を想定する

領域のうち
敷地から十分近い位置

アスペリティ
下端に複数設定

応力降下量の
不確かさ

（笹谷ほか（2006）に
基づく）

中央防災会議（2013）で
想定されている
最大規模である

Mw7.3※1

中央防災会議
（2013）に基づき

90度に設定
77.59MPaに設定

海洋性マントルの
最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する

領域のうち
敷地から十分近い位置

アスペリティ
下端に複数設定

地震規模の不確かさ
2004年紀伊半島南東沖

地震を参考にMw7.4

中央防災会議
（2013）に基づき

90度に設定

中央防災会議
（2013）に基づき
62MPa※1に設定

海洋性マントルの
最上部に配置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する

領域のうち
敷地から十分近い位置

アスペリティ
下端に複数設定
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北西 南東

GL-36km

GL-49km

GL-51km

2

1

GL-64km

49km

45km(=2.25km×20）

20km
(=2km×10）

13.5km(2.25km×6)

☆：破壊開始点

断層面基準点
●

36km

12km
(=2km×6）

フィリピン海プレート上面

傾斜角

48.2°

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

断層傾斜角の不確かさ
■断層傾斜角の設定について

断層設定位置（断層傾斜角の不確かさ）
震源モデル

●
大洗研

基本震源モデルで設定している断層傾斜角90度に対し，断層面を敷地
へ向く傾斜角（48度）に設定する。評価の際，横ずれに加えて，縦ずれを
想定することで，破壊開始点が断層の下端に設定されていることと合わ
せて，破壊の進行方向が敷地に向く配置となっている。

なお，断層傾斜角を変えることによりフィリピン海プレートの上面よりも浅
くなるため，断層形状を一部変更している。

アスペリティ

▼大洗研
48度

破壊開始点
破壊の進行方向

（黒：基本震源モデル）
（赤：不確かさケース）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

断層傾斜角の不確かさ

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（度） 36.242 中央防災会議(2013)のフィリピン
海プレート内の地震を想定する
領域の北端E（度） 140.11

上端深さ h(km) 36～49 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.3 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.3 中央防災会議(2013)

地震モーメント M0(N･m） 1.12E+20
logM0=1.5Mw+9.1
Hanks and Kanamori(1979）

走向 θ(度) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海
プレート内の地震を想定する領域

傾斜角 δ(度) 48 敷地へ向く傾斜角

ずれの種類
－ 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

－ 縦ずれ 破壊の進行方向が敷地に向かう設定

すべり角
λ(度) 180 長谷川ほか(2013)：右横ずれの場合

λ(度) 90 逆断層：縦ずれの場合

平均応力降下量 Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

断層面積 S(km2) 900 中央防災会議(2013)

長さ L(km) 45 L=S/W

幅 W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン
海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 2.55 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5
地震調査研究推進本部の海溝
型地震

■断層パラメータ

項目 設定値 設定方法

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積 Sa(km2) 150 中央防災会議(2013)

すべり量 Da(m) 5.1 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 3.52E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル（参考） A(N･m/s2) 8.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

背
景
領
域

面積 Sb(km2) 750 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.23 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 7.7E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤（1994）
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北西 南東

GL-36km

GL-52km

2 GL-56km

1

GL-72km

52km

45km(=2.25km×20）

20km
(=2km×10）

13.5km(2.25km×6)

☆：破壊開始点

断層面基準点
●

36km

12km
(=2km×6）

フィリピン海プレート上面

太平洋プレート上面

●
大洗研

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

アスペリティ位置の不確かさ

基本震源モデルの断層面はアスペリティ位置は断層の中央に設定しているが，アスペリティが海洋性地殻内に想定される可能性
は否定できないことから，アスペリティを断層上端に設定した場合を考慮する。

■震源モデルの設定について

基本震源モデル
アスペリティ位置の不確かさケース

⚫ アスペリティが海洋性地殻に想定される可能性は低いと考えられるものの，敷地での地震動へ影響の観点から，断層上端に設定

したケースを不確かさとして考慮する。

⚫ 等価震源距離は，基本震源モデルと比較し，2km程度近くなる。

評価ケース
等価震源距離

（アスペリティ考慮）
（km）

基本震源モデル 63.1

アスペリティ位置の
不確かさ

61.5

断層設定位置（アスペリティ位置の不確かさ） 震源モデル（アスペリティ位置の不確かさ）

等価震源距離の比較

アスペリティ

海洋性地殻
（7kmと仮定）

アスペリティ
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項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（度） 36.242 中央防災会議(2013)のフィリピン海
プレート内の地震を想定する領域
の北端E（度） 140.11

上端深さ h(km) 36～52 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.3 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.3 中央防災会議(2013)

地震モーメント M0(N･m） 1.12E+20
logM0=1.5Mw+9.1
Hanks and Kanamori(1979）

走向 θ(度) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海
プレート内の地震を想定する領域

傾斜角 δ(度) 90 中央防災会議(2013)

ずれの種類 － 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

すべり角 λ(度) 180 長谷川ほか(2013)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

断層面積 S(km2) 900 中央防災会議(2013)

長さ L(km) 45 L=S/W

幅 W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン海
プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 2.55 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5
地震調査研究推進本部の海溝型
地震

項目 設定値 設定方法

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積 Sa(km2) 150 中央防災会議(2013)

すべり量 Da(m) 5.1 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 3.52E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル（参考） A(N･m/s2) 8.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

背
景
領
域

面積 Sb(km2) 750 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.23 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 7.7E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤（1994）

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

アスペリティ位置の不確かさ
■断層パラメータ
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

応力降下量の不確かさ
■笹谷ほか（2006）について

笹谷ほか（2006）より抜粋

笹谷努・森川信之・前田宜浩（2006）：スラブ内地震の震源特性，北海道大学地球物理学研究報告，Geophysical Bulletin of Hokkaido 
University，Sapporo，Japan，No. 69，M arch 2006，pp . 123 -134 

中央防災会議（2004）以降，海洋プレート内地震の震源特性に関する知見として，笹谷ほか（2006）が報告されている。笹谷ほか
（2006）では，1993年から2003年までの国内で発生した11個の沈み込んだ海洋プレート内地震の震源特性について検討されている。

同論文では以下のスケーリング則が提案されている。
・短周期レベルAと地震モーメントM0の関係
・アスペリティ面積Saと地震モーメントM0の関係
・断層面積Sと地震モーメントM0の関係

短周期レベルにおいては，内陸地殻内地震に基づく
壇ほか（2001）による経験式に対し4倍となる。

135

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

応力降下量の不確かさ

■応力降下量の不確かさを考慮した震源モデルのパラメータについて，与条件を中央防災会議（2013）に基づき設定し，残りのパラメータ
については笹谷ほか（2006）に基づき設定する。断層パラメータの設定フローを下記に示す。

中央防災会議（2013）に基づき，与条件とした項目

巨視的パラメータ 微視的パラメータ（アスペリティ）

笹谷ほか（2006）に基づき，与条件から設定

地震モーメントM0

logM0=1.5Mw+9.1
1.12×1020N・m

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

3.58m

平均応力降下量Δσ
Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5 ）

15.37MPa

アスペリティの
すべり量Da

Da=2D
7.16m

アスペリティの地震モーメント
M0a

M0a= μ・Da ・Sa

4.45×1019N・m

アスペリティ
面積Sa：笹谷ほか（2006）

Sa =1.25×10-16×M0 （dyne・cm）2/3

135km2

Mw=7.3

断層幅W
20km

断層長さL
L=S/W
34.07km

断層面積S
S=（49π4β4M0

2）/（16A2Sa ）
681km2

アスペリティの
応力降下量Δσa

Δσa =A/{4πβ2 （ Sa/π）0.5 }
77.59MPa

短周期レベルA：笹谷ほか（2006）
A=9.84×1017×M0 （dyne・cm）1/3

1.02×1020N・m/s2
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

応力降下量の不確かさ

以上のパラメータについて次頁以降記述する。

■笹谷ほか（2006）に基づき主要なパラメータを設定する。震源モデルの位置等については，中央防災会議（2013）の「首都直下のM7クラ
スの地震及び相模トラフ沿いのM8クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」で設定されている「プレート
内地震の断層パラメータ（共通）」を参考に設定する。

【震源モデルの位置，形状等】

・地震モーメント M0

logM0=1.5Mw+9.1 より
1.12E+20N・m とする（Mw=7.3）。

・断層面積S

笹谷ほか（2006）に基づき，681km2 とする。

・アスペリティ面積Sa

笹谷ほか（2006）に基づき，135km2 とする。

・アスペリティの応力降下量Δσa

円形クラック式より，77.59MPa とする。

【主要なパラメータ】

・地震規模

相模トラフ以北の領域において，近年プレート内で発生し
たと推定される地震の中で最も規模の大きい地震は1895年
霞ヶ浦付近の地震のM7.2である。想定する地震の規模はこ
れを上回るよう中央防災会議（2013）の設定も踏まえMw7.3
とする（Mw=Mj=7.3）。

・断層面の位置・形状

断層面積については，笹谷ほか（2006）のスケーリング則
に基づき算出するため基本震源モデルよりも小さくなる。断
層位置は，同報告書の「フィリピン海プレート内の地震を想
定する領域」や長谷川ほか（2013）を参考に，敷地に近い位
置となる霞ヶ浦付近において，断層上端深さを38km～50km，
断層傾斜角を90度に設定する。

・アスペリティ位置

断層面の中央に設定し，海洋性マントルの最上部とする。

・ずれの種類

長谷川ほか（2013）や首都直下地震防災・減災特別プロ
ジェクト等の知見を踏まえ，横ずれと設定する。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

応力降下量の不確かさ
■断層面の位置・形状
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断層設定位置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する領域

（a）

（A）
（b）

（B）

大洗研●

断層設定位置

（a）（A）

断層設定位置（模式図）

（b）（B）

▼大洗研（投影）

▼大洗研

基本震源モデルの断層面
応力降下量の不確かさを考慮したモデルの断層面

基本震源モデルの断層面
応力降下量の不確かさを考慮したモデルの断層面

・断層設定位置は，基本震源モデルと同様に断層中心と敷地の投影位置が概ね一致するように配置することを基本とし，中央防災会議
（2013）による「フィリピン海プレート内の地震を想定する領域」に断層面を設定する。
・上記に従い，プレートの厚さが20kmの等厚線に沿って，傾斜角90度として設定する。

フィリピン海プレート内の地震を想定する領域の北端

フィリピン海プレートの厚さが
20kmの等厚線

震源モデルの位置は，断層中心と敷地の投影位置が概ね一致するように配置することを基本とし，「フィリピン海プレート内の地震を想

定する領域」において，フィリピン海プレート上面と対応させ設定する。
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北西 南東

GL-38km

GL-50km

2 GL-58km

1

GL-70km

50km

34.1km(=2.006km×17）

20km
(=2km×10）

14.041km(=2.006km×7)

☆：破壊開始点

断層面基準点
●

38km

10km
(=2km×5）

フィリピン海プレ ト上面

太平洋プレート上面

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

応力降下量の不確かさ

アスペリティ

●
大洗研

断層設定位置（応力降下量の不確かさを考慮） 震源モデル（応力降下量の不確かさを考慮）

アスペリティ

■基本震源モデルと同様に茨城県南部において震源を設定する。設定にあたっては，フィリピン海プレートの厚さ等を考慮し断層面を
配置する。基本震源モデルと同様に背景領域を考慮してモデル化する。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

応力降下量の不確かさ

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（度） 36.200 中央防災会議(2013)のフィリピン
海プレート内の地震を想定する
領域の北端E（度） 140.15

上端深さ h(km) 38～50 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.3 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.3 中央防災会議(2013)

地震モーメント M0(N･m） 1.12E+20
logM0=1.5Mw+9.1
Hanks and Kanamori(1979）

走向 θ(度) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海
プレート内の地震を想定する領域

傾斜角 δ(度) 90 中央防災会議(2013)

ずれの種類 － 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

すべり角 λ(度) 180 長谷川ほか(2013)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 15.37 Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5）

断層面積 S(km2) 681 S=（49π4β4M0
2）/（16A2Sa）

長さ L(km) 34.07 L=S/W

幅 W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン
海プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 3.58 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

短周期レベル A(N･m/s2) 1.02E+20
A=9.84×1017×M0

1/3[dyne-cm]
（笹谷ほか（2006）のM0-A関係）

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5
地震調査研究推進本部の海溝
型地震

項目 設定値 設定方法

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積 Sa(km2) 135
Sa=1.2510-16M0

2/3[dyne-cm]
（笹谷ほか（2006）のM0-Sa関係）

すべり量 Da(m) 7.16 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 4.45E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 77.59 Δσa=A/（4πβ2）/（Sa/π）0.5

背
景
領
域

面積 Sb(km2) 546 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.70 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 6.77E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 15.52 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤（1994）

■断層パラメータ
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紀伊半島南東沖の地震（本震，M7.4）

大洗研

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

地震規模の不確かさ
■基本震源モデルにおいて考慮すべき地震規模については前述のとおり中央防災会議（2013）に基づきM7.3としている。さらに，不確かさ

として考えられる地震規模について検討を行う。

2004年紀伊半島南東沖の地震の震央及び震源メカニズム

領域 地震 規模 検討内容

南海トラフ
以北

2004年紀伊
半島南東沖

の地震
M7.4

フィリピン海プレートの内部で近年発生した
地震であり，基本震源モデルと比較し，より
規模の大きい地震であることを踏まえ，そ
の地震規模を不確かさとして考慮する。

領域 地震 規模 検討内容

相模トラ
フ以北

1855年安政江戸の
地震

Mw7.2

（中央防災会議（2013））

当該地震による過去の震度の再現検討から求められた規模に対し，さらに余裕を考慮
し設定されている中央防災会議（2013）によるM7.3を，基本震源モデルの地震規模とし
ている。

1895年霞ヶ浦
付近の地震

M7.2

（日本被害地震総覧）

太平洋プレート内地震の可能性があるとも指摘されているが，敷地近くで発生した海洋
プレート内地震であることから，基本震源モデルの規模はこの地震の規模を上回る設
定としている。

1921年茨城県龍ヶ
崎付近の地震

M7.0

（日本被害地震総覧）

フィリピン海プレート内地震であることがほぼ確実であり，敷地近くで発生した地震であ
ることから，基本震源モデルの規模はこの地震の規模を上回る設定としている。

茨城県南部で過去に発生した海洋プレート内地震は，上記のように数地震確認できるものの，発生頻度の少ない海洋プレート内地震の規模の推

定は困難であるため，地震規模について基本ケースでのM7.3を超える設定を不確かさとして考慮することとする。

基本震源モデルで考慮する地震規模

不確かさとして考慮する地震規模
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

地震規模の不確かさ

■地震規模の不確かさを考慮した震源モデルのパラメータについて，地震規模をMw7.4としたうえで，残りのパラメータのうち平均応力
降下量及びアスペリティ面積比を基本震源モデルで算出した値を用い設定する。断層パラメータの設定フローを下記に示す。

与条件とした項目

巨視的パラメータ 微視的パラメータ（アスペリティ全体）

与条件から設定

地震モーメントM0

logM0=1.5Mw+9.1
1.58×1020N・m

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

3.08m

平均応力降下量
Δσ

10.3MPa ※

アスペリティの
すべり量Da

Da=2D
6.15m

アスペリティの
地震モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

5.28×1019N・m

アスペリティ
総面積Sa

187km2

Mw=7.4

断層長さL
L=S/W
56km

断層面積S
Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5 ）

1120km2

※ 基本震源モデルで算出した値をそれぞれ与条件としている。

アスペリティの
応力降下量

Δσa=S/Sa・Δσ
62MPa

アスペリティ面積比
Sa / S
0.167 ※

断層幅W
20km
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

地震規模の不確かさ

・地震規模

フィリピン海プレート内で発生したと推定される地震の中で最
も規模の大きい地震である紀伊半島南東沖の地震をもとに
Mw7.4とする（Mw=Mj=7.4）。

・断層面の位置・形状

断層位置や傾斜角は，同報告書の「フィリピン海プレート内
の地震を想定する領域」や長谷川ほか（2013）を参考に，敷地
に近い位置となる霞ヶ浦付近において，断層上端深さを34km
～53km，断層傾斜角を90度に設定する。

・アスペリティ位置

フィリピン海プレートの厚さが約20kmの位置で断層面を設定
するため，アスペリティを複数配置する。深さ方向については
プレートの中央付近に設定し，海洋性マントルの最上部とする。

・ずれの種類

長谷川ほか（2013）や首都直下地震防災・減災特別プロジェ
クト等の知見を踏まえ，横ずれと設定する。

■地震規模の不確かさを考慮したモデルについて，中央防災会議（2013）の「首都直下のM7クラスの地震及び相模トラフ沿いのM8クラ
スの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」で設定されている「プレート内地震の断層パラメータ（共通）」を
参考に設定する。

【震源モデルの位置，形状等】

・地震モーメント M0

logM0=1.5Mw+9.1 より
1.58E+20N・m とする（Mw=7.4）。

・断層面積S

Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5 ）より 1120km2 とする。
（ 基本震源モデルの Δσ= 10.3MPa を与条件とする。）

・アスペリティ面積Sa

基本震源モデルの Sa/S=0.167 より
167km2 とする。

・アスペリティの応力降下量Δσa

Δσa=S/Sa・Δσ より 62MPa とする。

【主要なパラメータ】
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断層設定位置

フィリピン海プレート内の
地震を想定する領域

（a）

（A）
（b）

（B）

大洗研●

断層設定位置

（a）（A）

断層設定位置（模式図）

（b）（B）

▼大洗研（投影）

▼大洗研

基本震源モデルの断層面
地震規模の不確かさを考慮したモデルの断層面

基本震源モデルの断層面
地震規模の不確かさを考慮したモデルの断層面

フィリピン海プレート内の地震を想定する領域の北端

フィリピン海プレートの厚さが
20kmの等厚線

震源モデルの位置は，断層中心と敷地の投影位置が概ね一致するように配置することを基本とし，「フィリピン海プレート内の地震を想

定する領域」内において，フィリピン海プレート上面と対応させ幅20kmの断層面を設定する。

■断層面の位置・形状

・断層設定位置は，基本震源モデルと同様に断層中心と敷地の投影位置が概ね一致するように配置することを基本とし，中央防災会議（2013）による
「フィリピン海プレート内の地震を想定する領域」に断層面を設定する。
・上記に従い，プレートの厚さが20kmの等厚線に沿って設定することとし，巨視的面の形状を踏まえアスペリティを2個配置し，傾斜角90度として設定す
る。

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

地震規模の不確かさ
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北西 南東

GL-33km

GL-53km 2 GL-53km

1

GL-74km

53km

56km(=2km×28）

20km
(=2km×10）

12.0km(2.0km×6)

☆：破壊開始点

断層面基準点
●

8.0km
(=2.0km×4）

アスペリティ1

フィリピン海プレート上面

太平洋プレート上面

断層面基準点
●

アスペリティ2

12.0km(2.0km×6) 34km

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

地震規模の不確かさ

■基本震源モデルと同様に茨城県南部において震源を設定する。設定にあたっては，フィリピン海プレートの厚さ等を考慮し断層面を
配置する。基本震源モデルと同様に背景領域を考慮してモデル化する。

震源モデル（地震規模の不確かさを考慮）

●

アスペリティ

アスペリティ

大洗研
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

地震規模の不確かさ

項目 設定値 設定方法

基準点
（断層北西端）

N（度） 36.277 中央防災会議(2013)のフィリピン海
プレート内の地震を想定する領域
の北端E（度） 140.07 

上端深さ h(km) 34～53 フィリピン海プレートの上面位置

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mj 7.4 Mj=Mw

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ MW 7.4 与条件

地震モーメント M0(N･m） 1.58E+20
logM0=1.5Mw+9.1
Hanks and Kanamori(1979）

走向 θ(度) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海
プレート内の地震を想定する領域

傾斜角 δ(度) 90 中央防災会議(2013)

ずれの種類 － 右横ずれ 長谷川ほか(2013)

すべり角 λ(度) 180 長谷川ほか(2013)

平均応力降下量 Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

断層面積 S(km2) 1120 与条件より算定

長さ L(km) 56 L=S/W

幅 W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン海
プレートの厚さ

密度 ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

せん断波速度 Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)

剛性率 μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

平均すべり量 D(m) 2.55 D=M0/(μS)

破壊伝播速度 Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

高周波遮断係数 fmax(Hz) 13.5
地震調査研究推進本部の海溝型
地震

項目 設定値 設定方法

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

面積 Sa(km2) 187

すべり量 Da(m) 6.15 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 5.28E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル（参考） A(N･m/s2) 9.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

各
ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積 Sa(km2) 93

すべり量 Da(m) 6.15 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 2.64E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62 中央防災会議(2013)

短周期レベル（参考） A(N･m/s2) 6.79E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

背
景
領
域

面積 Sb(km2) 933 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.46 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 1.06E+20 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q値 Q 110f 0.69 佐藤（1994）

■断層パラメータ
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

地震動評価手法

■応答スペクトルに基づく手法による地震動評価

Noda et al.(2002)の手法による評価を実施する。評価にあたり，地震観測記録から算出した補正係数を考慮する。

■断層モデルを用いた手法による地震動評価

適切な要素地震となる地震が敷地において得られていないことから統計的グリーン関数法により評価する。波形合成
はDan et al.(1989)の手法に基づき実施する。
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茨城県南部の地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は，Noda et al.(2002）の手法に補正係数を考慮し算定した。

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

応答スペクトル手法による評価結果：全ケース

水平成分 鉛直成分

基本震源モデル（M7.3, Xeq=63.1km）
断層傾斜角の不確かさを考慮したケース（M7.3，Xeq=66.7km）
アスペリティ位置の不確かさを考慮したケース（M7.3，Xeq=61.5km）
応力降下量の不確かさを考慮したケース（M7.3，Xeq=62.4km）
地震規模の不確かさを考慮したケース（M7.4，Xeq=63.2km）
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標高 上面 層厚 密度
水平方向 鉛直方向

S波速度 減衰定数 P波速度 減衰定数

T.P. G.L. t ρ Vs Qs Vs Qp

(km) (km) (km) (g／cm3) (km／s) (km／s)

0.038 0.000 0.173 - - - - -

-0.135 -0.173 0.100 1.98 1.010

100

2.170

100-0.235 -0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

-0.585 -0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

-1.255 -1.293 2.708 2.68 3.052

110×f0.69

5.750

110×f0.69
-3.963 -4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

-15.863 -15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

-30.463 -30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

断層モデル手法による評価：地盤構造モデル

■断層モデルを用いた手法による地震動評価

・地震動評価は統計的グリーン関数法で行う。
・統計的グリーン関数法による地震動評価で用いる要素地震のスペクトル特性はBoore（1983），経時特性は佐藤（
2004）を用いて，地震基盤における地震波を作成する。地震基盤における地震波を一次元波動論に基づき解放基
盤波を作成する。

・上記に基づき，Dan et al.(1989)の手法により波形合成を行った。

・地震動評価に用いる地盤構造モデルは，大洗研究所における深部地盤構造モデル※とする。

地震基盤

解放基盤

※ 第61回及び第101回審査会合「大洗研究開発センター（ＨＴＴＲ） 地下構造の評価について」においてご説明
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茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価は，統計的グリーン関数法により実施した。

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.2 海洋プレート内地震

断層モデル手法による評価結果：全ケース

NS成分 EW成分 UD成分

基本震源モデル
断層傾斜角の不確かさを考慮したケース（横ずれ）
断層傾斜角の不確かさを考慮したケース（縦ずれ）
アスペリティ位置の不確かさを考慮したケース
応力降下量の不確かさを考慮したケース
地震規模の不確かさを考慮したケース

実線：破壊開始点１
破線：破壊開始点２
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151

1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震

地震発生層の知見に基づく断層上端深さ，下端深さの設定

検討項目 上端深さ（km） 下端深さ（km）

■福島県と茨城県の県境付近以外の断層については下記①～④（広域の検討）に基づき設定

①微小地震分布による検討
広域のD10%，D90%(気象庁カタログ) 5.2 12.3

「原子力安全基盤機構（2004）」（福島・茨城）によるD10%，D90% 6.1 18.1

②速度構造による検討 三浦ほか（2000） 約6～9 約15

③コンラッド面
Zhao et al.(1992) － （約16）

Katsumata(2010) （約18～20）

④キュリー点深度 Tanaka and Ishikawa (2005) － （約17～23）

断層上端及び下端の設定値 5 18

■福島県と茨城県の県境付近の断層（2011年福島県浜通りの地震の知見反映）

⑤2011年福島県浜通りの地震に関する知見

微小地震分布
青柳・上田（2012）の稠密地震観測データによるD10%，D90% 3.0 7.9

Kato et al.(2013) の震源再決定データ（福島県～茨城県） 約3 約15

速度構造 青柳・上田（2012）によるトモグラフィ解析 3 －

震源インバージョン解析

芝・野口（2012） － （約16）

引間（2012） － （約14）

Tanaka et al.(2014) － （約13）

断層上端及び下端の設定値 3
18

(深さ15kmと考えられるが地震
動評価上は深さ18kmとする。)

■2011年福島県浜通りの地震の知見は，当該領域の地域性が現れていると考えられる。従って断層上端深さ，下端深さの設定は，このような地震発生層の地域性を考
慮して設定する。

※ ( )は参考とする値

⚫ 大洗研究所の敷地周辺を含む広域の地震発生層に関する知見に基づき，断層上端深さを5km，下端深さを18kmと設定する。

⚫ 2011年福島県浜通りの地震の地震発生層に関する知見に基づき，福島県と茨城県の県境付近の断層については断層上端深さを3km，下端深さを

18kmと設定する。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震

検討用地震の選定：選定フロー

敷地においては，『Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震』及び『F3断層～F4断層による地震』が影響の大きい評価
結果となっていることから，これらを検討用地震として選定する。

過去の被害地震や敷地周辺の活断層による地震について整理した。

福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震の補正係数を当該場所で想定する地震に考慮した。

関谷断層による地震

深谷断層帯・綾瀬川断層による地震※

関口－米平リニアメントによる地震
竪破山リニアメントによる地震
宮田町リニアメントによる地震

吾国山断層による地震
Ｆ８断層による地震

Ｆ１１断層による地震
Ｆ１６断層による地震
Ａ－１背斜による地震

棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活断層による地震
Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震※

Ｆ３断層～Ｆ４断層による地震

評価手法

検討用地震の選定結果

検討用地震の候補

補正係数の算出

検討用地震の候補について，Noda et al.(2002)の手法による評価を実施した。 当該手法を用いるにあたり，検討用地震の候補につ
いて適用性の確認を行った。

818年関東諸国の地震※

・規模は松田式で評価
・等価震源距離は，前頁で設定した断層上端，下端深さを考慮した断層面に基づき設定

敷地周辺の活断層による地震 過去の被害地震
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棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活断層

竪破山リニアメント

宮田町リニアメント

吾国山断層

F3断層～F4断層

関口－米平リニアメント

F11断層

F8断層 F16断層

深谷断層帯・綾瀬川断層

関東諸国の地震 関谷断層
F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層

A-1背斜

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震

Noda et al.(2002)の適用性について

検討用地震のマグニチュードと等価震源距離の関係
（原子力安全委員会 意見交換会資料（東京電力）（平成21年5月22日）に加筆）

■：回帰式の作成に用いた観測記録
■：適用性検討に用いた他地点観測記録（海外の地震）
■：適用性検討に用いた他地点観測記録（国内観測記録）
▲：検討用地震の候補

地震名
地震
規模
Ｍ

等価震源
距離（km）※２

被害
地震 818年関東諸国の地震 7.5 101

活
断
層
に
よ
る
地
震

関谷断層 7.5 103

深谷断層帯・綾瀬川断層 8.2 115

関口－米平リニアメント 6.8※１ 49

竪破山リニアメント 6.8※１ 45

宮田町リニアメント 6.8※１ 42

吾国山断層 6.8※１ 35

Ｆ８断層 7.2 36

Ｆ１１断層 6.8※１ 60

Ｆ１６断層 7.2 39

Ａ－１背斜 7.0 31

棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近
の推定活断層

7.5 55

Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平
地震断層

7.8 56

Ｆ３断層～Ｆ４断層 6.9 12

■検討用地震の候補について，Noda et al.(2002) を用い評価を行う。

■評価に際しては，適用範囲の確認を行う。

検討用地震の候補については，Noda et al.(2002)の適用範囲内であ

ることを確認した。

※１ 長さの短い断層については，地震規模をM6.8として評価

※２ 活断層による地震の断層傾斜角は60度として評価
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震

内陸地殻内地震の地震動評価に用いる補正係数
■福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震

2.5

鉛直

水平

2.5

敷地で観測された主な地震の震央分布
（補正係数評価に用いた地震を着色）

・福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震の応答スペクト

ル比には，短周期側及び長周期側で大きくなる傾向が見られる。

・したがって，この領域で発生する地震についてはNoda et al.(2002)による

内陸地殻内地震に対する補正係数は用いず，上記応答スペクトル比に

基づき全周期帯で2.5倍の補正係数を考慮する。

Noda et al.(2002)との残差評価結果（各地震）
Noda et al.(2002)との残差評価結果（平均）
Noda et al.(2002)との残差評価結果（±1σ）
地震動評価に用いる補正係数
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震

検討用地震の選定

内陸地殻内地震の地震動の応答スペクトル
（Noda et al.(2002）の手法に補正係数を考慮）

地震名
長さ
（km）

地震
規模
Ｍ

断層
上端深さ

(km)

等価
震源距離
（km）※2

補正
係数

被害
地震 ① 818年関東諸国の地震 － 7.5 － 101

活
断
層
に
よ
る
地
震

② 関谷断層 40 7.5 5 103

③ 深谷断層帯・綾瀬川断層 103 8.2 5 115

④ 関口－米平リニアメント 6 6.8※１ 3 49 考慮

⑤ 竪破山リニアメント 4 6.8※１ 3 45 考慮

⑥ 宮田町リニアメント 1 6.8※１ 3 42 考慮

⑦ 吾国山断層 6 6.8※１ 5 35

⑧ Ｆ８断層 26 7.2 5 36

⑨ Ｆ１１断層 5 6.8※１ 3 60 考慮

⑩ Ｆ１６断層 26 7.2 5 39

⑪ Ａ－１背斜 19 7.0 5 31

⑫
棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推
定活断層

42 7.5 3 55 考慮

⑬
Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震
断層

58 7.8 3 56 考慮

⑭ Ｆ３断層～Ｆ４断層 17 6.9 5 12

対象とする震源

『F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断
層による地震』及び『F3断層～F4断層による
地震』を検討用地震として選定した。

大洗研
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※1 長さの短い断層については，地震規模をM6.8として評価
※2 活断層による地震の断層傾斜角は60度として評価

① 818年関東諸国の地震
② 関谷断層
③ 深谷断層帯・綾瀬川断層
④ 関口－米平リニアメント
⑤ 竪破山リニアメント
⑥ 宮田町リニアメント
⑦ 吾国山断層
⑧ F8断層
⑨ F11断層
⑩ F16断層
⑪ A-1背斜
⑫ 棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活断層
⑬ F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層
⑭ F3断層～F4断層
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【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

基本震源モデルの設定フロー
■基本震源モデルについて，強震動予測レシピに基づいてパラメータ設定を行う。

断層面積S
S=L※ ・ W

967.9km2

地震モーメントM0

入倉・三宅（2001）
M0=(S/(4.24×10-11))2 ・10-7

5.21×1019N・m

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

1.54m

平均応力降下量Δσ
Fujii and Matsu’ura(2000)

Δσ=3.1MPa

アスペリティの
すべり量Da

Da=2D

アスペリティの
地震モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

アスペリティの
応力降下量
Δσa=S/Sa・Δσ

14.09MPa

与条件とした項目

巨視的パラメータ アスペリティ全体のパラメータ

強震動予測レシピを用いて設定

アスペリティ面積比
Somerville et al.(1999)

0.22断層長さL
58km

断層幅W
17.3km

アスペリティ総面積Sa

Sa=0.22・S
212.9km2

断層上端深さ 3km
断層下端深さ18km
断層傾斜角60度

※ 断層形状を台形でモデル化しているため，断層面積を計算する際の断層長さは，
上辺と下辺の平均値である56.0kmとする。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

基本震源モデルの設定（概要）
■地質調査結果や2011年福島県浜通りの地震から得られる知見を参考に基本震源モデル

を設定する。

【 断層形状，断層タイプ 】

・断層長さについては，新規制基準適合性審査第133回会合に基づき，Ｆ１断層から塩ノ平地震断層までの
同時活動を考慮した約58kmとする。

・地震動評価におけるセグメント区分については，断層の分布状況から震源を南部と北部に区分する。その
際，リニアメントが判読されない区間はＦ１断層側に含め，これらを合わせて一つの区間とすることで敷地
に近い南部区間の地震モーメントを大きくし，安全側の設定とする。

・ 地震のタイプについては，2011年福島県浜通りの地震が正断層であることや福島県から茨城県にかけて
の領域は正断層応力場とする知見（例えば青柳・上田（2012）），さらにF1断層における音波探査結果から
正断層センスのずれが認められることを踏まえ正断層とする。

・断層傾斜角については，Ｆ１断層における音波探査結果や2011年福島県浜通りの地震の震源インバー
ジョンモデルでの傾斜角（57～73度）を参考に西傾斜60度とする。

・断層幅については，断層上端深さを3km，下端深さを18kmとして断層傾斜角60度を考慮した17.3kmとする。

【 アスペリティ位置 】

・アスペリティの位置については，地質調査結果に基づき，南部区間のうち調査でわかっているF1断層に1
つ，北部では北方陸域の断層～塩ノ平地震断層に1つ，それぞれ敷地に近くなるように配置する。

・断層長さ方向の配置については，Manighetti et al.(2005)等の知見を踏まえるとアスペリティのように大き
なすべりが生じる領域とすべりがない領域が隣接することは考えにくいことから，断層端部との間に1マス
分背景領域を設定する。断層幅方向の配置については，すべりに追随する表層（地表から断層上端まで
の強震動を出さない層）が存在するので安全側に断層上端にアスペリティを配置する。

・なお，リニアメントが判読されない区間をＦ１断層側に含め，これらを合わせて一つの区間とすることで，敷
地に近い南部に配置するアスペリティの地震モーメントを大きくし，安全側の設定とする。

【 破壊開始点位置 】

破壊開始点については，強震動予測レシピ，糸井ほか（2009），平田・佐藤（2007）を踏ま
え，アスペリティ下端や断層下端のうち敷地への影響の大きい位置に複数設定する。

【 破壊伝播速度Vr 】

破壊伝播速度については，強震動予測レシピで用いられているGeller(1976)より，
Vr=0.72Vsとする。 ただし，2011年福島県浜通りの地震における破壊伝播速度の各知見と
比較の上，妥当性を確認する。

基本震源モデル

N S

GL-3km

GL-18km

17.3km
(=2.471km×7）

上端深さ3km

7.41km
(=2.471km×3）

傾斜角60度

断層面基準点

12.111km(=2.422km×5)

9.886km
(=2.471km×4）

21.8km(=2.422km×9）

15.386km(=2.564km×6)

35.9km(=2.564km×14）

20.1km 34.1km

断層面基準点

大洗研

破壊開始点

アスペリティ

北部

南部

リニアメントが
判読されない

区間
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

基本震源モデルの設定（概要）

下記4個の断層パラメータを与条件として与え，アスペリティ
の応力降下量Δσa については，Madariaga(1979)の関係式を
用いて算定する。

・断層面積 S(km2)

断層長さと断層幅より算出

・地震モーメント M0(N・m)

入倉・三宅(2001)よりM0=｛S/（4.24×10-11）｝2.0/107

・平均応力降下量Δσ (MPa) ，アスペリティ面積比Sa/S

Boatwright(1988)，壇ほか(2001)からアスペリティ面積を算出
すると30%を超えるため，与条件として平均応力降下量をFujii
and Matsu’ura(2000)より3.1MPa，アスペリティ面積比を
Somerville et al.(1999)より0.22と設定する。

■主要なパラメータの設定

Madariaga(1979)の関係式

Δσa = (S / Sa) ･Δσ

ここで，

Sa ：アスペリティ総面積 (km2)

Δσa ：アスペリティの応力降下量(MPa)

Δσ ：平均応力降下量(MPa)

佐藤・堤（2012）では，正断層の地震である2011年福島県浜通りの地震
の短周期レベルは，内陸地殻内地震の平均的な値であると推定されて
いる。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

断層パラメータ
■断層パラメータ（基本震源モデル）

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.7
54.2

21.8
20.1

35.9
34.1

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（度） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 967.9 362.4 605.5 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 5.21E+19 1.65E+19 3.56E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震本部に
よる「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller,1976による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.89E+19 1.16E+19 1.49E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

不確かさとして考慮するパラメータの選定

種類 パラメータ 基本震源モデルの設定 不確かさ検討の要否

認識論的

不確かさ

断層上端，下端
深さ

上端3km

断層上端深さは，2011年福島県浜通りの地震の震源域における微小地震分布等の知見を考
慮し3kmと設定している。これらの知見は臨時観測データを使ったDDトモグラフィ解析により再
決定された震源分布であり精度が高いと考えられる。よって不確かさは考慮しない。

下端18km

断層下端深さは，広域の微小地震分布を考慮し18kmと設定している。2011年福島県浜通り

の地震の震源域（震源モデルの北部に対応）ではそれよりも浅いと想定されるが保守的に
18kmとする。よって不確かさは考慮しない。

断層傾斜角 60度（西傾斜）

・F1断層の海上音波探査結果や，2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析で
設定している断層傾斜角を踏まえ西傾斜60度としている。

・しかしながら海上音波探査結果は浅部にとどまることや，震源再決定した余震分布形状は
必ずしも明瞭なトレンドを示していないことを考慮して，断層全長にわたり45度に傾斜させた
ケースを不確かさとして考慮する。

アスペリティ位置 敷地に近い位置に配置

【断層幅方向の配置】
安全側に断層上端に配置しているため不確かさは考慮しない。

【断層長さ方向の配置】
地質調査結果により，南部ではF1断層に一つ，北部では北方陸域の断層～塩ノ平地震断
層に一つ，それぞれ敷地に近くなるように配置し，その際，Manighetti et al.(2005)等の知見
に基づき，断層端部とアスペリティの間に1マス分の背景領域を設けている。しかしながら，
Manighetti et al.(2005)で示されたすべり分布の断層端部におけるばらつきを考慮し，断層
長さ方向の配置については1マス空けずに断層端部にアスペリティを配置したケースを不確
かさとして考慮する。

短周期レベル
強震動予測レシピの

平均

・佐藤・堤（2012）では，正断層である2011年福島県浜通りの地震の短周期レベルは，壇ほか

（2001）による内陸地殻内地震の平均的な値であるとしている。

・しかしながら新潟県中越沖地震の知見を踏まえ，基本震源モデルの短周期レベルの1.5倍を
不確かさとして考慮する。

破壊伝播速度
Geller（1976）による

S波速度の0.72倍
2011年福島県浜通りの地震の震源インバージョン解析で設定されている破壊伝播速度を踏
まえても概ね基本震源モデルと同等となっているため，不確かさは考慮しない。

偶然的

不確かさ
破壊開始点 複数設定 各不確かさと重畳させる。

■主要な断層パラメータについて，認識論的不確かさと偶然的不確かさに分類し，敷地での地震動に大きな影響を与えるパラメータを
不確かさとして考慮する。

【認識論的不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式など※に基づき設定できるもの ⇒ それぞれ独立させて考慮する。
【偶然的不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式からは設定が困難なもの ⇒ 重畳させて考慮する。

※ 当該断層に対する各種調査（地質調査やインバージョン解析
等）や国内外の地震データ等に基づき得られた各種経験則
（例えば短周期レベルと地震モーメントの関係）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

不確かさの組み合わせ

■不確かさの考慮

F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震に関する各パラメータについて，地震動への影響の程度を検討し，敷地に
大きな影響を与えると考えられるパラメータに対して不確かさを考慮する。

評価ケース

認識論的不確かさ 偶然的不確かさ

断層上端
深さ※1

断層下端
深さ※2

断層

傾斜角
短周期レベル アスペリティ位置 破壊開始点

基本震源モデル 3km 18km
60度

（西傾斜）

強震動予測レシピの
平均

敷地に近い位置に配置 複数設定

短周期レベルの
不確かさ

3km 18km
60度

（西傾斜）

強震動予測レシピの
1.5倍

敷地に近い位置に配置 複数設定

断層傾斜角の
不確かさ

3km 18km
45度

（西傾斜）
強震動予測レシピの

平均
敷地に近い位置に配置 複数設定

アスペリティ位置の
不確かさ

3km 18km
60度

（西傾斜）

強震動予測レシピの
平均

断層端部に配置 複数設定

※1 2011年福島県浜通りの地震の震源域以外では断層上端深さは3kmよりも深いことが推定されるが，震源モデルの全域にわたり保守的に3kmに設定した。
※2 2011年福島県浜通りの地震の震源域では断層下端深さは浅いことが推定されるが，震源モデルの全域にわたり保守的に18kmに設定した。

不確かさを考慮して設定するパラメータ

基本震源モデルの段階で予め不確かさを考慮して
設定するパラメータ
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

短周期レベルの不確かさ
■断層パラメータ（短周期レベルの不確かさを考慮したモデル）

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.7
54.2

21.8
20.1

35.9
34.1

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（度） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 967.9 362.4 605.5 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 5.21E+19 1.65E+19 3.56E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震本部に
よる「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller,1976による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 21.14 21.14 21.14 Δσa =Δσ×S/Sa×1.5

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.83E+19 1.73E+19 2.24E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 4.23 4.23 4.23 Δσb=0.2Δσa
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

断層傾斜角の不確かさ

■断層形状，断層タイプ

・基本震源モデルの断層傾斜角について，Ｆ１断層の海上音波探査結
果では高角とされているが，縦ずれ断層であることを考慮し西傾斜60
度としている。

・しかしながら，海上音波探査結果はその範囲が浅部にとどまることや
震源再決定した青柳・上田(2012)，Kato et al.(2013)における2011年
福島県浜通りの地震の余震分布形状が，必ずしも明瞭なトレンドを示
していないことを踏まえ，不確かさとして断層全域にわたり傾斜角45
度を考慮する。

・断層幅は，地震発生層上端深さ3km，下端深さ18kmについて断層傾
斜角を考慮して飽和した値として21.2kmとする。

・基本震源モデルと同様に正断層とする。

地表

深さ18km

深さ3km

地震発生層
厚さ15km

断層幅
21.2km

傾斜角45度

断面図（模式図）

N S

GL-3km

GL-18km

21.2km
(=2.65km×8）

上端深さ3km

7.95km
(=2.65km×3）

傾斜角45度

断層面基準点

11 944km(=2.389km×5)

10.6km
(=2.65km×4）

21.5km(=2.389km×9）

15.257km(=2.543km×6)

35.6km(=2.543km×14）

18.5km 32.6km

断層面基準点

断層傾斜角の不確かさを考慮した震源モデル

破壊開始点１

破壊開始点２

破壊開始点２ 破壊開始点１

破壊開始点

アスペリティ

破壊開始点３

破壊開始点３

大洗研
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

断層傾斜角の不確かさ
■断層パラメータ（断層傾斜角の不確かさを考慮したモデル）

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.1
51.1

21.5
18.5

35.6
32.6

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（度） 45（西傾斜） 45（西傾斜） 45（西傾斜） 活断層調査結果の不確かさなどを踏まえ設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 21.2 21.2 21.2 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 1146.9 424.0 722.9 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.32E+19 2.27E+19 5.05E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震本部に
よる「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 182.3 152.9 199.6 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller,1976による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.22E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 252.3 93.3 159.0 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 364.6 305.7 399.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 3.22E+19 9.98E+18 2.22E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 2.06E+19 1.25E+19 1.63E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 894.6 330.7 563.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 130.9 109.7 143.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.10E+19 1.27E+19 2.83E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

アスペリティ位置の不確かさ

■アスペリティの配置について

・基本震源モデルのアスペリティ位置については，敷地に近くなるよう配置
することを基本とするが，Hemphill-Haley, M.A. and R. J. Weldon II (1999)
の地表変位分布やManighetti et al.(2005)の震源におけるすべり分布に関
する知見等を参考に，断層端部とアスペリティの間に1マス分の背景領域
を設ける。

・しかしながら，Manighetti et al.(2005)で示されたすべり分布の断層端部に
おけるばらつきを考慮し，1マス空けずに断層端部にアスペリティを配置し
たケースを不確かさとして考慮する。

・その際，北部のアスペリティ位置についても，基本震源モデルから１マス
近づけることとする。

アスペリティ位置の不確かさを考慮した震源モデル

破壊開始点

アスペリティ

北部アスペリティ

南部アスペリティ

破壊開始点３

破壊開始点１

破壊開始点２

アスペリティ アスペリティ

破壊開始点２
破壊開始点１

破壊開始点３

大洗研
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

アスペリティ位置の不確かさ
■断層パラメータ（アスペリティ位置の不確かさを考慮したモデル）

項目
設定値

設定方法
全体 北部 南部

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

57.7
54.2

21.8
20.1

35.9
34.1

活断層調査結果による位置を基に設定

断層傾斜角（度） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

3

18

3

18

3

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 967.9 362.4 605.5 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 同心円状 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 5.21E+19 1.65E+19 3.56E+19
M0={S/(4.24×10-11)}2/107

全体の地震モーメントを断層面積の1.5乗比で分配

剛性率(N/m2) 3.50E+10 3.50E+10 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震本部に
よる「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller,1976による）

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.89E+19 1.16E+19 1.49E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

地震動評価手法

■応答スペクトルに基づく手法による地震動評価

・ 解放基盤表面における地震動として評価できること，震源の広がりを考慮できること，敷地における地震観測記
録等を用いて諸特性が考慮できること，さらに水平方向及び鉛直方向の地震動を評価できることから，Noda et 
al.(2002)を採用する。

・ 地震動評価に際しては，福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震による補正係数を考慮する。
なお， Noda et al.(2002)による内陸地殻内地震に対する補正は行わない。

・ 地震規模は松田式によりM7.8とする。

■断層モデルを用いた手法による地震動評価

震源近傍で発生した適切な要素地震の観測記録が敷地で得られているため，経験的グリーン関数法により評価
する。波形合成はDan et al.(1989)の手法に基づき実施する。

評価ケース
地震規模

Ｍ
等価震源距離

（km）
補正係数

基本震源モデル 7.8 50.5 考慮

短周期レベルの不確かさ 7.8 50.5 考慮

断層傾斜角の不確かさ 7.8 49.6 考慮

アスペリティ位置の不確かさ 7.8 48.7 考慮

応答スペクトルに基づく手法による評価ケース
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

応答スペクトル手法による評価結果：全ケース

水平成分 鉛直成分

F１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は，Noda et 

al.(2002）の手法に補正係数を考慮し算定した。

基本震源モデル及び短周期レベルの不確かさを考慮（M7.8, Xeq=50.5km）
断層傾斜角の不確かさを考慮（M7.8, Xeq=49.6km）
アスペリティ位置の不確かさを考慮（M7.8，Xeq=48.7km）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

断層モデル手法による評価：要素地震の選定

大洗研

発生日 2011年4月14日

地震規模※1 M5.1
震源深さ※1 8.8km

地震ﾓｰﾒﾝﾄ※2 2.41E+16(N･m)

要素地震のメカニズム解（下半球）
※１ 気象庁による ※２ F-netによる

要素地震の解放基盤波

NS成分 EW成分 UD成分

応答スペクトル

加速度時刻歴波形

速度時刻歴波形

変位時刻歴波形

■要素地震の選定結果
設定した断層モデル近辺で発
生した同じ断層タイプ（正断層）
の地震で，規模がM5程度であ
る2011年4月14日の地震
（M5.1）を選定する。

時刻歴データの範囲は0秒から60秒まで

アスペリティ
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層】

断層モデル手法による評価結果：全ケース

172
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■基本震源モデル及び各不確かさケースの応答スペクトル

実線：破壊開始点１
点線：破壊開始点２
破線：破壊開始点３

基本震源モデル
短周期レベルの不確かさ
断層傾斜角の不確かさ
アスペリティ位置の不確かさ
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【F3断層～F4断層】
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

基本震源モデルの設定フロー
■基本震源モデルについて，前ページの方針を踏まえ，強震動予測レシピに基づいてパラメータ設定を行う。

断層面積S
S=4.24×10-11×(M0×107)0.5

367.3m2

地震モーメントM0

7.50×1018N・m※1

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

0.58m

アスペリティの
すべり量Da

Da=2D

アスペリティの
地震モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

アスペリティの
応力降下量Δσa

Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

13.4MPa

与条件とした項目

巨視的パラメータ アスペリティ全体のパラメータ

強震動予測レシピを用いて設定

断層長さL
L=S/W

24.5km※2

断層幅W
15.0km

アスペリティ総面積Sa

Sa=π･ra
2

ra=(7πM0β2)/(4AR)
71.4km2

断層上端深さ 5km
断層下端深さ18km
断層傾斜角60度

短周期レベルA
壇ほか（2001）

A=2.46×1010×(M0×107)(1/3)

1.04×1019N・m/s2

平均応力降下量Δσ
Δσ=(7/16)M0/R3

2.6MPa

※1 保守的な地震の想定となるM0=7.5×1018Nmを与条件として設定
※2 断層形状が台形のため，断層上端長さ及び断層下端長さの平均
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

基本震源モデルの設定（概要）

基本震源モデル

【 断層形状，断層タイプ 】

・内陸地殻内地震のスケーリング則を踏まえ，地震モーメントM0が7.5×1018Nmとなる震
源モデルを構築する。与条件として設定した地震モーメントから入倉・三宅(2001)による
断層面積と地震モーメントの関係式を踏まえると，必要な断層面積は367.3km2となる。

・断層傾斜角について，Ｆ3断層及びF4断層の海上音波探査調査結果を参考に西傾斜
60度とする。

・断層上端深さを5km，下端深さを18kmとする。

・断層幅については，断層傾斜角60度とし地震発生層を飽和した値として15kmとする。

・地表面トレースより断層面を想定すると，その面積は340.5km2となり，必要な断層面積
を満足しない。そこで，必要な断層面積を確保するように，南北に断層面を追加する。

・地震のタイプについて，海上音波探査結果からは正断層センスのずれが認められる一
方，震源周辺は従前，圧縮応力場であり，2011年東北地方太平洋沖地震の本震前後
においても地震発生状況に変化がないことを踏まえ，逆断層とする。

【 アスペリティ位置 】

アスペリティ位置については，海上音波探査調査結果から活断層として評価される区
間のうち，評価区間が長く，その変位量が大きいF3断層部に配置することを基本とし，
保守的にF3断層部の敷地に近い位置に設定する。

【 破壊開始点位置 】

アスペリティ下端や断層下端のうち，敷地への影響の大きい位置に複数設定する。

【 破壊伝播速度Vr 】

強震動予測レシピで用いられているGeller(1976)よりVr=0.72Vsとする。

■地質調査結果を参考に基本震源モデルを設定する。

大洗研

N S

GL-5km

GL-18km

上端深さ5km

傾斜角60度

断層面基準点

5.10km(=1.700km×3)

北部 南部

断層面基準点

9.438km(=1.573km×6)

14.27km

北端点 屈曲点 屈曲点 南端点

7.17km

15.01km
(=1.668km×9）

10.20km(=1.700km×6） 17.30km(=1.573×11)

5.004km
(=1.668km×3）

5.004km
(=1.668km×3）

F3断層部

F4b-1断層部

破壊開始点

アスペリティ

震源として考慮する断層
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

基本震源モデルの設定（概要）

下記4個の断層パラメータを与条件として与え，アスペリティ
の応力降下量Δσa については，Boatwright(1988)の関係式
を用いて算定する。

・断層面積 S(km2)

地震モーメントから入倉・三宅(2001)

（M0=｛S/（4.24×10-11）｝2/107 ）を用いて算出

・地震モーメント M0(N・m)

与条件として設定（M0=7.5×1018Nm）

・短周期レベル A(N・m/ｓ2)

壇ほか(2001)より A = 2.46×1010×(M0×107)(1/3)

・アスペリティ面積 Sa(km2)

Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

■主要なパラメータの設定

Boatwright(1988)の関係式

M0=(16/7)･ra
2･R･Δσa

ここで，

ra ：アスペリティ面積の等価半径 (km)

R ：断層面積の等価半径 (km)
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項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（度） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震本部に
よる「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller,1976による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 13.4 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.04E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.67 Δσb=0.2Δσa

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

断層パラメータ
■断層パラメータ（基本震源モデル）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

不確かさとして考慮するパラメータの選定
■主要な断層パラメータについて，認識論的不確かさと偶然的不確かさに分類し，敷地での地震動に大きな影響を与えるパラメータを

不確かさとして考慮する。

【認識論的不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式※などに基づき設定できるもの ⇒ それぞれ独立させて考慮する。

【偶然的不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式からは設定が困難なもの ⇒ 重畳させて考慮する。

不確かさの
種類

パラメータ 基本ケースの設定 不確かさ検討の要否

認識論的

不確かさ

断層上端，

下端深さ

上端5km 敷地周辺の微小地震分布や速度構造等，地震発生層の上端及び下端に関する広域的な
各種知見を踏まえ，上端については最も浅く評価される広域のD10による5km，下端につい
ては最も深く評価される原子力安全基盤機構(2004)によるD90の18kmを採用しており，広域
の検討として保守的な設定と判断されることから，不確かさは考慮しない。下端18km

断層傾斜角 60度（西傾斜）
・F3断層及びF4断層の海上音波探査結果を踏まえ西傾斜60度としている。
・海上音波探査結果はその範囲が浅部にとどまることや，強震動予測レシピにおける傾斜
角設定の流れを踏まえ，45度に傾斜させたケースを不確かさとして考慮する。

短周期レベル 強震動予測レシピの平均

・基本震源モデルの短周期レベルは地震本部の強震動予測レシピに基づき平均的な値を
設定している。

・新潟県中越沖地震の知見を踏まえ，基本ケースの短周期レベルの1.5倍を不確かさとして
考慮する。

アスペリティ位置
震源として考慮する活断層
のうち，主体的なF3断層部
の敷地に近い位置に設定

・アスペリティ位置については，海上音波探査調査結果から活断層として評価される区間の
うち，評価区間が長く，その変位量が大きいF3断層部とし，保守的にF3断層部の敷地に近
い位置に設定する。

・ なお，震源として考慮する活断層としてF4b-1断層部が認められるため，F4b-1断層部にア
スペリティが配置されるように，アスペリティの位置を移動させることを不確かさとして考慮
する。

破壊伝播速度
強震動予測レシピで採用さ
れているGeller（1976）によ

るS波速度の0.72倍

F3断層，F4断層の連動による地震の震源モデルは長大な断層ではなく，破壊伝播速度の違
いによる影響は小さいと想定されることから，不確かさとして考慮しない。

偶然的

不確かさ
破壊開始点

アスペリティ下端に

複数設定

・ 各不確かさと重畳させる。

・ なお，敷地に対して震源が近く，破壊開始点の違いによる敷地の地震動への影響が大き
いことから，震源断層モデルごとに破壊開始点の検討を行う。

※ 当該断層に対する各種調査（地質調査やインバージョン解析
等）や国内外の地震データ等に基づき得られた各種経験則
（例えば短周期レベルと地震モーメントの関係）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

不確かさの組み合わせ

評価ケース

認識論的不確かさ 偶然的不確かさ

断層上端
深さ※1

断層下端
深さ※1

断層

傾斜角
短周期レベル アスペリティ位置 破壊開始点

基本震源モデル 5km 18km
60度

（西傾斜）

強震動予測レシピの
平均

F3断層部の

敷地に近い位置に配置
複数設定

短周期レベルの
不確かさ

5km 18km
60度

（西傾斜）

強震動予測レシピの
1.5倍

F3断層部の

敷地に近い位置に配置
複数設定

断層傾斜角の
不確かさ

5km 18km
45度

（西傾斜）
強震動予測レシピの

平均

F3断層部の

敷地に近い位置に配置
複数設定

アスペリティ位置
の不確かさ

5km 18km
60度

（西傾斜）

強震動予測レシピの
平均

F4ｂ-1断層部を

含む位置に配置
複数設定

※1 敷地周辺の微小地震分布や速度構造等，地震発生層の上端及び下端に関する各種知見を踏まえ，広域の検討として保守的な設定となる上端深さ
5km，下端深さ18kmを採用している。

■不確かさの考慮

F3断層～F4断層の連動による地震に関する各パラメータについて，地震動への影響の程度を検討し，敷地に大きな影響を与えると
考えられるパラメータに対して不確かさを考慮する。

不確かさを考慮して設定するパラメータ

基本震源モデルの段階で予め不確かさを考慮して設
定するパラメータ
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項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（度） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震本部に
よる「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller,1976による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 20.1 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)×1.5

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.56E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 4.01 Δσb=0.2Δσa

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

短周期レベルの不確かさ
■断層パラメータ（短周期レベルの不確かさを考慮したモデル）

180

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



N S

GL-5km

GL-18km

18.39km
(=1.672km×11）

上端深さ5km

傾斜角45度

断層面基準点

8.30km(=1.659km×5)

北部 南部

断層面基準点

11.88km(=1.6975km×7)

13.27km(=1.659km×8）

15.12km

北端点 屈曲点 屈曲点 南端点

20.37km(=1.6975×12)

8.02km

6.688km
(=1.672km×4）

6.688km
(=1.672km×4）

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

断層傾斜角の不確かさ

断層傾斜角の不確かさを考慮した震源モデル

■断層形状

・基本震源モデルの断層傾斜角について，F3断層及びF4断層の調査
結果では高角とされているが，縦ずれ断層であることを考慮し西傾斜
60度としている。

・しかしながら，海上音波探査結果はその範囲が浅部にとどまることや，
強震動予測レシピにおける高角な活断層に関する傾斜角設定の流
れを踏まえ，不確かさとして断層全域にわたり傾斜角45度を考慮する。

・断層幅は，地震発生層上端5km，下端18kmについて断層傾斜角を考
慮して飽和した値として18.4kmとする。

地表

深さ18km

深さ5km

地震発生層
厚さ13km

断層幅
18.4km

傾斜角45度

断面図（模式図）

破壊開始点A（１）

大洗研

F4b-1断層部

F3断層部

破壊開始点B

破壊開始点D(３)

破壊開始点C(２)

破壊開始点E

破壊開始点F(４)

：アスペリティ
：震源として考慮する活断層
：破壊開始点（★は敷地の地震動への影響が大きいもの）

Ａ（１）

ＢＣ（２）
Ｄ（３）

Ｅ

Ｆ（４）
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項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

23.1

33.6
基本震源モデルを基に，断層傾斜角等を踏まえて設定

断層傾斜角（度） 45（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 18.4 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 522.1 断層面より算定

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 1.52E+19 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震本部に
よる「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 83.0 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 3.1 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller,1976による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.31E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 128.2 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 166.0 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 7.45E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 12.6 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.31E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 393.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 56.0 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 7.71E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.52 Δσb=0.2Δσa

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

断層傾斜角の不確かさ
■断層パラメータ（断層傾斜角の不確かさを考慮したモデル）
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

アスペリティ位置の不確かさ

アスペリティ位置の不確かさを考慮した震源モデル

■アスペリティ位置

・ 基本震源モデルのアスペリティ位置については，海上音波探査
調査結果から活断層として評価される区間のうち，評価区間が
長く，その変位量が大きいF3断層部とし，保守的にF3断層部の
敷地に近い位置とする。

・ 一方，震源として考慮する活断層として，F4b-1断層部が認めら
れるため，F4b-1断層部にアスペリティが配置されるように，アス
ペリティの位置を移動させた場合を不確かさとして考慮する。

・ 具体的には基本震源モデルのアスペリティを南下させて，F4b-1
断層部が入るように，断層南端までアスペリティを移動させる。
結果として，敷地直下にアスペリティが配置される。

：基本震源モデルのアスペリティ位置
：不確かさを考慮したアスペリティ位置
：震源として考慮する活断層
：破壊開始点（★は敷地の地震動への影響が大きいもの）

破壊開始点A（１）

破壊開始点C（２）

破壊開始点F（３）

大洗研
F4b-1断層部

F3断層部

破壊開始点B

破壊開始点Ｅ

Ａ（１）Ｆ（３）

F3断層部 F4b-1断層部

ＢＣ（２）Ｅ
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

アスペリティ位置の不確かさ
■断層パラメータ（アスペリティ位置の不確かさを考慮したモデル）

項目 設定値 設定方法

断層上端長さ（km）
断層下端長さ（km）

21.4

27.5
活断層調査結果による位置を基に，断層面積を踏まえて設定

断層傾斜角（度） 60（西傾斜） 活断層調査結果に基づき設定

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

5

18
微小地震の発生及び地下構造から設定

断層幅W（km） 15.0 地震発生層と断層傾斜角から設定

断層面積S（km2） 367.3 M0={S/(4.24×10-11)}2/107

破壊伝播様式 同心円状 －

地震モーメントM0（N・m） 7.50E+18 与条件として設定

剛性率(N/m2) 3.50E+10

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s

（βは敷地周辺を対象にした地震波速度トモグラフィ，ρは地震本部に
よる「全国1次地下構造モデル（暫定版）」を参考に設定）

平均すべり量D（cm） 58.4 D=M0/(μS)

平均応力降下量Δσ（MPa） 2.6 Δσ=(7/16)(M0/R3)

破壊伝播速度Vr（km/s） 2.59 Vr=0.72β（Geller,1976による）

短周期レベルA（N・m/s2） 1.04E+19 A=2.46×1010×（M0×107）1/3

高周波遮断振動数fmax((Hz) 6 活断層による地震に関する強震動予測レシピ

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

面積Sa（km2） 71.4 Sa=πra
2，ra=(7πM0β

2)/(4AR)

平均すべり量Da（cm） 116.8 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.92E+18 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 13.4 Δσa=(7/16)M0/(ra
2R)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考） 1.04E+19 A=4πraΔσaβ
2

背
景
領
域

面積Sb（km2） 295.9 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 44.3 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 4.59E+18 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.67 Δσb=0.2Δσa
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

地震動評価手法

■応答スペクトルに基づく手法による地震動評価

・ 解放基盤表面における地震動として評価できること，震源の広がりを考慮できること，敷地における地震観測記
録等を用いて諸特性が考慮できること，さらに水平方向及び鉛直方向の地震動を評価できることから，Noda et 
al.(2002)を採用することに加え，敷地に対して震源が近い位置にあることから，Noda et al.(2002)以外の距離減
衰式についても採用する。

・ F3断層～F4断層の地震規模と敷地の関係を考慮して距離減衰式の適用性の検討を行うが，距離減衰式の適
用性だけでなく，地震動評価結果を踏まえて工学的に判断する（地震動評価の保守性及び断層モデル手法との
比較）。

・ 距離減衰式のうち，Noda et al.(2002)による地震動評価については，評価に用いる補正係数を設定することが可
能な地震が震源周辺で発生していないため，地震観測記録に基づく補正係数は考慮しない。なお， Noda et 
al.(2002)による内陸地殻内地震に対する補正は短周期成分が小さくなるため，安全側にこれを考慮せず，また，
敷地と震源との位置関係を考慮し，日本電気協会(2016)を参考に長周期成分が大きくなるNFRD効果を考慮する。

・ 地震規模（気象庁マグニチュード）は武村式より算出する。

■断層モデルを用いた手法による地震動評価

適切な要素地震となる地震が敷地において得られていないことから，統計的グリーン関数法により評価する。波
形合成はDan et al.(1989)の手法に基づき実施する。
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

応答スペクトル手法による評価結果：全ケース

水平成分 鉛直成分

基本震源モデル
アスペリティ位置の不確かさを考慮
断層傾斜角の不確かさを考慮
短周期レベルの不確かさを考慮

F3断層～F4断層による地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は，Noda et al.(2002）の手法に加え，その他の

距離減衰式を用いて算定した。その結果，水平成分については全周期帯にわたってNoda et al.(2002)の手法による評価結果

が最も大きく，安全側の評価となっていることを確認した。

Noda et al.(2002) Abrahamson et al.(2014)
Kanno et al.(2006) Boore et al.(2014)
Zhao et al.(2006) Campbell et al.(2014)
内山・翠川(2006) Chiou et al.(2014)
片岡ほか(2006) Idriss(2014)
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

断層モデル手法による評価：地盤構造モデル

■断層モデルを用いた手法による地震動評価

・地震動評価は統計的グリーン関数法で行う。
・統計的グリーン関数法による地震動評価で用いる要素地震のスペクトル特性と経時特性はBoore（1983）を用いて，
地震基盤における地震波を作成する。地震基盤における地震波を一次元波動論に基づき解放基盤波を作成する。
これらに基づき，Dan et al.(1989)の手法により波形合成を行った。

・地震動評価に用いる地盤構造モデルは，大洗研究所における深部地盤構造モデル※とする。
※ 第61回及び第101回審査会合「大洗研究開発センター（ＨＴＴＲ） 地下構造の評価について」においてご説明
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標高 上面 層厚 密度
水平方向 鉛直方向

S波速度 減衰定数 P波速度 減衰定数

T.P. G.L. t ρ Vs Qs Vs Qp

(km) (km) (km) (g／cm3) (km／s) (km／s)

0.038 0.000 0.173 - - - - -

-0.135 -0.173 0.100 1.98 1.010

100

2.170

100-0.235 -0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

-0.585 -0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

-1.255 -1.293 2.708 2.68 3.052

110×f0.69

5.750

110×f0.69
-3.963 -4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

-15.863 -15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

-30.463 -30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640

地震基盤

解放基盤
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4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 4.3 内陸地殻内地震 【F3断層～F4断層】

断層モデル手法による評価結果：全ケース
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NS成分 EW成分 UD成分

■基本震源モデル及び各不確かさケースの応答スペクトル

実線：破壊開始点１
点線：破壊開始点２
破線：破壊開始点３
一点鎖線：破壊開始点４

基本震源モデル
短周期レベルの不確かさ
断層傾斜角の不確かさ
アスペリティ位置の不確かさ
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1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



5. 震源を特定せず策定する地震動

検討対象地震と検討概要

192

2008年岩手・宮城内陸地震
2000年鳥取県西部地震

地質・地質構造等の地域性を検討して考
慮する地震

震源域と敷地周辺地域の地域性の検討

地質・地質構造等に地域差が認められ，
いずれの地震動も該当しない。

地域性を考慮する地震動 全国共通に考慮すべき地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震

不確かさ、サイト特性、保守性の考慮

2004年北海道留萌支庁南部地震（K-
NET港町）に保守性を考慮した地震動

・水平620cm/s2、鉛直320cm/s2

標準応答スペクトルを考慮した地震動

乱数位相による検討と実位相による検討
の複数の方法を実施

地震動の応答スペクトル及び継続時間
の比較

標準応答スペクトルを考慮した地震動
・水平827cm/s2、鉛直591cm/s2

第396回審査会合
資料1-3-1 修正

• 試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部改正を踏ま
え、敷地における震源を特定せず策定する地震動の評価を見直した。

• 震源を特定せず策定する地震動については「地域性を考慮する地震動」と「全国共通に考慮すべき地震
動」を検討する。



5. 震源を特定せず策定する地震動

地域性を考慮する地震動：2008年岩手・宮城内陸地震
2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と大洗研の比較

項目 比較
結果 2008年岩手・宮城内陸地震震源域 大洗研

地質 △

• 震源域近傍には，主に中新統から鮮新統の堆積岩・火山岩
等，第四系の火山岩類が分布する。

• 敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮新統の堆積岩，更新統
の段丘堆積物等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が分布す
る。

地質
構造

×

• 震源域近傍には，中新世以降に形成された褶曲構造が認
められる。

• カルデラが密集することから，地質構造が複雑である。

• 敷地近傍に広く分布する鮮新統～下部更新統（久米層)及び
これを不整合に覆う上部更新統はほぼ水平に分布している。

• 敷地近傍にカルデラは分布しない。

変動地
形等

×

• 下記の観点より，震源域近傍は変動地形等の認識が難しい
地域である。
- 震源域は山間部に位置し，近傍に河成段丘が一部分布

するのみであり，指標となる地形が少ない。
- 大規模地すべりを含めた地すべりが密集している。

• 田力ほか(2009)によると，枛木立付近には短いながら明瞭
な断層変位地形があり，低位段丘礫層堆積期以降に複数
回，比較的活発な活動を繰り返していることが明らかとなっ
た。

• 下記の観点より，敷地近傍は変動地形等が認識しやすい地
域である。

- 陸域には後期更新世以降に形成された段丘面が広く分
布している。

- 地すべりが認められない。
-海域には堆積層からなる鮮新統及び下部更新統が水平

に広く分布している。
• 変動地形学的調査の結果，敷地近傍陸域に変動地形は認

められない。

火山 × • 火山フロントに近接する。 • 火山フロントの遠方に位置する。

地震地
体構造

×
• 東北日本弧内帯（8C） • 東北日本弧外帯（8B）

応力場 ×
• 防災科学技術研究所（2013）において，ひずみ集中帯と指摘

されている。
• 東西圧縮の逆断層型が卓越

• ひずみ集中帯と指摘している文献はない。
• 敷地周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が

卓越

【凡例】〇類似性あり，△：類似性低い～一部あり，×：類似性なし

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域と大洗研における地質・地質構造等を整理した結果，地域の特徴が下記のとおり大きく異なっていることから，
当該地震の観測記録は収集対象外とする。

・ 震源域近傍は変動地形等の認識が難しい地域であるのに対し，大洗研敷地近傍は変動地形等が認識しやすい地域である。
・ 震源域周辺は東西圧縮の逆断層型が卓越する応力場であるのに対し，大洗研周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が卓越する

応力場である。
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5. 震源を特定せず策定する地震動

地域性を考慮する地震動：2000年鳥取県西部地震
2000年鳥取県西部地震の震源域と大洗研の比較

【凡例】〇類似性あり，△：類似性低い～一部あり，×：類似性なし

項目
比較
結果

2000年鳥取県西部地震震源域 大洗研

地質 ×
• 震源域近傍には，主に白亜系～古第三系の花崗岩及び中新統

の安山岩～玄武岩の岩脈が分布する。
• 敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮新統の堆積岩，更新統の段

丘堆積物等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が分布する。

地質
構造

×
• 第四紀中期以降に新たに断層面を形成して，断層が発達しつつ

あり，活断層の発達過程としては初期ないし未成熟な段階にある。
• 敷地近傍に広く分布する鮮新統～下部更新統（久米層）及びこれ

を不整合に覆う上部更新統はほぼ水平に分布している。

変動地形
等

×

• 下記の観点より，震源域近傍は変動地形等の認識が難しい地域
である。
- 岡田(2002)によると，震源域近傍の活断層の特徴として，第四

紀中期以降に新たな断層面を形成して断層が発達しつつあり，
活断層の発達過程としては初期ないし未成熟な段階にある。

• 震源域に震源断層の方向とほぼ一致する短く断続するリニアメン
ト群が判読されるとともにリニアメント沿いで水平に近い条線をも
つ断層露頭が多く確認され，これらの断層は横ずれ断層に伴うフ
ラワー構造を呈して地下では1本の断層に収斂すると推測されて
いる。

• 下記の観点より，敷地近傍は変動地形等が認識しやすい地域で
ある。

- 陸域には後期更新世以降に形成された段丘面が広く分布して
いる。

- 地すべりが認められない。
- 海域には堆積層からなる鮮新統及び下部更新統が水平に広

く分布している。
• 変動地形学的調査の結果，敷地近傍陸域に変動地形は認められ

ない。

火山 × • 火山フロントに近接する。 • 火山フロントの遠方に位置する。

地震地体
構造

×
• 中国山地・瀬戸内海（10C5） • 東北日本弧外帯（8B）

応力場 ×
• 西村（2014）において，ひずみ集中帯と指摘されている。
• 東西圧縮の横ずれ断層型が卓越

• ひずみ集中帯と指摘している文献はない。
• 敷地周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が卓越

2000年鳥取県西部地震の震源域と大洗研における地質・地質構造等を整理した結果，地域の特徴が下記のとおり大きく異なっていることから，当該地震の観測
記録は収集対象外とする。

・ 震源域近傍は活断層の発達過程としては未成熟な段階であるとともに花崗岩が分布する地域であり弾性波探査等の調査では断層の存否を確認することは難
しく活構造の認識が困難な地域であるのに対し，大洗研敷地近傍は堆積岩が分布する地域であることから弾性波探査等の調査により活構造が認識しやすい
地域である。

・ 震源域周辺は東西圧縮の横ずれ断層型が卓越する応力場であるのに対し，大洗研周辺の茨城県北部では南西－北東引張の正断層型が卓越する応力場で
ある。
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：2004年北海道留萌支庁南部地震

●佐藤ほか（2013）では，K-NET観測点のHKD020（港町）について，G.L.-6mまでの室内試験結果を考慮した非線形
解析を行い，G.L.-41mの基盤面における基盤地震動を評価している（G.L.-6m以深は線形解析を仮定し，減衰定
数は1%に設定）。

●上記の基盤地震動の評価結果について妥当性を確認するため，以下の追加検討を実施する。

①佐藤ほか（2013）の報告時点以降に，G.L.-6mからG.L.-41mまでの室内試験結果を用い，G.L.-41mまでの非線
形性を考慮して基盤地震動（水平方向）を評価する。

②不確かさを考慮した基盤地震動の評価として，G.L.-6mまで非線形，G.L.-6m以深は減衰定数3%として基盤地震
動（水平方向）を評価する。

③佐藤ほか（2013）の報告時点以降に得られたPS検層の再測定結果から，地盤モデルを変更して基盤地震動（鉛
直方向）を評価する（解析方法は佐藤ほか（2013）と同様）。

④HKD020（港町）における地下水位の状況を踏まえ，G.L.-6mまではポアソン比一定，G.L.-6m以深は体積弾性率
一定として基盤地震動（鉛直方向）を評価する。

⑤大洗研における地盤物性の影響を考慮した基準地震動（水平方向・鉛直方向）を評価する。
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：2004年北海道留萌支庁南部地震

● 2004年北海道留萌支庁南部地震のK-NET HKD020（港町）観測点の観測記録について，佐藤ほか（2013）による
基盤地震動を震源を特定せず策定する地震動に反映するにあたり，基盤地震動評価結果における地盤物性等の
妥当性を確認するため，以下の検討を実施する。

検討① 検討② 検討③ 検討④

水平成分 水平成分 鉛直成分 鉛直成分

室内試験結果を考慮し
た等価線形解析

室内試験結果を考慮し
た等価線形解析

減衰定数を一律3%とした
線形解析

表層部のPS検層を再実
施し、地盤モデルに反映

体積弾性率一定と仮定
した線形解析

地下水位の状況を踏ま
えポアソン比一定とした
線形解析

体積弾性率一定と仮定
した線形解析

561 cm/s2 609 cm/s2 － －

－ － 306 cm/s2 262 cm/s2

G.L.-6m
～

G.L.-41m

G.L. 0m
～

G.L.-6m

佐藤ほか（2013）

水平成分 鉛直成分

室内試験結果
を考慮した
等価線形解析

減衰定数を
一律1%とした
線形解析

体積弾性率
一定と仮定した
線形解析

585 cm/s2 －

－ 296 cm/s2

最 大
加速度

大洗研

▼解放基盤表面（G.L.-173m）

Vs=1010m/s
Vp=2170m/s

大洗研における
地盤特性の影響を考慮した
基盤地震動を評価

検討⑤

大洗研の解放基盤(G.L.-173m層)の地盤物性値(Vs=1010m/s 、
Vp=2170m/s)は留萌の基盤層(G.L.-41m)と同程度であるため、留
萌の基盤層の地震波を大洗研の解放基盤表面における基盤地
震動として評価する。（留萌のG.L.-41mの基

盤層のVs,Vpと同等）

196

(※) 地盤物性の影響を評価するにあ
たり，はぎとり解析の不確かさ等を
考慮して，最も大きい最大加速度値
の検討結果を考慮することにより，
保守的な設定とする。
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：2004年北海道留萌支庁南部地震
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●2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守性を考慮した水平成分620cm/s2，鉛直成分320cm/s2の地
震動を，震源を特定せず策定する地震動として考慮する。

水平成分

鉛直成分

擬似速度応答スペクトル

加速度時刻歴波形

水平成分 鉛直成分

0 5 10 15 20 25 30
-800

-400

0

400

800

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

620

0 5 10 15 20 25 30
-800

-400

0

400

800

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

320

2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守
性を考慮した地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守
性を考慮した地震動
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：標準応答スペクトルと検討方針

198

• 標準応答スペクトルを考慮した地震動を評価する。

■標準応答スペクトルの概要
震源近傍の多数の地震動記録に基づいて策定した地震基盤

相当面（地震基盤からの地盤増幅率が小さく地震動としては地
震基盤面と同等とみなすことができる地盤の解放面で、せん断
波速度Vs=2,200m/s以上の地層をいう。）における標準応答ス
ペクトルとして次の図に示すものとする。

図 地震基盤相当面における標準応答スペクトル
※2021年4月21日原子力規制委員会資料より抜粋

基準地震動Ssを策定して
いる解放基盤表面の

せん断波速度Vs
検討方針

1,010m/s

• 標準応答スペクトルに対し、地震基盤相当面から解放基盤表面までの伝播特性を考慮し
た解放基盤表面の応答スペクトルを評価する。

• 地震基盤相当面については、地盤構造モデルのG.L.-1.293km位置（Vs=3,052m/s）に設定
する。

第440回審査会合
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：標準応答スペクトルを考慮した地震動評価の検討フロー

199

• 標準応答スペクトルを考慮した地震動評価を以下の流れで実施する。

【標準応答スペクトルを考慮した地震動の検討の流れ】

①地震基盤相当面における標準応答スペクトルに基づく
模擬地震波の作成

↓
②地盤構造モデルを設定

↓
③解放基盤表面における地震動の算出

▼解放基盤表面

③解放基盤表面における
地震動の算出

▼地震基盤相当面

①標準応答スペクトルに基
づく模擬地震波を作成

▼地表面

地震波の
伝播特性

標準応答スペクトルを考慮した地震動の
評価のイメージ

②
地
盤
構
造
モ
デ
ル
の
設
定

第440回審査会合
資料３ 修正



5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：地盤構造モデルの設定
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層番号

(No.)

上面
G.L.

(km)

層厚

(km)

密度

(g/cm3)

水平成分 鉛直成分

S波速度
（km/s)

減衰定数 P波速度
（km/s)

減衰定数

Qs hs Qp hp

1 0.000 0.173 － － － － － － －

2 -0.173 0.100 1.98 1.010

100 0.005

2.170

100 0.0053 -0.273 0.350 2.11 1.186 2.590

4 -0.623 0.670 2.44 2.086 4.100

5 -1.293 2.708 2.68 3.052

110×ｆ0 69 0.0045×ｆ -0 69

5.750

110×ｆ0 69 0.0045×ｆ -0 69
6 -4.000 11.900 2.70 3.600 5.960

7 -15.900 14.600 2.80 4.170 6.810

8 -30.500 ∞ 3.20 4.320 7.640

深部地盤構造モデル

▼解放基盤表面

▼地震基盤相当面

•標準応答スペクトルがVs=2,200m/s以上の地層で設定された応答スペクトルであることから、地盤構造モ
デルのG.L.-1.293km位置（Vs=3,052m/s）を地震基盤相当面に設定する。
•設定した地震基盤相当面に模擬地震波を入力し、地盤応答解析により、解放基盤表面における標準応
答スペクトルを考慮した地震動を評価する。
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：地震基盤相当面における標準応答スペクトルに基づく模擬地震波の作成
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• 模擬地震波は、乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成するものとし、振幅包絡線の経時
的変化については、Noda et al.（2002）の方法に基づき、下記に示す形状とする。

模擬地震波
目標最大
加速度
（cm/s2）

継続時間
（s）

振幅包絡線の経時的変化（s）

ｔＢ ｔＣ ｔＤ

水平成分 600 29.8 3.7 16.3 29.8

鉛直成分 400 29.8 3.7 16.3 29.8

 

 

 

tB tｃ tＤ

1

0.1

0

tB＝10 0.5M－2.93

tC－tB＝10 0.3M－1.0

tD－tC＝10 0.17M＋0.54logXeq－0.6

(t／tB)2

E(t)＝ 1

exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] ＤＣ

ＣＢ

Ｂ

ｔｔｔ

ｔｔｔ

ｔｔ





0マグニチュード：M＝7.0、等価震源距離：Xeq=10km

E(t)
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2
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400

水平成分 鉛直成分

地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波
加速度波形
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：地震基盤相当面における標準応答スペクトルに基づく模擬地震波の作成
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• 作成した模擬地震波が、日本電気協会(2015)に示される以下の適合度の条件を満足していることを確
認する。

• 目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比（応答スペクトル比）が全周
期帯で0.85以上、応答スペクトル強さの比（SI比）が1.0以上。

模擬地震波 SI比

水平成分 1.02

鉛直成分 1.01

応答スペクトル強さの比（SI比）

応答スペクトル比（水平成分） 応答スペクトル比（鉛直成分） ※

作成した模擬地震波は、日本電気協会(2015)に示される適合度の条件を満足して
いることを確認した。

SI比 =
0.1
2.5

)𝑆𝑣1(𝑇 𝑑𝑇

0.1
2.5

)𝑆𝑣2(𝑇 𝑑𝑇
≥ 1.0R 𝑇 =

)𝑆𝑣1(𝑇

)𝑆𝑣2(𝑇
≥ 0.85

ただし、
SI：応答スペクトル強さ
𝑆𝑣1(𝑇)：模擬地震波の応答スペクトル値(cm/s)
𝑆𝑣2(𝑇)：目標とする応答スペクトル値(cm/s)

T：周期(s)

ただし、
R(T)：応答スペクトル比
𝑆𝑣1(𝑇)：模擬地震波の応答スペクトル値(cm/s）
𝑆𝑣2(𝑇)：目標とする応答スペクトル値(cm/s）

T：周期(s)

  

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期(s) 周期(s)

最低値0.87
最低値0.90

※模擬地震波（最大値400cm/s2）に対して、応答スペクト
ルの周期0.02秒の加速度はやや小さく392.5cm/s2、応答
スペクトル比は0.9815である。
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：解放基盤表面における地震動の算出
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•作成した模擬地震波を地震基盤相当面に入力し、解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した
地震動を評価する。
•解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の加速度波形を下記に示す。

水平成分

鉛直成分

解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動
加速度波形
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：実位相による検討（検討概要）
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【検討目的】
• 地震基盤相当面から解放基盤表面において、地震波の伝播特性にはばらつきや差異があることが否定

できないため、前段の「乱数位相による検討」※1に加え「実位相による検討」 ※2を実施し、位相の違いに
より特異な地盤の応答増幅がないか確認を行う。

【検討方法】
• 地震観測記録の位相特性には敷地地盤の振動特性に起因する特徴が反映されており、 「基準地震動

及び耐震設計方針に係る審査ガイド」を踏まえ、地震基盤相当面における地震動の位相特性を用いて、
解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動を評価する。

• 地震観測記録の位相特性については、浅部＋深部地盤構造モデルを用いて、解放基盤表面位置の地
震観測記録を地震基盤相当面に引戻した地震動（地盤応答解析結果）の位相特性を用いる。

※1：「乱数位相による検討」：乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせにより模擬地震波を作成し地震動評価。
※2：「実位相による検討」：敷地の観測記録から地震基盤相当面における地震動を求め、その位相特性を用いて模擬地震波を作成し地震動評価。

浅部
地盤

深部
地盤

大洗研HTTR 地震観測位置

地震観測記録の波形
（解放基盤表面位置）

引戻し波
（地震基盤相当面）

▼解放基盤表面位置

▼地震基盤相当面

解放基盤表面位置から地震基盤相当面までの
引戻しのイメージ

伝播特性
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：実位相による検討（地震観測記録の選定）
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大洗研で観測された地震観測記録
大洗研から震央距離約30 ㎞の範囲にある深さ0～20kmの地震観測記録

• 標準応答スペクトルは、全国共通に考慮すべき地震（Mw6.5程度未満）として、震源近傍の内陸
地殻内地震の観測記録（震央距離30km、深さ0～20km、Mw5.0～6.6）を収集して策定されてい
る。

• 大洗研周辺ではMw5.0～6.6の内陸地殻内地震は観測されていないが、実位相による検討にお
いては敷地地盤の振動特性に起因する特徴を適切に反映させることが必要と考え、内陸地殻
内地震のうち、敷地に最も近い位置で発生した地震（2011年8月22日（M4.3,震源距離28㎞））の
観測記録を用い、この地震観測記録の位相特性を模擬地震波に反映させる。

No. 年月日
震央位置

地震
規模

深さ 震央距離 震源距離
地震

発生様式
北緯 東経 M (km) (km) (km)

1 2011/8/22 36°21.3′N 140°48.3′E 4.3 13 25 28
内陸地殻
内地震

2 2020/9/10 36°28.7′N 140°39.8′E 4.1 19 26 32 〃

検討に用いた地震

震央分布図

10km

30km

大洗研

No.2

No.1

第440回審査会合
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：実位相による検討（解放基盤表面位置における地震観測記録）
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• 解放基盤表面位置における地震観測記録の加速度波形を以下に示す。

解放基盤表面位置における地震観測記録（ 2011年8月22日（M4.3） ）
加速度波形

水平成分

鉛直成分

第440回審査会合
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：実位相による検討（地震基盤相当面における地震動）
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水平成分
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地震基盤相当面における地震動（ 2011年8月22日（M4.3） ）
加速度波形

• 浅部＋深部地盤構造モデルを用いて、解放基盤表面位置の地震観測記録を地震基盤相当面（G.L.-
1.293㎞）に引戻し、地震基盤相当面における地震動を算出した。

• 地震基盤相当面における地震動の加速度波形を以下に示す。

第440回審査会合
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：実位相による検討（模擬地震波の作成結果）

208

0 5 10 15 20 25 30
-1000

-500

0

500

1000

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

524

0 5 10 15 20 25 30
-1000

-500

0

500

1000

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s2

)

350

•模擬地震波は、地震基盤相当面における地震動（ 2011年8月22日（M4.3） ）の位相特性を用い
て作成した。
•模擬地震波の加速度波形を以下に示す。

地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波（実位相による検討）
加速度波形

水平成分

鉛直成分

第440回審査会合
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：実位相による検討（模擬地震波の作成結果）
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模擬地震波 SI比

水平成分 1.02

鉛直成分 1.01

応答スペクトル強さの比（SI比）

  

作成した模擬地震波は、日本電気協会(2015)に示される適合度の条件を満足していることを
確認した。

• 作成した模擬地震波が、日本電気協会(2015)に示される以下の適合度の条件を満足していることを確
認する。

• 目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比（応答スペクトル比）が全周
期帯で0.85以上、応答スペクトル強さの比（SI比）が1.0以上。

応答スペクトル比（水平成分） 応答スペクトル比（鉛直成分）

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

周期(s) 周期(s)

SI比 =
0.1
2.5

)𝑆𝑣1(𝑇 𝑑𝑇

0.1
2.5

)𝑆𝑣2(𝑇 𝑑𝑇
≥ 1.0R 𝑇 =

)𝑆𝑣1(𝑇

)𝑆𝑣2(𝑇
≥ 0.85

ただし、
SI：応答スペクトル強さ
𝑆𝑣1(𝑇)：模擬地震波の応答スペクトル値(cm/s)
𝑆𝑣2(𝑇)：目標とする応答スペクトル値(cm/s)

T：周期(s)

ただし、
R(T)：応答スペクトル比
𝑆𝑣1(𝑇)：模擬地震波の応答スペクトル値(cm/s）
𝑆𝑣2(𝑇)：目標とする応答スペクトル値(cm/s）

T：周期(s)

最低値0.8504 最低値0.87
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：実位相による検討（解放基盤表面における地震動）
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•「乱数位相による検討」と同様に地盤応答解析を行い、解放基盤表面における地震動を評価した。
•解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動（実位相による検討）の加速度波形を以下
に示す。

解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動（実位相による検討）
加速度波形

水平成分

鉛直成分

第440回審査会合
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：乱数位相と実位相による検討結果の比較（応答スペクトル）
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•「乱数位相による検討」と「実位相による検討」の応答スペクトルを以下に示す。
•両者の結果は概ね同程度となっており、位相の違いによる特異な地盤の応答増幅の影響は見られない
ことを確認した。

水平成分 鉛直成分

標準応答スペクトルを考慮した地震動（乱数位相による検討）
標準応答スペクトルを考慮した地震動（実位相による検討）

第440回審査会合
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5. 震源を特定せず策定する地震動

全国共通に考慮すべき地震動：乱数位相と実位相による検討結果の比較（加速度波形）
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解放基盤表面における標準応答スペクトルを考慮した地震動の加速度波形

乱数位相
による

検討結果
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実位相
による

検討結果

水平成分 鉛直成分

強震動部※１ 強震動部※１

強震動部※2 強震動部※2

・地盤及び建物等の水平及び鉛直の組合せ評価を行う上では、水平成分と鉛直成分で強震動部の
時間が重複し、かつ継続時間が長い方が安全側の評価となり、また、非線形解析を行う場合に対し
ても、強震動部の継続時間が長い方が安全側の評価となると考える。

・ 「乱数位相」による検討結果は、「実位相」による検討結果に比べて、水平成分と鉛直成分で強震動
部の時間が重複し、かつ継続時間が長くなっており、標準応答スペクトルを考慮した地震動として
「乱数位相」による検討結果を用いることは妥当と判断した。

※1：振幅包絡線（p.6）に示す強震動が継続するtB秒～tC秒間（約13秒）
※2：最大加速度と同程度の加速度が継続する時間

第440回審査会合
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• 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守性を考慮した地震動

• 標準応答スペクトルを考慮した地震動

5. 震源を特定せず策定する地震動

震源を特定せず策定する地震動（1/2）

⚫地域性を考慮する地震動
2008年岩手・宮城内陸地震及び2000年鳥取県西部地震の震源域は，両地震とも大洗研とは異なる地域性を有していることを確認したた
め，震源を特定せず策定する地震動として考慮する必要はないものと評価。

⚫全国共通に考慮すべき地震動
• 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の観測記録について、佐藤ほか(2013)によると，水平成分 585cm/s2，鉛直成分

296cm/s2と評価され、はぎとり解析の不確かさ等を含めた検討結果として，水平成分 609cm/s2，鉛直成分 306cm/s2と評価。これらの
検討結果に対して保守性を考慮するために水平成分620cm/s2，鉛直成分320cm/s2に嵩上げする。

• 標準応答スペクトルについて、乱数位相による検討（最大加速度：水平827cm/s2、鉛直591cm/s2）と実位相による検討（最大加速度：
水平826cm/s2、鉛直582cm/s2）を行い、地震動の応答スペクトル及び継続時間の比較から乱数位相による検討結果を選定。

震源を特定せず策定する地震動

以下の地震動を震源を特定せず策定する地震動として考慮する。

213
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5. 震源を特定せず策定する地震動

震源を特定せず策定する地震動（2/2）

水平成分 鉛直成分

●2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守性を考慮した地震動，標準応答スペクトルを考慮した地震動
を，震源を特定せず策定する地震動として考慮する。

214

2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守
性を考慮した地震動

標準応答スペクトルを考慮した地震動

第396回審査会合
資料1-3-1 修正
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215

1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献
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6. 基準地震動Ssの策定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動：応答スペクトル手法（１／３）

水平成分 鉛直成分

■ 応答スペクトル手法による地震動評価結果をすべて包絡するように基準地震動Ｓｓ－Ｄの

コントロールポイントを設定する。

応答スペクトル
コントロールポイント

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

Ss-DH
周期（s） 0.02 0.09 0.13 0.45 2.00 5.00

速度（cm/s） 2.228 25.783 37.242 125.335 220.000 220.000 

700cm/s2

500cm/s2

応答スペクトル
コントロールポイント

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

Ss-DV
周期（s） 0.02 0.09 0.13 0.20 0.60 1.00 2.00 5.00

速度（cm/s） 1.592 16.473 24.828 38.197 85.000 100.000 110.000 110.000

基準地震動Ｓｓ－Ｄ
プレート間地震による評価
海洋プレート内地震による評価
内陸地殻内地震：F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による評価
内陸地殻内地震：F3断層～F4断層による評価

216

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



0 50 100 150
-1000

-500

0

500

1000

時間(s)

加
速

度
(c

m
/s

2
)

700

0 50 100 150
-1000

-500

0

500

1000

時間(s)

加
速

度
(c

m
/s

2
)

500

0 50 100 150
-200

-100

0

100

200

時間(s)

速
度

(c
m

/s
)

102

0 50 100 150
-200

-100

0

100

200

時間(s)

速
度

(c
m

/s
)

67

6. 基準地震動Ssの策定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動：応答スペクトル手法（２／３）

■基準地震動Ｓｓ－ＤＨ及びＳｓ－ＤＶの応答スペクトルに適合する模擬地震波は，乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成するもの
とし，振幅包絡線の経時的変化については，Noda et al.（2002）の方法に基づき，下記に示す形状とする。

地震規模Ｍ，等価震源距離Ｘｅｑについては，基準地震動Ｓｓ－Ｄの
設定において考慮している敷地ごとに震源を特定して策定する地震
動の各地震発生様式の検討用地震のうち，より継続時間が長くなる
よう，プレート間地震の条件を考慮してM8.3，Xeq=144.9kmとする（詳
細は次頁で説明）。

模擬地震波の速度時刻歴波形

tB＝10 0.5M－2.93

tC－tB＝10 0.3M－1.0

tD－tC＝10 0.17M＋0.54logXeq－0.6

(t／tB)2

E(t)＝ 1

exp[(ln0.1)(t－tC)／(tD－tC)] ＤＣ

ＣＢ

Ｂ

ｔｔｔ

ｔｔｔ

ｔｔ





0

Ｓｓ－ＤＶ（鉛直成分）Ｓｓ－ＤＨ（水平成分）

模擬地震波の加速度時刻歴波形

模擬地震波
最大加速度

（cm/s2）
継続時間（s）

振幅包絡線の経時的変化（s）

ｔＢ ｔＣ ｔＤ

Ｓｓ－ＤＨ 700 142.55 16.60 47.50 142.55

Ｓｓ－ＤＶ 500 142.55 16.60 47.50 142.55

 

 

 

tB tｃ tＤ

1

0.1

0
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6. 基準地震動Ssの策定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動：応答スペクトル手法（３／３）

■ 作成した模擬地震波が，日本電気協会（2008）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確認する。

・目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比（応答スペクトル比）が全周期帯で0.85以上

・応答スペクトルの強度値の比（ＳＩ比）が1.0以上

Ｓｓ－ＤＶ（鉛直成分）Ｓｓ－ＤＨ（水平成分）

応答スペクトル比

模擬地震波
ＳＩ比

（周期0.1～2.5秒）

Ｓｓ－ＤＨ 1.031

Ｓｓ－ＤＶ 1.031

応答スペクトルの強度値の比（SI比）

( )dThT,S
2

1

T

T
v=スペクトル強度値

ここで，
Sv
T
h

：擬似速度応答スペクトル
：周期
：減衰定数（5%）

作成した模擬地震波は，日本電気協会（2008）に示される適合度の条件を満足していることを確認した。

0.85 0.85
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6. 基準地震動Ssの策定

振幅包絡線の設定に係るマグニチュード（M），等価震源距離（Xeq）の設定

■基準地震動Ｓｓ－Ｄの応答スペクトルに適合する模擬地震波作成に関し，Noda et al.（2002）の方法に基づく振幅包絡線の設定に必要なM，Xeqについては，基準地震
動Ｓｓ－Ｄの設定において考慮している敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の各地震発生様式の検討用地震のうち，より継続時間が長くなるよう，プレート間地
震（2011年東北地方太平洋沖型地震）の条件を考慮して設定する。

振幅包絡線のM，Xeqは，2011年東北地方太平洋地震に関する知見等に基づきM8.3，Xeq=144.9kmとする。

2011年東北地方太平洋沖地震の震度と距離減衰

○東北地方太平洋沖地震の観測震度
●距離減衰（AVS150m/s）
●距離減衰（AVS400m/s）
●距離減衰（AVS700m/s）

中央防災会議（2012）に一部加筆

ヒストグラムは計測震度4.5以上を観測した
地点について工学的基盤（AVS600m/s）上
の震度で比較し作成

2011年東北地方太平洋沖地震の震度分布と
断層最短距離の算出に用いた震源断層モデル

（赤枠）

Mw8.2

Mw8.3

Mw8.4

Mw8.5

・Mの設定

Noda et al.(2002) のマグニチュード（気象庁マグニチュードまたはそ
れに準ずるもの）に関する上限はM8.5である。具体的には，M7.0まで
の観測記録を回帰したものに対し実記録との比較を通してM8.0まで適
用性を確認したうえで，それ以上の規模に対してはM8.5まで外挿し理
論的検討で確認している。

一方，2011年東北地方太平洋沖型地震の規模はそれを上回る
Mw9.0であることから，Noda et al.(2002)の適用範囲を外れる。

しかしながら，司ほか（2011）では，2011年東北地方太平洋沖地震を
含め，国内外で発生した超巨大地震（Mw8.3～9.0）における強震動の
距離減衰特性の分析結果から，強震動レベルに見合う地震規模はい
ずれもMw8.3であることが示されている。

また，中央防災会議（2012）の知見では，2011年東北地方太平洋沖
地震における震度分布と距離減衰式の関係から求めた地震規模Mw
について「8.2～8.3程度」と指摘されている。

Noda et al.(2002) に適用するマグニチュードについては， Mが8を大
きく超えるような地震に関する気象庁マグニチュードは過小評価にな
ることが知られている（気象庁(2012））ことを踏まえ，安全側にMwの値
をMとみなして，上記知見に基づき，Mw8.3=M8.3として設定する。

・Xeqの設定

プレート間地震の地震動評価で設定した2011年東北地方太平洋沖
型地震の基本震源モデル全体を考慮した等価震源距離Xeq=144.9km
とする。
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6. 基準地震動Ssの策定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動：断層モデル手法（１／２）

NS成分 EW成分 UD成分

■ 各地震発生様式における断層モデル手法の地震動評価結果（全ケース）と基準地震動Ｓｓ－Ｄを比較する。

断層モデル手法による各地震動評価結果のうち，プレート間地震及び内陸地殻内地震：F3断層～F4断層の評価結果が基準地

震動Ｓｓ－Ｄを一部の周期帯で上回る。なお，海洋プレート内地震及び内陸地殻内地震：F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震

断層の地震動評価結果は，基準地震動Ｓｓ－Ｄに包絡されている。

基準地震動Ｓｓ－Ｄ
プレート間地震による評価
海洋プレート内地震による評価
内陸地殻内地震：F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による評価
内陸地殻内地震：F3断層～F4断層による評価
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6. 基準地震動Ssの策定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動：断層モデル手法（２／２）

■ 各地震発生様式における断層モデル手法による地震動評価結果のうち，一部周期帯で基準地震動Ｓｓ－Ｄを上回るケースを示す。

各地震発生様式の断層モデル手法による地震動評価結果のうち，一部周期帯で基準地震動Ｓｓ－Ｄを上回る５ケースを断層モ

デル手法による基準地震動に選定し，それぞれＳｓ－１，Ｓｓ－２，Ｓｓ－３，Ｓｓ－４，Ｓｓ－５とする。

NS成分 EW成分 UD成分

Ｓｓ－Ｄ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
Ｓｓ－２ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）
Ｓｓ－３ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）
Ｓｓ－４ F3断層～F4断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）
Ｓｓ－５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
断層モデル手法の各評価結果
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6. 基準地震動Ssの策定

震源を特定せず策定する地震動

■ 震源を特定せず策定する地震動と基準地震動Ｓｓ－Ｄを比較する。

震源を特定せず策定する地震動の評価結果（2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守性を考慮した地震動，標準

応答スペクトルを考慮した地震動）のうち、基準地震動Ss-Dを一部周期帯で上回る標準応答スペクトルを考慮した地震動を基準地

震動Ｓｓ－６に選定する。

水平成分 鉛直成分

222

Ｓｓ－D 応答スペクトル手法による基準地震動
2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）に保守性を考慮した地震動
標準応答スペクトルを考慮した地震動
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6. 基準地震動Ssの策定

基準地震動Ss：最大加速度値

■ 基準地震動Ｓｓの最大加速度の一覧を示す。

※表中のグラフは各基準地震動Ssの加速度時刻歴波形（縦軸：加速度[cm/s2]，横軸：時間[s]） 223

基準地震動
最大加速度（cm/s2）

NS成分 EW成分 UD成分

Sｓ-D 応答スペクトル手法による基準地震動

700 500

Sｓ-１
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）

973 711 474

Sｓ-２
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）

835 761 436

Sｓ-３
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）

948 850 543

Sｓ-４
F３断層～F４断層による地震
（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）

740 630 405

Sｓ-５
2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

670 513 402

Sｓ-６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動

827 591
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6. 基準地震動Ssの策定

基準地震動Ss：応答スペクトル

NS成分 EW成分 UD成分

224

Ｓｓ－Ｄ 応答スペクトル手法による基準地震動

Ｓｓ－１ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
Ｓｓ－２ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2）
Ｓｓ－３ F３断層～F４断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－４ F３断層～F４断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点3）
Ｓｓ－５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動
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1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

評価方針

震源 調査モデル 推本参考モデル

特定震源

海溝型地震
・関東地震
・東北地方太平洋沖型の地震

・関東地震
・茨城県沖の地震（繰り返し発生する地震）
・東北地方太平洋沖型の地震

内陸地殻内地震
・地質調査結果に基づく断層
・活断層研究会編（1991）に掲載されている断層

地震調査研究推進本部（2012）

領域震源

領域区分
・垣見ほか（2003）
・地震発生状況

地震調査研究推進本部（2012）

最大マグニチュード 領域区分内で発生した既往最大 地震調査研究推進本部（2012）

発生頻度
気象庁カタログのデータに基づきG-R式を求め，地
震規模ごとに算定

気象庁カタログのデータに基づきG-R式を求め，地
震規模ごとに算定

■基本方針

一般社団法人日本原子力学会「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準：2015」を参考に，専門家活用水準１※と
して地震ハザード評価を実施し，基準地震動の応答スペクトルがどの程度の年超過確率に相当するかを確認する。

■震源モデルの設定

特定震源モデルと領域震源モデルを設定する。モデルの設定に際しては，活断層データの扱いや領域震源の各種設定に認識論的不確かさが存在する
と考えられることから，基準地震動策定のために行った各種調査結果等に基づいた震源モデル（以下「調査モデル」）と，地震調査研究推進本部の知見を
参考に設定した震源モデル（以下「推本参考モデル」）をロジックツリーで考慮する。

■地震動伝播モデルの設定

・東北地方太平洋沖型の地震については断層モデル手法を用いる。その他の震源についてはNoda et al.(2002)による距離減衰式を用いる。またF3断層～
F4断層については，敷地と震源との位置関係を踏まえ，確定論の地震動評価において考慮しているNFRD効果を考慮する。

・観測記録による補正係数については，基準地震動Ss策定の過程における分析結果を踏まえ，海溝型地震では茨城県沖の鹿島灘付近で発生した地震，
海洋プレートの沈み込んだ深部で発生する地震，内陸地殻内地震では福島県と茨城県の県境付近で発生した地震について考慮する。

■ロジックツリーの作成

確率論的地震ハザードに大きな影響を及ぼす認識論的不確かさを選定してロジックツリーを作成する。

※ 専門家活用水準１：地震ハザードの不確かさへの影響が比較的小さい水準を想定し，ＴＩ（Technical Integrator，ロジックツリーの技術的な纏め役）が文献レビュー及び自らの経験に
基づきコミュニティ分布（科学的集団が総合的に評価するその時点での不確実さの客観的分布）を評価し，ロジックツリーを作成する。
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

特定震源モデル 調査モデル：海溝型地震

大洗研

関東地震

断層名
断層長さ及び断層幅

(km)
等価震源距離

(km)
M

平均発生間隔
(年)※1

関東地震
22×45
63×55

141 7.9～8.2 220※2

東北地方太平洋沖型の地震 500×200 － Mw9.0 600※3

■関東地震，東北地方太平洋沖型の地震を特定震源としてモデル化する。

■関東地震の諸元については，巨視的断層は佐藤(1989)を，マグニチュード（M）は1703年元禄地震と1923年大正関東地震の規模を参考に
宇佐美ほか(2013)に基づき設定する。地震発生については，地震調査研究推進本部（2009a），（2012）に基づく更新過程とする。

■東北地方太平洋沖型の地震の諸元については， 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動のうちプレート間地震」で設定した震源モデ
ルとする。地震発生については，地震調査研究推進本部（2012）に基づく更新過程とする。

※1 地震調査研究推進本部（2012）に基づく。
※2 地震調査研究推進本部（2009a） ，（2012）に基づき更新過程として扱い，

示されている50年発生確率1％より，年発生確率を算出する。
※3 地震調査研究推進本部（2012）に基づき更新過程として扱い，示されて

いる50年発生確率0％より，年発生確率を算出する。

海溝型地震の震源（調査モデル）

東北地方太平洋沖型の地震
断層名 時間軸原点 50年発生確率

東北地方太平洋沖型の地震

2011年3月11日 20～30％※4

2017年3月11日
0％

（10-35 ※5）

参考： 東北地方太平洋沖型の地震に関する時間軸原点の違いによる発生確率の違い

※4 地震調査研究推進本部（2011）に基づく。
※5 平均発生間隔600年，最新活動時期は2011年3月11日，α=0.24で算出。
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活断層分布（調査モデル）

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

特定震源モデル 調査モデル：内陸地殻内地震

断層
番号

断層名
断層長さ

(km)
等価震源
距離(km)

M
（松田式）※1

M
（武村式）※2 活動度

再来期間
(年)

1 関谷断層 40 104 7.5 7.6 － 3,350※4

2 三郡森付近 18 129 6.9 7.0 Ｂ 5,600
3 大阪－足沢 7 114 6.8 6.9 Ｂ 4,800
4 二ッ箭断層 8 104 6.8 6.9 Ｂ 4,800
5 赤井断層 5 95 6.8 6.9 Ｃ 25,600
6 湯ノ岳断層 5 87 6.8 6.9 Ｂ 4,800※4

7 江花－虫笠 9 112 6.8 6.9 Ｂ 4,800
8 那須湯本北 9 111 6.8 6.9 Ｂ 4,800
9 那須湯本北東 4 106 6.8 6.9 Ｂ 4,800
10 湯本塩原断層群 3 103 6.8 6.9 Ｂ 4,800
11 深谷断層帯・綾瀬川断層 103 115 8.2 8.3 － 58,000※4

12 新編日活海域※3 11 121 6.8 6.9 Ｃ 25,600
13 新編日活海域※3 23 123 7.1 7.2 Ｃ 38,000
14 新編日活海域※3 22 107 7.1 7.2 Ｃ 36,700
15 新編日活海域※3 12 107 6.8 6.9 Ｃ 25,600
16 新編日活海域※3 15 114 6.8 6.9 Ｃ 26,000
17 新編日活海域※3 17 108 6.9 7.0 Ｃ 28,900
18 新編日活海域※3 30 98 7.3 7.4 Ｃ 50,200
19 新編日活海域※3 12 107 6.8 6.9 Ｃ 25,600
20 新編日活海域※3 12 105 6.8 6.9 Ｃ 25,600
21 新編日活海域※3 12 72 6.8 6.9 Ｃ 25,600
22 新編日活海域※3 13 102 6.8 6.9 Ｃ 25,600
23 新編日活海域※3 32 93 7.3 7.5 Ｃ 53,600
24 F3断層～F4断層 17 12 7.0※7 7.0※7 Ｂ 6,100

25
棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近の推定活
断層

42 55 7.5 7.7 Ｂ 13,300

26
F1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層 58 56 7.8 7.9 Ｂ 18,400※5

F1断層～北方陸域の断層 44 52 7.6 7.7 Ｂ 13,900

27 F8断層 26 36 7.2 7.3 Ｂ 8,300
28 F16断層 26 39 7.2 7.3 Ｂ 8,300
29 A-1背斜 20 31 7.0 7.1 Ｂ 6,400
30 関口－米平リニアメント※6 6 49 6.8 7.0 Ｂ 5,400

31 宮田町リニアメント※6 1 42 6.8 7.0 Ｂ 5,400

32 竪破山リニアメント※6 4 45 6.8 7.0 Ｂ 5,400

33 F11断層※6 5 60 6.8 7.0 Ｂ 5,400

34 吾国山断層※6 6 35 6.8 7.0 Ｂ 5,100

※1 松田(1975)に基づき算定。ただし下限はM6.8とする。
※2 武村(1998)に基づき算定
※3 活断層研究会編（1991）に記載されている活断層
※4 更新過程に基づき評価。
※5 2011年4月に活動した塩ノ平地震断層の今後50年発生確率はほぼ0％である

ことから，F1断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の全長が破壊する場合
の確率は更に低くなる。

※6 断層長さを拡張してマグニチュードを算定
※7 確定論の地震動評価において地震規模を保守的に嵩上げしていることから、

その基本震源モデルを踏まえ、M7.0の地震として設定する。

■敷地から100km程度の範囲の活断層を対象とする。活断層の諸元は，地質調査結果や活断層研究会編（1991）の活断層に基づき設定する。
■地震発生は，過去の活動に関する情報がある断層については更新過程を，ない場合はポアソン過程を用いる。ポアソン過程の場合，再来期間は断層変位量（松田

（1975））と平均変位速度（活動度をB級またはC級と仮定し，奥村・石川（1988）を参考に設定）から算定する。
■マグニチュードについては，松田（1975）から求める場合と武村（1998）から求める場合をロジックツリーの分岐として考慮する。
■F1断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層については，2011年4月に活動した直後である塩ノ平地震断層との連動評価になることから，全長破壊の場合の発生確率
は0％と考えられる。そこで残りのF1断層，北方陸域の断層をポアソン過程で評価した場合をロジックツリーの分岐として考慮する。なお、Ｆ１断層（M7.1）の単独破壊も考
えられるが，後述のとおり，全体ハザードに占めるF1断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動の割合は小さく，規模の小さなＦ１断層（M7.1）の単独破壊を考慮し
たとしても評価結果への影響はない。
■F3断層及びF4断層については、地質・地質構造の特徴（走向・変位センスが同じ、近接している）を踏まえて連動する断層として評価しており、単独破壊は考慮しない。
なお、仮に単独破壊を考慮すると、定性的に発生頻度の高い低加速度領域のハザードが大きくなるが、この領域では後述のとおり領域震源(海溝型地震)が支配的であ
ることから、全体ハザードに与える影響は小さいものと考えられる。また、発生頻度の低い高加速度領域についてはハザードが小さくなり、単独破壊を考慮しない方が保
守的な評価となる。
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

特定震源モデル 推本参考モデル：特定震源として考慮する震源について

大洗研

東北地方太平洋沖型の地震関東地震 茨城県沖の地震（繰り返し発生する地震）

大洗研

茨城県沖の地震
（繰り返し発生する地震）

大洗研

関東地震

■地震調査研究推進本部において固有地震として扱われている関東地震，茨城県沖の地震（繰り返し発生する地震），東北地方太平洋沖
型の地震を特定震源として扱う。

地震調査研究推進本部（2009a）に一部加筆 地震調査研究推進本部（2009a）に一部加筆 地震調査研究推進本部（2012）に一部加筆
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

特定震源モデル 推本参考モデル：海溝型地震

茨城県沖の地震

関東地震

断層名
断層長さ及び断層幅

(km)
等価震源距離

(km)
M

平均発生間隔
(年)※1

関東地震
22×45
63×55

141 7.9～8.2 220※2

茨城県沖の地震
（繰り返し発生する地震）

60×60 106 7.0 21※3

東北地方太平洋沖型の地震 500×200 － Mw9.0 600※4

■関東地震の諸元については，巨視的断層面は佐藤(1989)を，マグニチュードは1703年元禄地震と1923年大正関東地震の規模を参考に宇佐美ほか
(2013)に基づき設定する。地震発生については，地震調査研究推進本部(2009a) ，(2012)に基づく更新過程とする。

■茨城県沖の地震の諸元については，巨視的断層及びマグニチュードは地震調査研究推進本部(2009a) ，(2012)に基づき設定する。地震発生について
はポアソン過程とする。

■東北地方太平洋沖型の地震の諸元については，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動のうちプレート間地震」で設定した震源モデルとする。地
震発生については，地震調査研究推進本部（2012）に基づく更新過程とする。

海溝型地震の震源（推本参考モデル）

※1 地震調査研究推進本部（2009a）， （2009b）， （2012）に基づく。
※2 地震調査研究推進本部（2009a）， （2012）に基づき更新過程として扱い，示されて

いる50年発生確率1％より，年発生確率を算出する。
※3 ポアソン過程で評価する。
※4 地震調査研究推進本部（2012）に基づき更新過程として扱い，示されている50年発

生確率0％より，年発生確率を算出する。

東北地方太平洋沖型の地震大洗研
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

特定震源モデル 推本参考モデル：内陸地殻内地震

断層
番号

断層名
断層長さ

(km)
等価震源
距離(km)

M
再来期間

(年)※1

1 関谷断層 38 108 7.5 3,350※2

2 関東平野北西縁断層主部 82 120 8.0 21,500※2

3 平井－櫛挽断層帯 23 130 7.1 7,000
4 大阪－足沢断層帯 16 110 6.8 12,700
5 二ツ箭断層 10 103 6.5 3,200
6 三郡森断層帯 18 128 6.9 5,700
7 湯ノ岳断層 12 88 6.6 3,800
8 井戸沢断層 19 79 7.0 62,900
9 高萩付近推定 17 56 6.9 56,300

10 棚倉破砕帯西縁断層 20 61 7.0 66,200
11 白河西方断層帯 18 112 6.9 59,600
12 越生断層 13 119 6.7 22,000

※1 地震調査研究推進本部(2012)に基づき算定。地震発生については地震調査研究推進
本部（2012）に基づき，断層番号1，2は更新過程，それ以外はポアソン過程とする。

※2 地震調査研究推進本部（2012）で示されている50年発生確率0％より，年発生確率を算
出する。

■調査モデルにおける敷地近傍の断層は，後期更新世以降の活動を否定しきれないことから，基準地震動の策定において考慮して
いるものが多い。従って，将来活動する可能性のある断層かどうかについては認識論的不確かさが存在すると考えられることから，
調査モデルの他に地震調査研究推進本部での扱いをロジックツリーの分岐として考慮する。

■活断層の諸元は，地震調査研究推進本部の確率論的地震動予測地図で考慮している活断層に基づく。地震発生については，地
震調査研究推進本部（2012）を参考に，更新過程またはポアソン過程とする。

1

2
3

4
5

6

7

8

910

11

12

大洗研

100km

敷地周辺の活断層分布

（推本参考モデル）
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

特定震源モデル：ロジックツリー
■特定震源モデルのロジックツリーは，下記のとおり設定する。

内陸地殻内地震 海溝型地震

活断層の
マグニチュード

モデルモデル
Ｆ１断層～北方陸域の断層

～塩ノ平地震断層※1

※1 2011年4月に活動した直後である塩ノ平地震断層を含んだ全長破壊は
当面起こりにくいと考えられることから，重みを低く設定する。なお，Ｆ１
断層（M7.1）の単独破壊も考えられるが，後述のとおり，全体ハザード
に占めるF1断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動の割合は
小さく，規模の小さなＦ１断層（M7.1）の単独破壊を考慮したとしても評
価結果への影響はない。

0.5 0.9 1.0 0.5 0.5

調査モデル その他の断層 松田式
・関東地震

・東北地方太平洋沖型地震

0.1 0.5

特定震源 武村式

0.5 1.0 0.5

推本参考モデル 推本設定値
・関東地震

・茨城県沖の地震

・東北地方太平洋沖型地震

その他の断層※2

※2 F3断層及びF4断層については、地質・地質構造の特徴を踏まえて連
動する断層として評価しており、単独破壊は考慮しない。なお、仮に単
独破壊を考慮すると、定性的に発生頻度の高い低加速度領域のハ
ザードが大きくなるが、この領域では後述のとおり領域震源(海溝型地
震)が支配的であることから、全体ハザードに与える影響は小さいもの
と考えられる。また、発生頻度の低い高加速度領域についてはハザー
ドが小さくなり、単独破壊を考慮しない方が保守的な評価となる。
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

領域震源モデル
■敷地から150km程度を評価対象範囲とする。

■調査モデル：領域区分は垣見ほか（2003）や地震発生状況に基づく。領域内の最大マグニチュードは，当該領域内で発生した既往最大の
地震規模に基づく。

■推本参考モデル：領域区分及び領域内の最大マグニチュードは，地震調査研究推進本部（2012）に基づく。

調査モデル：垣見ほか（2003）による地体構造区分 推本参考モデル：地震調査研究推進本部（2012）による領域区分

垣見ほか（2003）に一部加筆

地震調査研究推進本部（2012）に一部加筆

大洗研

大洗研
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

領域震源モデル 調査モデル：海溝型地震

領域区分，設定根拠 最大マグニチュード，設定根拠 b値

①
太平洋プレートの上面深
度が60kmよりも深い領
域

7.2

地震活動は低調で過去に大規模な地震は
発生していないため，南側に隣接する④の
領域で1895年に発生した霞ヶ浦付近の地震
（M7.2）を参考に設定

1.388

②

垣見ほか(2003)の8A3に
対応し，太平洋プレート
の上面深度が60kmより
も浅い領域

上限値
8.0

領域外ではあるが，同一地体構造区に入る
1677年磐城・常陸・安房・上総・下総の地震
（M8.0）を参考に設定

0.899

下限値
7.6

2011年東北地方太平洋沖地震の最大余震
（M7.6）を参考に設定

③
主にフィリピン海プレート
に関する地震活動が見
られる領域

上限値
7.5

1257年関東南部の地震（M7.0-7.5）を参考に
設定

0.981
中央値

7.3

1923年千葉県勝浦沖の地震（M7.3，関東地
震の余震）及び1257年関東南部の地震
（M7.0-7.5）を参考に設定

下限値
7.3

1923年千葉県勝浦沖の地震（M7.3，関東地
震の余震）を参考に設定

④
茨城県南西部から千葉
県北部にかけて中小地
震の活動が活発な領域

上限値
7.4

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動
における茨城県南部の地震の地震規模の
不確かさケースを参考に設定 1.237

下限値
7.2

1895年に発生した霞ヶ浦付近の地震（M7.2）
を参考に設定

大洗研

■海溝型地震の領域区分については垣見ほか（2003）を参考にするが，沈み込んだプレートの地震が発生する領域については地震発生状況を参考に独
自に設定する。沈みこんだプレートの地震が発生する領域の深さの設定については，各領域を更に小領域に分割し，その小領域内で発生する海溝型
地震の深さに合うようにする。

■領域内の最大マグニチュードについては，領域内で過去に発生した最も規模の大きな地震のマグニチュードとする。敷地に影響が大きいと考えられる
領域②，④については，地震の発生状況等に応じロジックツリーの分岐として考慮する。その他の領域については，地震規模の記載について幅がある
場合，ロジックツリーの分岐で考慮する。

■各領域の地震発生頻度については，気象庁地震カタログを用いてＧ－Ｒ式を求め，地震の規模ごとに算定する。

7.2/7.4

7.6/8.0

7.2

①

②

④

海溝型地震の領域区分（調査モデル）

③

領域の数値は最大マグニチュードを示す。

7.3/7.3/7.5
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

領域震源モデル 調査モデル：内陸地殻内地震

①

②

③

大洗研

内陸地殻内地震の領域区分（調査モデル）

領域区分 最大マグニチュード，設定根拠 b値

①
垣見ほか（2003）の
8Bに対応する領域

上限値7.5 1858年八戸・三戸の地震（M7.0-7.5）の上限値

0.483中央値7.3 1858年八戸・三戸の地震（M7.0-7.5）の中央値

下限値7.0 1858年八戸・三戸の地震（M7.0-7.5）の下限値

②
垣見ほか（2003）の
8Cに対応する領域

上限値7.5 1766年津軽の地震（M7 1/4±1/4）の上限値

1.124中央値7.3 1766年津軽の地震（M7 1/4±1/4）を中央値

下限値7.1 1914年秋田県南部の地震（M7.1）を参照

③
垣見ほか（2003）の
10A1と10B1を合わ
せた領域

上限値7.4 878年関東諸国の地震（M7.4）を参照
（規模の精度を考慮してロジックツリーで考慮）

0.987中央値7.3 1924年神奈川県の地震（M7.3）を参照

下限値7.3 1924年神奈川県の地震（M7.3）を参照

■内陸地殻内地震の領域区分については，垣見ほか（2003）を参考に設定する。

■領域内の最大マグニチュードについては，領域内で過去に発生した最も規模の大きな地震のマグニチュードとする。地震規模の記載について幅が
ある場合ロジックツリーの分岐で考慮する。

■各領域の地震発生頻度については，気象庁地震カタログを用いてＧ－Ｒ式を求め，地震の規模ごとに算定する。

領域の数値は最大マグニチュードを示す。

7.0/7.3/7.5

7.1/7.3/7.5

7.3/7.3/7.4
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

領域震源モデル 推本参考モデル：海溝型地震（１／２）
■地震調査研究推進本部（2012）の知見

地震調査研究推進本部（2012）では，三陸沖から房総沖にかけての「震源断層を予め特定しにくい地震」の領域区分とそれぞれの領域内
で想定する最大マグニチュードについて示され，最大マグニチュードについては「モデル1」，「モデル2」の2ケースが想定されている。

地震調査研究推進本部（2012）に一部加筆

南関東の領域の最大マグニチュード
については下表のとおり。

地震調査研究推進本部（2009a）に一部加筆

大洗研
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

領域震源モデル 推本参考モデル：海溝型地震（２／２）
■海溝型地震の領域区分については，地震調査研究推進本部（2012）の「震源断層を予め特定しにくい地震」等を参考に設定する。各領域の深さの設

定については，各領域を更に小領域に分割し，その小領域内で発生する海溝型地震の深さに合うようにする。

■領域内の最大マグニチュードについては，地震調査研究推進本部（2012）等を参考に設定する。上記で示されている「モデル１」，「モデル２」について
はロジックツリーの分岐で考慮する。

■各領域の地震発生頻度については，気象庁地震カタログを用いてＧ－Ｒ式を求め，地震の規模ごとに算定する。

大洗研

7.5/8.2

8.0/8.2

8.0/8.3

8.2

8.0/8.3

7.2

①

②

③

④

⑤

⑥

海溝型地震の領域区分（推本参考モデル）

領域区分，設定根拠 最大マグニチュード b値

① 地震調査研究推進本部(2012)の⑤ モデル1，2共通： 8.2 1.031

② 地震調査研究推進本部(2012)の⑥
モデル1： 8.0

0.936
モデル2： 8.2

③ 地震調査研究推進本部(2012)の⑦
モデル1： 8.0

0.873
モデル2： 8.3

④ 地震調査研究推進本部(2012)の⑧
モデル1： 8.0

1.023
モデル2： 8.3

⑤ 地震調査研究推進本部(2012)の⑨
モデル1： 7.5

1.054
モデル2： 8.2

⑥
地震調査研究推進本部(2009a)「そ
の他の南関東で発生するM7程度の
地震」の領域

モデル1，2共通： 7.2 1.165

領域の数値は最大マグニチュードを示す。
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

領域震源モデル 推本参考モデル：内陸地殻内地震

①

②

③

大洗研

6.8

7 2

7.0

内陸地殻内地震の領域区分（推本参考モデル）

領域区分は調査モデル，推本参考モデル共通とする。
領域の数値は最大マグニチュードを示す。

■地震調査研究推進本部の内陸地殻内地震に対する領域区分は，垣見ほか（2003）に基づいていることから，推本参考モデルの内陸地殻内地震に対す
る領域区分は調査モデル同様垣見ほか（2003）に基づき設定する。

■領域内の最大マグニチュードについては，地震調査研究推進本部（2009a）に基づき設定する。

■各領域の地震発生頻度については，気象庁地震カタログを用いてＧ－Ｒ式を求め，地震の規模ごとに算定する。

領域区分 最大マグニチュード，設定根拠 b値

①
垣見ほか（2003）の8Bに対応
する領域

6.8 地震調査研究推進本部（2009a） 0.483

②
垣見ほか（2003）の8Cに対応
する領域

7.2 地震調査研究推進本部（2009a） 1.124

③
垣見ほか（2003）の10A1と
10B1を合わせた領域

7.0 地震調査研究推進本部（2009a） 0.987

地震調査研究推進本部（2009a）に一部加筆

大洗研
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

領域震源モデル：ロジックツリー

■領域震源モデルのロジックツリーは，下記のとおり設定する。

※1 領域外の地震を参考とするため、重みを低く設定する。
なお、1677年の地震M8.0については，津波地震との指
摘がある。

※2 文献でマグニチュードの記載に幅が示されている場合，
中央値の重みを高く設定する。

0.5 0.67 0.5 0.5

0.33 0.5 0.25

0.25

0.5 0.5

0.5

モデル1

モデル2

推本参考モデル

7.6

8.0

領域震源

調査モデル 7.2 既往最大の中央値

ばらつきの上限値

7.4 ばらつきの下限値

モデル その他の領域最大

マグニチュード※2

調査モデル領域②
（敷地前面海域）の
最大マグニチュード

調査モデル領域④
（敷地南部）の
最大マグニチュード

地震調査研究
推進本部（2012）

※1
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

地震動伝播モデル：地震動評価方法

■東北地方太平洋沖型の地震以外の震源について

・Noda et al.(2002)による距離減衰式を用いる。またF3断層，F4断層については，敷地と震源との位置関係を踏まえ，
確定論の地震動評価において考慮しているNFRD効果を考慮する。

・観測記録による補正係数については，基準地震動Ss策定の過程における分析結果を踏まえ，海溝型地震では茨城
県沖の鹿島灘付近で発生した地震，海洋プレートの沈み込んだ深部で発生する地震，内陸地殻内地震では福島県と
茨城県の県境付近で発生した地震について考慮する（次頁以降で詳述）。

東北地方太平洋沖型の地震の震源モデル

大洗研

■東北地方太平洋沖型の地震について

断層モデル手法による地震ハザード評価を実施する。2011年東北
地方太平洋沖型地震の震源モデルを用い評価を行う。
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補正係数を考慮する領域
（調査モデル，推本参考モデル共通）

大洗研

ケース1：補正係数を考慮する
東経141.0～141.2度
北緯36.3～36.6度

ケース2：東西南北に0.1度拡大
東経140.9～141.3度
北緯36.2～36.7度

図中の震央の色は図下のカラーバーに対応し，
応答スペクトル比を示している（周期0.02秒～0.1秒の平均）。

プレート間地震の震央分布図

大洗研

細線はJ-SHISの
太平洋プレート上面等深線（km）

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

地震動伝播モデル：海溝型地震に対する補正係数（１／２）

■鹿島灘付近で発生する地震に対して考慮する補正係数

鹿島灘付近で発生した地震については，Noda et al.(2002)と観測記録
の応答スペクトル比が大きくなる領域があるため，当該領域について補
正係数を考慮する。なお、近隣サイトにおいても応答スペクトル比が大き
くなることが確認されており、補正係数を考慮する領域及びロジックツ
リーへの反映（2ケースをロジックツリーの分岐として考慮）については，
近隣サイトの設定状況を参考に設定する。

補正係数と距離減衰式のばらつきについて，地震記録が少ないことを
踏まえ，補正係数については観測記録に保守性を持たせたもの、距離
減衰式のばらつきについては地震動のばらつきに関する知見を参考に
設定する。

鹿島灘付近で発生した
プレート間地震

※近隣サイトの設定状況を参考に設定

応答スペクトル比の平均
±σ  

観測記録の応答スペクトル比
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大洗研

図中の震央の色は図下のカラーバーに対応し，
応答スペクトル比を示している（周期0.02秒～0.1秒の平均）。

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

地震動伝播モデル：海溝型地震に対する補正係数（２／２）

大洗研

調査モデル

大洗研

推本参考モデル

補正係数を適用する領域

■陸域寄りで発生する地震に対して考慮する補正係数

陸域寄りの場所で発生した
海洋プレート内地震

海洋プレート内地震の震央分布

細線はJ-SHISの
太平洋プレート上面等深線（km）

陸域寄り 海溝軸寄り

補正係数を考慮する領域

陸域寄りで発生した地震については，Noda et al.(2002)と観測記
録の応答スペクトル比が大きくなるため，領域震源のうち深い部
分に相当する領域については補正係数を考慮する。

補正係数は観測記録の平均値を用いる。また，その時に用いる
距離減衰式のばらつきは，観測記録から算定する。

応答スペクトル比の平均
±σ  

観測記録の応答スペクトル比
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福島県と茨城県の

県境付近で発生し
た内陸地殻内地震

細線はJ-SHISの
太平洋プレート上面等深線（km）

図中の震央の色は図下のカラーバーに対応し，
応答スペクトル比を示している（周期0.02秒～0.1秒の平均）。

内陸地殻内地震の震央分布図

応答スペクトル比の平均
±σ  

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

地震動伝播モデル：内陸地殻内地震に対する補正係数

■福島県と茨城県の県境付近で発生する地震に対して考慮する補正係数

観測記録の応答スペクトル比

補正係数を考慮する領域
（調査モデル，推本参考モデル共通）

大洗研

福島県と茨城県の県境付近で発生した地震については，Noda et 
al.(2002)と観測記録の応答スペクトル比が大きくなる領域があるため，
当該領域については補正係数を考慮する。

補正係数は観測記録の平均値を用いる。また，その時に用いる距
離減衰式のばらつきは，観測記録から算定する。

上記領域以外で発生する地震に対しては，Noda et al.(2002)による
内陸補正の考慮の有無をロジックツリーの分岐で考慮する。

補正係数を考慮する領域
東経140.5～141.0度
北緯36.75～37.25度大洗研
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0.5 0.9 1.0 0.5 0.5 0.67 0.5 0.5 0.5 0.5 1.0 1.0

調査モデル その他の断層 松田式
・関東地震

・東北地方太平洋沖型地震 7.6 7.2 既往最大の中央値
141.0度～141.2度
36.3度～36.6度

無し β=0.5 ±3σ

0.1 0.5 0.33 0.5 0.25 0.5 0.5

武村式 8.0 7.4 ばらつきの下限値
140.9度～141.3度
36.2度～36.7度 有り

0.25

ばらつきの上限値

0.5 1.0 0.5 0.5

推本参考モデル 推本設定値
・関東地震

・茨城県沖の地震

・東北地方太平洋沖型地震
モデル1

0.5

モデル2

特定震源モデル 領域震源モデル 地震動伝播モデル（2011年東北地方太平洋沖型地震除く）

モデル マグニチュード モデル
その他の領域最大
マグニチュード※4

調査モデル領域②
（敷地前面海域）の
最大マグニチュード

鹿島灘の補正の
適用範囲

Noda et al.(2002)
による内陸補正※5 ばらつき※6 打切り

調査モデル領域④
（敷地南部）の
最大マグニチュード

※1 2011年4月に活動した直後である塩ノ平地震断層を含んだ全長破壊は当面起こ
りにくいと考えられることから重みを低く設定する。なお，Ｆ１断層（M7.1）の単独
破壊も考えられるが，後述のとおり，全体ハザードに占める特定震源内陸地殻
内地震の割合は小さく，規模の小さなＦ１断層（M7.1）の単独破壊を考慮したと
しても評価結果への影響はない。

※2 F3断層及びF4断層については、地質・地質構造の特徴を踏まえて連動する断
層として評価しており、単独破壊は考慮しない。なお、仮に単独破壊を考慮する
と、定性的に発生頻度の高い低加速度領域のハザードが大きくなるが、この領
域では後述のとおり領域震源(海溝型地震)が支配的であることから、全体ハ
ザードに与える影響は小さいものと考えられる。また、発生頻度の低い高加速
度領域についてはハザードが小さくなり、単独破壊を考慮しない方が保守的な
評価となる。

※3 1677年の地震M8.0については，津波地震との指摘があることから重みを低く設
定する。

※4 文献でマグニチュードの記載に幅が示されている場合，中央値の重みを高く設
定する。

※5 内陸地殻内地震に対する補正係数を考慮しない領域を対象
※6 ばらつきは対数標準偏差0.5を用いることを基本とする。ただし観測記録等によ

る補正係数を考慮する領域を計算する場合，ばらつきは個別に算定したものを
用いる。

断層モデル手法
（経験的グリーン関数法）

ばらつき 打切り

β：0.5 ±3σ
東北地方太平洋沖型地震

（調査モデル，推本参考モデル）

※7 敷地への影響は敷地前面の鹿島灘の位置にあるSMGAの影響が大きいため，鹿島灘
で発生する地震で考慮するばらつきをロジックツリーの分岐で考慮する。

評価手法

β：鹿島灘付近

の設定値※7

0.5

0.5

Ｆ１断層～北方陸域の断層
～塩ノ平地震断層※1

その他の断層※2

3

地震動伝播モデル（2011年東北地方太平洋沖型地震）

F1断層～北方陸域の断層

F1断層～北方陸域の断層
～塩ノ平地震断層

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

全体ロジックツリー
■特定震源のロジックツリー，領域震源のロジックツリー，地震動伝播モデルのロジックツリーを組み合わせ，全体ロジックツリーを作成する。

※3
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

評価結果 平均ハザード曲線

■平均ハザード曲線を示す。

283

549

907

1340

10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100
(T=0.02s)

10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100
(T=0.02s)

水平成分 鉛直成分

178

345

570

841
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平均ハザード曲線
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

評価結果 フラクタイルハザード曲線

水平成分 鉛直成分

■フラクタイルハザード曲線を示す。

(T=0.02s)(T=0.02s)

10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

10-7

10-6

10-5
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100
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7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

評価結果 震源別ハザード曲線
■平均ハザード曲線に対する各震源の影響を示す。

支配的な震源は領域震源の海溝型地震及び特定震源の活断層による地震である。

水平成分 鉛直成分

(T=0.02s)

平均ハザード曲線
領域震源（内陸地殻内地震）
領域震源（海溝型地震）
特定震源（活断層による地震）
特定震源（海溝型地震）

(T=0.02s)

10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100
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平均ハザード曲線
特定震源（内陸地殻内地震）
調査モデル（Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層）
調査モデル（宮田町リニアメント）
調査モデル（棚倉破砕帯）
調査モデル（竪破山リニアメント）
調査モデル（Ａ－１背斜）
調査モデル（F３断層～F４断層）
その他

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

評価結果 震源別ハザード曲線（詳細）

平均ハザード曲線
領域震源（内陸地殻内地震）
調査モデル（領域①）
推本参考モデル（領域①）
その他

平均ハザード曲線
特定震源（海溝型地震）
推本参考モデル（茨城県沖地震）
推本参考モデル（関東地震）
調査モデル（関東地震）

平均ハザード曲線
領域震源（海溝型地震）
推本参考モデル（領域③）
調査モデル（領域②）
その他

■領域震源及び特定震源における各震源の影響を示す。

(T=0 02s) (T=0 02s) (T=0 02s)

（領域震源，内陸地殻内地震） （領域震源，海溝型地震） （特定震源，内陸地殻内地震） （特定震源，海溝型地震）

⚫ 領域震源（内陸地殻内地震）においては，敷地直下の領域震源（調査モデル領域①）の影響が大きい。

⚫ 領域震源（海溝型地震）においては，敷地前面海域の領域震源（推本参考モデル領域③）の影響が大きい。

⚫ 特定震源（内陸地殻内地震）においては，調査モデルによるＦ3断層～Ｆ4断層の影響が大きい。

(T=0 02s)
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基準地震動Ｓｓについて，
実線はNS成分，破線はEW成分を示す。

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

基準地震動Ssの超過確率の参照 一様ハザードスペクトル

水平成分 鉛直成分

■基準地震動Ｓｓ－D，Ｓｓ－１～６の応答スペクトルと
一様ハザードスペクトルを比較する。

基準地震動Ｓｓ－Ｄの年超過確率は10-4～10-6程度である。基準地震動Ｓｓ－１～６の年超過確率は，基準地震動Ｓｓ－Ｄを超過

する周期帯で10-5～10-6程度である。

249

一様ハザードスぺクトル
Ｓｓ－Ｄ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
Ｓｓ－２ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）
Ｓｓ－３ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）
Ｓｓ－４ F3断層～F4断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）
Ｓｓ－５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動
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1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照

参考資料

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)

参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に対する確認結果について

参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

参考文献



参考１ 震源を特定せず策定する地震動(Mw6.5以上の地震に関する検討)
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

2008年岩手・宮城内陸地震の概要

国土地理院（2008）より抜粋

気象庁（2008）より抜粋
気象庁（2008）より抜粋

気象庁（2008）より抜粋

●地震発生日時（気象庁）
• 発生日時：平成20年6月14日08時43分
• 地震規模：Mj7.2（Mw6.9）
• 震源深さ：8km
• 震源位置：北緯39°1.7’，東経140°52.8’

●各地の震度及び被害状況
各地の震度（気象庁）は以下のとおり
• 震度6強：岩手県 奥州市

宮城県 栗原市
• 震度6弱：宮城県 大崎市
• 震度5強：岩手県 北上市，一関市，金ヶ崎町，平泉町

宮城県 仙台市，名取市，登米市，利府町，
加美町，涌谷町，美里町

秋田県 湯沢市，東成瀬村
• 地震による津波の発生はなし

P波初動による発震機構解
気象庁（2008）より抜粋

●地震発生メカニズム（気象庁）
• 発震機構解より，西北西－東南東方向に圧力軸を
持つ逆断層型の地震である。

• 今回の地震の震央周辺では，M7以上の地震は1914
年3月15日に発生したM7.1の地震以来約94年間発生
していなかった。

• この領域では，1894年10月22日の庄内地震
（M7.0）から1914年3月15日の秋田仙北地震にかけ
ての約20年間にM7以上の地震が4回発生するなど地
震活動の活発な時期があった。

252

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

2008年岩手・宮城内陸地震の概要（震源モデルの一例）

十字は地表断層の位置を表す

鈴木ほか（2010）に一部加筆

●鈴木ほか（2010）

・震源近傍の強震記録を用いて，震源破壊過程のインバージョン解析を実施している。
・破壊開始点から地表断層の現れた浅い領域にかけてすべりの大きい領域が広がる。
・IWTH25（一関西）で観測された大加速度の地震動は，すべりの大きい領域から生成された可能性がある。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

地質 2008年岩手・宮城内陸地震（1/2）

震央

N2

0 30km
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H
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H
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・震源域近傍には，主に中新統から鮮新統の堆積岩・火山岩等，第四系の火山岩類が分布する。

震源域周辺のシームレス地質図
（産業技術総合研究所，地質図Naviに加筆）

K1

Q1
Q1

N3

Q2

Q
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

地質 2008年岩手・宮城内陸地震（2/2）

20万分の1日本シームレス地質図 全国統一凡例
（産業技術総合研究所，20万分の1シームレス地質図）
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

地質 敷地周辺の地質

大洗研
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記号凡例

256

鮮新統～第四系更新統の久米層
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敷地近傍の地質図

大洗研

Z Z’
X X’

Y

Y’

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図200000（地図画
像）及び数値地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複、第337号） 及び
（承認番号 平26情複、第540号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地理院の長の承認を得なければな
らない。

・敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮新統の堆積岩，更新統の段丘堆積物等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が分布する。

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

地質 敷地近傍の地質
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

地質構造 2008年岩手・宮城内陸地震

凡例

河成段丘面の1サイクル(10万年)での隆起量(m)

急傾斜帯

Mi
Mk

Or Pt

Ge

OrOa
Pt

岡山地点

東北建設協会（2006）に加筆

• 震源域近傍には，東翼側が急傾斜する中新世以降に形成された褶曲構造が認められる。
• 東西に分布する河成段丘面の高度分布から，震源断層の上盤側において長期的に隆起量が大きいこ

とが示唆される。この位置は，隆起量の変化帯とも対応し，急傾斜帯を上端部とする西傾斜の逆断層の
存在を示唆する。

• 震源域近傍にはカルデラが密集する。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

地質構造 敷地周辺

259

X X’

Y Y’

大洗研

Z’Z

X-X’断面

Y-Y’断面

Z-Z’断面

Ｄ１

Ｄ２

Ｃ１

A
Ｂ2

E

大洗研

Ｆ３

f

• 敷地近傍には、下位より新第三系中新統の
多賀層群、新第三系鮮新統～第四系更新統
の久米層、第四系更新統の東茨城層群及び
段丘堆積物並びに第四系完新統の沖積層及
び砂丘砂層が分布する。

• 地質調査の結果、敷地近傍で広く分布する久
米層は、ほぼ水平に分布している。また、久
米層を不整合に覆う、東茨城層群、M1面及
びM2面の段丘堆積物もほぼ水平に分布して
いる。

• 敷地近傍の海域には、敷地前面海域の地層
のうち、上位から、A層、B2層、C1層、D1層、D2

層及びE層が分布する。
• 敷地近傍にカルデラは分布しない。
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鮮
新
世

Ｃ２

中
新
世

前期
Ｂ３

Ｃ１

中期 Ｂ２

第
四
紀

完新世 Ａ

更
新
世

後期 Ｂ１

地質時代 音響層序区分
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

変動地形等 2008年岩手・宮城内陸地震（1/4）
・震源域近傍には大規模地滑りを含む地すべりが密集している。

岩手・宮城内陸地震震央近傍の地すべり地形分布図
（防災科学技術研究所（1982）焼石岳，栗駒山に加筆）

震源域周辺の広域地質図
（東北建設協会（2006）に加筆）

・震源域は山間部に位置し，河成段丘が一部認められる
程度であり，変位基準となる地形面の分布が少ない。 凡 例

凡 例

内部構造

雁行亀裂

池

線状窪地・小谷底線
→は谷の出口または
谷底の傾斜方向

水のない窪地

膨隆地の前線幅の狭い溝状凹地、亀裂

幅の広い溝状凹地、亀裂

移動体内の小尾根

サブユニットの境界、内
部（二次）移動体輪郭

二次・小滑落崖、崖線の
開析程度に応じて輪郭構
造の場合と同様に表す

移動方向等
移動体の主移動方向

すべり

クリープ（匍行）

流れ・押出し

落石など

前方への傾動または傾動を伴う移動とその方向

元の斜面傾斜と逆方向へ傾動した斜面の傾斜方向

その他

遷急線

活断層（地すべりを変位させている顕著な断層）

地層面等および節理・断裂の走向・傾斜

脚部線・削剝域下限

斜面移動体かどうか判定できない山体・小丘

斜面体の移動の初期状態、基岩から分離していないと
しても不安定域・移動域と推定される範囲

ほかの移動体や堆積物におおわれた部分

後方に滑落崖があり、移動体の輪郭が明瞭ないし判定
可能

後方の滑落崖は明瞭であるが、移動体の輪郭の判定が
困難

滑落崖はほとんど開析されてしまったが過去の移動体
の一部（不安定土塊）が残存している

移動体の輪郭・境界

輪郭構造
滑落崖と側方崖

後方崖、多重稜線等

冠頂が著しく開析された滑落崖

冠頂が丸味をおびて不明瞭になった滑落崖

開析されて無くなってしまった冠頂・滑落崖の推定復
元位置

共通の冠頂をもち、互いに反対方向を向く滑落崖

中・緩斜の流れ盤すべり面が地表に露出し、滑落崖に
あたる急崖を呈しない斜面、冠頂は尾根の反対側斜面
とすべり面との交線である

部分的に開析されている冠頂をもつ滑落崖

新鮮なまたは開析されていない冠頂をもつ滑落崖
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

変動地形等 2008年岩手・宮城内陸地震（2/4）

• 今回の地震の震源域は北上低地西縁断層帯の南方延長部にあたり，山地と低地の境界が北方から連続していること，GPS観測データ
などからひずみ集中域として認識されていること，浅発微小地震が集中的に発生する地域であること，及び河成段丘の高度から下刻量
分布を明らかにすることにより，活断層（伏在断層）の存在を推定することが可能であると考えられる。 （田力ほか（2009））

北上低地
西縁断層帯

震央周辺の活断層分布図
（産業技術総合研究所：

活断層データベースに加筆）

震央

M1面とL1面の高度差（下刻量）分布，田力ほか（2009）に加筆

⚫ 田力ほか（2009） 余震域

余震域

余震域

最高位面

高位面

中位面

低位面 M1面とL1面の比高
（ｍ）

現河床
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

変動地形等 2008年岩手・宮城内陸地震（3/4）

●鈴木ほか（2008）；
・枛木立付近には短いながら明瞭な断層
変位地形があり，低位段丘礫層堆積期
以降に複数回，比較的活発な活動を繰
り返していることが明らかとなった。

・岩手・宮城内陸地震の震源域に短くとも
活断層が存在し，それが地震活動と密
接な関係を有していることが明らかと
なったことは，地震発生の長期予測に
おいて極めて重要である。少なくとも活
断層が全く存在しない地域に起きたわ
けでなく，震源断層の活動と深く関わる
活断層は存在している。

枛
木
立
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

変動地形等 2008年岩手・宮城内陸地震（4/4）

遠田ほか（2010）に加筆

餅転

枛木立

出店断層

一関
石越撓曲

⚫ 遠田ほか（2010）；
・北北東－南南西トレンドの長さ約40kmの震源断層のうち，中央部の約20kmが地震断層として断続的に地表に現れた。
・余震域北端は出店断層の深部想定延長部にかかっており，その南延長に一関－石越撓曲が記載されていたが，同撓曲に第四紀後期
の活動は認められていない。

・一方，地質図上には新第三系を切る北北東及び北東走向の断層が餅転から枛木立にかけて記載されている。これらの断層は，いわ
ゆる「餅転－細倉構造帯」という東北日本を縦断する大構造の一部を構成すると考えられている。地震断層の一部は，餅転－細倉構
造帯に沿うように分布している。したがって，今回の地震は大局的には餅転－細倉構造帯上で発生したと解釈できる。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

変動地形等 敷地周辺（陸域）

• 敷地近傍陸域の地形は、台地、
低地及び海岸砂丘からなり、敷地
は鹿島台地北部に位置する。

• 台地を構成する段丘は高位から
M1面、M2面、M3面、M4面、L1面
に区分される。

• M1面は敷地近傍の鹿島台地や東
茨城台地に広く分布する。

• M2面、M3面、M4面、L1面は敷地
南西方の涸沼、涸沼川、大谷川
沿岸等に断片的に分布する。

• 変動地形学的調査の結果、リニア
メントは判読されない。

この地図は、国土地理院長の承認を得て、
同院発行の数値地図200000（地図画像）
及び数値地図25000（地図画像）を複製し
たものである。

（承認番号 平26情複、第337号） 及び
（承認番号 平26情複、第540号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は
国土地理院の長の承認を得なければな
らない。

大洗研

大谷川

涸沼川

涸沼

敷地近傍陸域の変動地形調査結果図 264
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

変動地形等 敷地周辺（海域）

・敷地前面海域の海底地形は、水深約130ｍ～約150ｍ付近の傾斜変換部を境にして、沿岸側の大陸棚とその沖合側の大陸斜面とに区
分される。

・大陸棚は、海岸から沖合方向に5/1,000程度の勾配で傾斜しており、全体的には起伏に乏しい単調な海底地形を示している。
・各種海上音波探査を実施しており、敷地近傍の海域では詳細な地質構造を把握するため、密な測線配置としている。
・敷地近傍の海域には、敷地前面海域の地層のうち、上位から、A層、B2層、C1層、D1層、D2層が水平に広く分布しており、いずれも反射
面が認められる堆積層であり、変位・変形の確認は十分に可能である。

大洗研

大洗研
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

火山

・2008年岩手・宮城内陸地震の震源域は火山フロントに近接する。
・大洗研は火山フロントから外れた地域に位置する。

2008年岩手・宮城内陸地震

大洗研

火山フロント
産業技術総合研究所（2004）に一部加筆
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

地震地体構造区分

大洗研

2008年岩手・宮城内陸地震

地域
2008年

岩手・宮城内陸地震
大洗研

構造区
8C

東北日本弧内帯
8B

東北日本弧外帯

地形・地質

火山性内弧，隆起優勢，脊
梁山地・出羽丘陵の火山帯
（隆起帯）とその間の盆地列
（沈降帯），島弧方向の逆断
層～褶曲発達

外弧隆起帯，安定域

活
断
層

密度 中 極小

長さ 中 短（長）

活動度 B C

断層型 逆 逆・横

その他
島弧と平行

隆起帯基部に発達
－

浅発大・中
地震活動

高
東西圧縮逆断層型

低

●垣見ほか（2003）

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域は，大洗研と異なる
構造区である。

垣見ほか（2003）に一部加筆
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

震源メカニズム

福島県浜通り，茨城県北部
（大洗研敷地周辺北方の

福島・茨城県境付近）

2008年岩手・宮城内陸地震

国内の内陸地殻内地震の震源メカニズム

赤色：正断層
黄色：横ずれ断層
青色：逆断層

大洗研

• 2008年岩手・宮城内陸地震およびその周辺では，逆断層型の地震が発生している。
• 大洗研敷地周辺北方の福島県浜通り，茨城県北部においては，南西―北東引張の正断層型の地震が発生している。

新安全設計基準に関する検討チーム（2013）に加筆
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

2008年岩手・宮城内陸地震震源域の応力場

行竹ほか（2012）に一部加筆

大洗研

2008年岩手・宮城内陸地震
震源域

●行竹ほか（2012）

• 2004年1月～2011年1月の地震（内陸域，深さ
＜30km，M≧2）を対象に，P波初動極性データ
及び，P波とSH波の振幅情報を用いてメカニズ
ム解を推定
•推定したメカニズム解に基づき，応力インバー
ジョン法にて日本内陸域の広域的な応力場の
空間分布を推定

2008年岩手・宮城内陸地震の震源域周辺は，
概ね東西圧縮の逆断層型の応力場である。

※大洗研敷地周辺では地震数が少ないため応力場が
推定されていない（0.2度間隔のグリッド内に8個のメ
カニズム解データがある領域に対して応力場の推定
がなされている）。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

敷地周辺の応力場（1/2）

●Imanishi et al.（2012）

●：大洗研

Imanishi et al.(2012)に一部加筆

a：逆断層，横ずれ断層

b：正断層，横ずれ断層

•東北地方太平洋沖地震発生前の
2003年から2010年の間に，福島・
茨城県境周辺で発生した，Mj1.5以
上，深さ20km以浅の微小地震のう
ち，26地震のメカニズム解を推定

•応力テンソルインバージョン結果か
ら，福島・茨城県境付近の応力場
が正断層型であると指摘

大洗研敷地周辺の福島・茨城県境
付近は，東北地方太平洋沖地震発
生前から，正断層型の地震が発生
しやすい地域である。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

敷地周辺の応力場（2/2）

下図の三角形要素11を示す

• 大洗研敷地周辺は，2008年岩手・宮城内陸地震の震源域周辺と異なり，
東北地方太平洋沖地震の発生前後ともに地震活動度は低く，震源メカニ
ズム解が得られていない。

• 大洗研敷地周辺の茨城県北部では，南西－北東方向を引張軸とする正
断層型の地震が卓越している。

• GNSS観測データに基づくひずみ変化は，茨城県北部の正断層が卓越す
る領域と大洗研敷地周辺ともに東西引張側のひずみ変化となっている。

青柳・上田（2012)に一部加筆

（2011年東北地方太平洋沖地震）

（2011年福島県浜通りの地震）

ひずみ変化の累積（大洗研敷地周辺）

大洗研

大洗研

正断層型が卓越する領域

●GNSS観測データに基づく検討

国土地理院によるGNSS観測点で三角形要素を構築し，各要素内の平均的な歪み変化
（2003年5月時点を0と仮定）を評価

領域17の南端に位置する
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2008年岩手・宮城内陸地震

ひずみ集中帯

防災科学技術研究所（2013）に一部加筆

大洗研

2008年岩手・宮城内陸地震
の震源域

Sagiya et al.(2000)に一部加筆大洗研

（新潟―神戸ひずみ集中帯）

青色：ひずみ集中帯内
赤色：ひずみ集中帯外

•2008年岩手・宮城内陸地震の震源域は，防災科
学技術研究所（2013）において，ひずみ集中帯と
指摘されている。
•大洗研敷地周辺をひずみ集中帯と指摘している
文献はない。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

2000年鳥取県西部地震の概要

国土地理院（2000）より抜粋
過去の被害地震（1926～2000年）（気象庁（2000）より抜粋）

気象庁震度データベースによる震度分布

●地震発生日時（気象庁）
• 発生日時：平成12年10月6日13時30分
• 地震規模：Mj7.3（Mw6.6）
• 震源深さ：11km
• 震源位置：北緯35°16.5’，東経133°20.9’

●各地の震度及び被害状況
各地の震度（気象庁）は以下のとおり
• 震度6強：鳥取県 境港市，日野町
• 震度6弱：鳥取県 西伯町，溝口町，会見町，岸本町，

淀江町，日吉津村
• 震度5強：鳥取県 米子市

島根県 仁多町，安来市，宍道町
岡山県 哲多町，落合町,大佐町，新見市，

美甘村
香川県 土庄町

• 地震による津波の発生はなし

●地震発生メカニズム（気象庁）
• 発生機構解より，東西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層
型の地震。

• 鳥取県西部地域は，1990年，1997年に今回の地震の極
近傍でM5クラスの地震が発生している。

• 1926年から2000年までの過去の被害地震は，今回の地
震の近傍で3地震発生している。

震央分布図（2000年10月1日～2000年10月31日）
気象庁（2000）より抜粋

P波初動による発震機構解
気象庁（2000）より抜粋

今回の活動以前約11年間の地震活動
（1990年1月1日～2000年10月5日）（気象庁（2000）より抜粋）
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

2000年鳥取県西部地震の概要（震源モデルの一例）

●池田ほか（2002）

・関口・岩田（2001）の震源破壊過程に基づき，最適震源モデルを評価している。
・結果として，アスペリティはすべり量の大きい浅い部分と深い部分の2箇所に設定されている。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

地質 2000年鳥取県西部地震（1/2）

震源域周辺のシームレス地質図
（産業技術総合研究所，地質図Naviに加筆）

中国地方における白亜紀～古第三紀貫入岩類の分布
（日本の地質増補版編集員会編（2005）に加筆）

• 震源域近傍の地質は主に白亜紀～古第三紀の花崗岩を主体としており，中新世に貫入した安山岩～
玄武岩の岩脈が頻繁に分布している。（井上ほか（2002））

2000年鳥取県西部地震

H

Q2

Q2

Q1

H
H

N2 N1

N1

N2

PG1

PG2
Q1

PG1
PG2

N1

Q1

0 30km

震央

PG1

PG2

PG1
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K2
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

地質 2000年鳥取県西部地震（2/2）

20万分の1日本シームレス地質図 全国統一凡例
（産業技術総合研究所，20万分の1シームレス地質図）
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

地質 敷地周辺の地質

大洗研
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鮮新統～第四系更新統の久米層
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敷地近傍の地質図

大洗研

Z Z’
X X’

Y

Y’

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図200000（地図画
像）及び数値地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複、第337号） 及び
（承認番号 平26情複、第540号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は国土地理院の長の承認を得なければな
らない。

・敷地近傍には，中新統の堆積岩，鮮新統の堆積岩，更新統の段丘堆積物等，完新統の沖積層及び砂丘砂層が分布する。

参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

地質 敷地近傍の地質
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

地質構造・変動地形等 2000年鳥取県西部地震

山陰地方の主な地震の発震機構と活断層

• 岡田（2002）において，「鳥取県西部地震はまだ地表には一連の活断層として姿を現していない（到達していない）地下深部の
断層による活動とみなされ」，「第四紀中期以降に新たに断層面を形成して，断層が発達しつつあり，活断層の発達過程として
は初期ないし未成熟な段階にある」とされている。

• また，山陰地域は「日本列島の中でも特異な地域」で「西南日本弧の日本海側変動帯に組み込まれつつあり，第四紀中期以
降から地殻運動が徐々に活発化しているとみなされ」，当地域にはWNW-ESE方向の圧縮場のもとでENE-WSWとNNW-SSEの
方向の横ずれ活断層が発現しているとされている。

●岡田（2002）；
丹後半島から島根半島までの山陰地域にみられる活断層に
ついて，共通する特徴を以下にまとめる。

1) 変位地形は全体として不明瞭であり，累積変位量はいずれ
も数百m以下と少ない。

2) ENE-WNWとNNW-SSEの方向の横ずれの地域までに，こう
した活断層の分布が限られている。

3) 数本の活断層が雁行状に連続する断層線も長さは25km以
下と相対的に短い。

4) 断層破砕帯の発達は顕著でなく，既存の大断層が再活動
した形跡はない。ほとんどの活断層は新たに破断面を形成
しつつあるので，破砕帯の幅は数十cm程度とごく限られて
いるようである。

5) 第四紀中期以降に新たな断層面を形成して，断層が発達し
つつあり，活断層の発達過程としては初期ないし未成熟な
段階にある。

6) WNW-ESE方向からの圧縮場のもとで活断層が発現してお
り，不鮮明なリニアメントでも活断層の可能性があるので，
注意して調査する必要がある。

7) 1900年代は千年振りに訪れた地震活動の活動期にあたり，
大地震の起こった周辺域は注目すべき時期にあたる。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

地質構造 敷地周辺

X X’

Y Y’

大洗研

Z’Z

X-X’断面

Y-Y’断面

Z-Z’断面

Ｄ１

Ｄ２

Ｃ１

A
Ｂ2

E

大洗研

Ｆ３

f
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• 敷地近傍には、下位より新第三系中新統の
多賀層群、新第三系鮮新統～第四系更新統
の久米層、第四系更新統の東茨城層群及び
段丘堆積物並びに第四系完新統の沖積層及
び砂丘砂層が分布する。

• 地質調査の結果、敷地近傍で広く分布する久
米層は、ほぼ水平に分布している。また、久
米層を不整合に覆う、東茨城層群、M1面及
びM2面の段丘堆積物もほぼ水平に分布して
いる。

• 敷地近傍の海域には、敷地前面海域の地層
のうち、上位から、A層、B2層、C1層、D1層、D2

層及びE層が分布する。
• 敷地近傍にカルデラは分布しない。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

変動地形等 2000年鳥取県西部地震（1/3）

調査地域の概要と調査経路調査結果の概要

⚫ 伏島ほか（2001）；
• 地表面の断裂や構造物の破壊・変形が発見された地点は，本震中央の北西側約4km，南東側約2kmに及ぶ。これらの地点

は，ほぼ北西-南東方向の，ほぼ平行する複数の直線に沿って並んでいる。
• 地震断層長さ（地震断層の出現が確認された帯状地域の長さ）は約6kmであった。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

変動地形等 2000年鳥取県西部地震（2/3）
⚫ 青柳ほか（2004）；

・すべり量の大きい場所は，震源域南部の平行リニアメント群
の分布域によく一致する。特に浅部に大きなすべりを生じた
横軸10～20kmの区間では，密にリニアメントが分布している。

⚫ 本多ほか（2002）；
・ブーゲー異常の変化部は単なる地質構造の境界でなく基盤の断層構造，
すなわち地殻内の弱線構造を反映していると考えられる。

・2000年鳥取県西部地震は中国地方に多く発達するこのようなトレンドの中
でも，北北西－南南東方向の地殻内の弱線を利用して発生したと考えら
れる。

・震源断層の南北には西南日本特有海溝軸に沿った大規模な地質構造が
存在するため，震源断層サイズは弱線構造のサイズ，つまり南端の花崗
岩地域以北までに制限されていた可能性が考えられる。

余震の震央分布とリニアメント沿いの累積変位量分布
○：確実性の高いもの △確実性の低いもの

実線：LC級リニアメント 点線：LD級リニアメント

余震分布と断層面上のすべり量分布
コンター間隔は1m
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

変動地形等 2000年鳥取県西部地震（3/3）

震央

井上ほか（2002）に加筆

⚫ 井上ほか（2002）；
・今回の地震の震源域周辺での詳細な空中写真判読により，左横ずれ

を示唆する短く断続するリニアメント群が判読される。これらは，想定さ
れている震源断層の方向とほぼ一致している。

・地表踏査により，これらのリニアメント沿いで多くの断層露頭が確認され，
断層面には水平から水平に近い条線が認められる。これらの断層の一
部は第四紀層を変位させている。したがって，これらのリニアメントは断
層活動によって形成されたことが考えられる。

・これらの断層群の分布状況，反射法地震探査結果［阿部ほか（2001）］，
微小地震観測結果［青柳ほか（2001）]などから，これらの断層は横ず
れ断層に伴うフラワー構造を呈していることが推定される。また，このフ
ラワー構造の下部では，断層が1本に収斂しており，これが震源断層と
推定される。さらに，上田・谷（1999），Ueta et al.(2000)の断層模型実験
や地震の特徴などから，これらは若い未成熟な断層であることが推定
される。このため，今回の地震では，地表近くまで破壊が進行したもの
の地表に明瞭な地震断層が出現しなかったことが考えられる。

・各断層露頭の性状やトレンチ調査結果などから，この地震の震源断層
は過去に繰り返し活動したことが考えられる。

・震源断層の活動によって，地表まで破壊が進行する断層はその都度異
なることが考えられるものの，震源断層としての活動間隔は比較的短
いものと推定される。

・これらの調査は地震後の調査であるが，仮に地震前にこれらの詳細な
調査を実施していれば，事前にある程度の規模の地震発生のポテン
シャルがあることが推定可能であったことが考えられる。

• 井上ほか（2002）によると，2000年鳥取県西部地震震源域に震源断層の方向とほぼ一致する短く断続するリニアメント群が判読さ
れるとともにリニアメント沿いで水平に近い条線をもつ断層露頭が多く確認され，これらの断層は横ずれ断層に伴うフラワー構造を
呈して地下では1本の断層に収斂すると推測されている。

• また，これらは若い未成熟な断層であることが推定されており，詳細な調査を実施していれば，事前にある程度の規模の地震発生
のポテンシャルがあることが推定可能であったと考えられている。

震源断層とリニアメントの関係（推定）
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

変動地形等 敷地周辺（陸域）

• 敷地近傍陸域の地形は、台地、
低地及び海岸砂丘からなり、敷地
は鹿島台地北部に位置する。

• 台地を構成する段丘は高位から
M1面、M2面、M3面、M4面、L1面
に区分される。

• M1面は敷地近傍の鹿島台地や東
茨城台地に広く分布する。

• M2面、M3面、M4面、L1面は敷地
南西方の涸沼、涸沼川、大谷川
沿岸等に断片的に分布する。

• 変動地形学的調査の結果、リニア
メントは判読されない。

この地図は、国土地理院長の承認を得て、
同院発行の数値地図200000（地図画像）
及び数値地図25000（地図画像）を複製し
たものである。

（承認番号 平26情複、第337号） 及び
（承認番号 平26情複、第540号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は
国土地理院の長の承認を得なければな
らない。

大洗研

大谷川

涸沼川

涸沼

敷地近傍陸域の変動地形調査結果図 284
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

変動地形等 敷地周辺（海域）

・敷地前面海域の海底地形は、水深約130ｍ～約150ｍ付近の傾斜変換部を境にして、沿岸側の大陸棚とその沖合側の大陸斜面とに区
分される。

・大陸棚は、海岸から沖合方向に5/1,000程度の勾配で傾斜しており、全体的には起伏に乏しい単調な海底地形を示している。
・各種海上音波探査を実施しており、敷地近傍の海域では詳細な地質構造を把握するため、密な測線配置としている。
・敷地近傍の海域には、敷地前面海域の地層のうち、上位から、A層、B2層、C1層、D1層、D2層が水平に広く分布しており、いずれも反射
面が認められる堆積層であり、変位・変形の確認は十分に可能である。

大洗研

大洗研
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

火山

・2000年鳥取県西部地震の震源域は火山フロントに近接する。
・大洗研は火山フロントから外れた地域に位置する。

大洗研

火山フロント
産業技術総合研究所（2004）に一部加筆

2000年鳥取県西部地震
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

地震地体構造区分

大洗研
2000年鳥取県西部地震

●垣見ほか（2003）

2000年鳥取県西部地震の震源域は，大洗研と異なる構造
区である。

地域
2000年

鳥取県西部地震
大洗研

構造区
10C5

中国山地・瀬戸内海
8B

東北日本弧外帯

地形・地質
北半部は安定隆起域，南半
部は沈降域，北部に火山

外弧隆起帯，安定域

活
断
層

密度 小 極小

長さ 中（長） 短（長）

活動度 B（A） C

断層型
逆・横

北東（右），北西（左）が卓越，
東西（逆）はやや古い

逆・横

その他 南端は中央構造線 －

浅発大・中
地震活動

中（1885年以降は北部で高）
瀬戸内地域でやや深い，東
西圧縮横ずれ断層型

低

垣見ほか（2003）に一部加筆
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

震源メカニズム

2000年鳥取県西部地震

国内の内陸地殻内地震の震源メカニズム

赤色：正断層
黄色：横ずれ断層
青色：逆断層

大洗研

福島県浜通り，茨城県北部
（大洗研敷地周辺北方の

福島・茨城県境付近）

• 2000年鳥取県西部地震を含む西南日本地域では，横ずれ断層型の地震が発生している。
• 大洗研敷地周辺の福島県浜通り，茨城県北部においては，南西―北東引張の正断層型の地震が発生している。

新安全設計基準に関する検討チーム（2013）に加筆
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

2000年鳥取県西部地震震源域の応力場

• 2004年1月～2011年1月の地震（内陸域，深さ
＜30km，M≧2）を対象に，P波初動極性データ
及び，P波とSH波の振幅情報を用いてメカニズ
ム解を推定
•推定したメカニズム解に基づき，応力インバー
ジョン法にて日本内陸域の広域的な応力場の
空間分布を推定

2000年鳥取県西部地震の震源域周辺は，
概ね北西－南東圧縮の横ずれ断層型の応力
場である。

行竹ほか（2012）に一部加筆

大洗研
2000年鳥取県西部地震
震源域

●行竹ほか（2012）

※大洗研敷地周辺では地震数が少ないため応力場が
推定されていない（0.2度間隔のグリッド内に8個のメ
カニズム解データがある領域に対して応力場の推定
がなされている）。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

敷地周辺の応力場（1/2）

●Imanishi et al.（2012）

●：大洗研

Imanishi et al.(2012)に一部加筆

a：逆断層，横ずれ断層

b：正断層，横ずれ断層

•東北地方太平洋沖地震発生前の
2003年から2010年の間に，福島・
茨城県境周辺で発生した，Mj1.5以
上，深さ20km以浅の微小地震のう
ち，26地震のメカニズム解を推定

•応力テンソルインバージョン結果か
ら，福島・茨城県境付近の応力場
が正断層型であると指摘

大洗研敷地周辺の福島・茨城県境
付近は，東北地方太平洋沖地震発
生前から，正断層型の地震が発生
しやすい地域である。
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

敷地周辺の応力場（2/2）

下図の三角形要素11を示す

• 大洗研敷地周辺は，2000年鳥取県西部地震の震源域周辺と異なり，東
北地方太平洋沖地震の発生前後ともに地震活動度は低く，震源メカニズ
ム解が得られていない。

• 大洗研敷地周辺の茨城県北部では，南西－北東方向を引張軸とする正
断層型の地震が卓越している。

• GNSS観測データに基づくひずみ変化は，茨城県北部の正断層が卓越す
る領域と大洗研敷地周辺ともに東西引張側のひずみ変化となっている。

青柳・上田（2012)に一部加筆

（2011年東北地方太平洋沖地震）

（2011年福島県浜通りの地震）

ひずみ変化の累積（大洗研敷地周辺）

大洗研

大洗研

正断層型が卓越する領域

●GNSS観測データに基づく検討

国土地理院によるGNSS観測点で三角形要素を構築し，各要素内の平均的な歪み変化
（2003年5月時点を0と仮定）を評価

領域17の南端に位置する
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参考１ 震源を特定せず策定する地震動(地域性を考慮する地震動) 2000年鳥取県西部地震

ひずみ集中帯

西村(2015)に一部加筆

2000年鳥取県西部地震

2000年鳥取県西部地震

■西村（2014，2015）

•2002年のGNSS観測網増強等による観測データの
蓄積と，詳細な解析によって，山陰地方の東部（島
根県東部から鳥取県）において，海岸線に平行な
地震帯（地震の活発な帯）に沿ってひずみ集中帯
が存在することを指摘している。

•過去に山陰地方で発生した内陸地震（1943年鳥取
地震，2000年鳥取県西部地震）については，ひず
み集中帯で発生した地震と考えることにより合理的
に説明できると指摘している。

•2000年鳥取県西部地震の震源域は，西村（2014）
においてひずみ集中帯と指摘されている。
•大洗研敷地周辺をひずみ集中帯と指摘している
文献はない。
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参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（平成31年2月26日公表）の影響の確認について
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参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（平成31年2月26日公表）の影響の確認について

地震本部(2019)の検討について

294

■ 地震調査研究推進本部（以下，地震本部という。）では，日本海溝沿いで発生する地震を対象に長期評価を行っており，2011年に
「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二版）」を公表しているが，2011年の長期評価以降の新しい知見の取り込
み等を行い，2019年に「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」を公表した。

■ 下記が改訂のポイントとして挙げられている。

①評価対象領域・地震を再編

②津波堆積物から超巨大地震（東北地方太平洋沖型）を再評価

③東北地方太平洋沖地震を受けて，将来発生する地震を再評価

■ これらの改訂ポイントについて敷地における地震動評価への影響を確認した。

③将来発生する地震の場所・規模・確率①評価対象領域・地震

地震本部(2019)地震本部(2019)

②超巨大地震の評価対象領域

地震本部(2019)
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参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（平成31年2月26日公表）の影響の確認について

①「評価対象領域・地震を再編」による影響について
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評価対象領域・地震

■ 地震本部(2019)の検討

評価対象領域は，「地形（幾何形状）の変化，力学条件の変化，既往の巨大地震の震源域，現在の地震活動等」から定義され，こ
のうち茨城県沖と房総沖の領域の境界は，「太平洋プレートが接するプレートの違いによって，太平洋プレート上面で起きる地震の
発震機構は異なる」ことから，Uchida et al.(2009)のフィリピン海プレートの北東端を基に見直されている。

■ 敷地における地震動評価

プレート間地震の検討用地震としている2011年東北地方太平洋沖型地震の震源域の南限の設定にあたり，フィリピン海プレート
北東端を境に地震のすべり方向が異なることを示したUchida et al.(2009)等の知見を考慮している。

■ 確認結果

地震本部(2019)が茨城県沖と房総沖の領域の設定に用いたUchida et al.(2009)の知見は， 2011年東北地方太平洋沖型地震の震
源域の南限の設定において既に考慮していることから，地震動評価を見直す必要はないと判断した。また，地震ハザード評価では，
フィリピン海プレートと太平洋プレートを区別せず海溝型地震として評価しており，評価対象領域の見直しによる影響はないことから，
地震ハザード評価を見直す必要はないと判断した。

地震本部(2019) 地震本部(2019)

茨城沖県と房総沖の境界線の設定根拠
第370回審査会合

資料1－3 再掲

第396回審査会合
資料1-3-1 再掲



参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（平成31年2月26日公表）の影響の確認について

②「津波堆積物から超巨大地震(東北地方太平洋沖型)を再評価」による影響について
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■ 敷地における地震動評価

プレート間地震の検討用地震として，震源域を岩手県沖から茨城県沖，地震規模をMw9.0とする2011年東北地方太平洋沖型地
震を考慮している。

■ 確認結果

地震本部 (2019)と同様の領域・規模を設定した地震を検討用地震としており，地震動評価を見直す必要はないと判断した。また，
地震本部(2019)と同様，地震発生確率をほぼ0%としており，地震ハザード評価も見直す必要は無いと判断した。

地震本部(2019)

超巨大地震の評価対象領域 東北地方太平洋沖型地震の基本震源モデル

SMGA

破壊開始点

ＨＴＴＲ

■ 地震本部(2019)の検討

超巨大地震（東北地方太平洋沖型）については，「東北地方太平洋沖地震の知見から，震源域は宮城県沖を必ず含
み，隣接するいずれかの領域（岩手県沖南部または福島県沖）の少なくとも一方にまたがり，場合によっては茨城県沖
まで破壊が及ぶ超巨大地震であると評価」，地震の規模については，津波堆積物調査結果を踏まえ， 「最も信頼性の
高い東北地方太平洋沖地震を代表値として，M9.0程度」とされている。また，地震発生確率はほぼ0%とされている。

第396回審査会合
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参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（平成31年2月26日公表）の影響の確認について

③「東北地方太平洋沖地震を受けて，将来発生する地震を再評価」による影響について
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将来発生する地震の場所・規模・確率

地震本部(2019)
日本海溝周辺で発生した

M7以上の地震の
震央分布図

■ 地震本部(2019)の検討

東北地方太平洋沖地震を受けて，将来発生する地震を再評価し，ひとまわり小さいプレート間地震として茨城県沖でM7.0～7.5の地震，沈み
込んだプレート内の地震として青森県東方沖及び岩手県沖北部～茨城県沖でM7.0～7.5の地震が想定されている。また，地震発生確率を第二
版と比較すると，福島県沖等の一部の領域で地震発生確率が上がっている。

■ 敷地における地震動評価

プレート間地震として2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0），太平洋プレート内の地震としてM7.3を考慮している。

■ 確認結果

・プレート間地震については，地震本部(2019)で想定されている地震規模M7.0～7.5を上回る
Mw9.0の2011年東北地方太平洋沖型地震を検討用地震として考慮しているため，地震動
評価を見直す必要はないと判断した。

・プレート内地震については，右図によると，茨城県沖では過去にM7.0を超える沈み込んだ
プレート内の地震は発生しておらず，茨城県沖にM7.3の地震を想定したプレート内地震の
評価を見直す必要はないと判断した。

・地震ハザード評価については，プレート間地震とプレート内地震を区別せず海溝型地震と
して考慮し，敷地への影響が大きい福島県沖，茨城県沖で発生する地震の上限規模につ
いては，ロジックツリーでM7.6～8.3の地震規模を考慮しており，地震ハザード評価を見直
す必要がないと判断した。

地震本部(2019)
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参考２ 「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（平成31年2月26日公表）の影響の確認について

地震の平均発生間隔の見直しによる地震ハザード評価への影響について
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■ 地震本部(2019)の検討

超巨大地震（東北地方太平洋沖型）については，地震の規模は津波堆積物調査結果を踏まえ， 「最も信頼性の高い東北地方太平洋沖地震
を代表値として，M9.0程度」とされている。平均発生間隔は約550～600年とされ，これに基づく今後30年以内の発生確率はほぼ0%とされている。

ひとまわり小さいプレート間地震については，茨城県沖でM7.0～7.5の地震が想定され，今後30年以内の発生確率は80%程度とされている。

■ 敷地における地震動評価

地震ハザード評価では，特定震源として2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）を考慮し，平均発生間隔600年の更新過程としており，今後
30年以内の発生確率を算定するとほぼ0%となる。

また，領域震源である推本参考モデル（海溝型地震）の茨城県沖におけるG-R式からM7.0～M7.5の地震の今後30年以内の発生確率を算定
すると73%であり，特定震源である茨城県沖の地震（繰り返し発生する地震）（M7.0）を含めて考慮すると93%である。

■ 確認結果

2011年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）については，地震本部(2019)と同様，発生確率はほぼ0%であり，また，茨城県沖のひとまわり小さい
プレート間地震についても，地震本部(2019)と同等の発生確率であることから，地震ハザード評価を見直す必要がないと判断した。

地震ハザード評価の茨城県沖の海溝型地震の発生確率

評価対象地震 今後30年以内の発生確率

2011年東北地方太平洋沖型地震 ほぼ0%

推本参考モデル（海溝型地震）茨城県沖 73%

推本参考モデル（海溝型地震）茨城県沖
+茨城県沖の地震（繰り返し発生する地震）

93%

地震本部(2019)の将来発生する地震の場所・規模・発生確率

地震本部(2019)
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参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

SMGA

破壊開始点

Model 11（Pilarczyk et 
al. （2021)※

3.11型地震

背景領域

大洗研

千葉県九十九里浜地域における津波堆積物調査から、歴史記録にない津波の
痕跡が確認されている（Pilarczyk et al.(2021）、産業技術総合研究所(2021) ) 。産
業技術総合研究所(2021)によると、この堆積物の分布を再現する津波シミュレー
ションによりM8クラスの地震が房総半島沖で発生したことが明らかになり、房総
半島沖に沈むフィリピン海プレートと太平洋プレートの境界も津波の波源として注
意が必要としている。

Pilarczyk et al.（2021）に示される浸水域再現モデル（以下、「モデル11」)と、プ
レート間地震の検討用地震である2011年東北地方太平洋沖型地震(以下、「3.11
型地震」)の強震動生成域（SMGA）位置の不確かさを考慮した震源モデルを比較
した。

• 3.11型地震の地震規模Mw 9.0 に対し、モデル11の地震規模はMw8.7であり、
3.11型地震の方が地震規模が大きく、断層面積も大きい。

• 敷地の地震動は茨城県沖に想定するSMGAによる影響が大きく、3.11型地震
の地震動評価においてはモデル11の震源域よりも敷地に近い位置にSMGAを
想定している。

以上のことから、房総沖の津波波源による地震動は、敷地の地震動評価結果に
影響を与えないことを確認した。

モデル11と3.11型地震(SMGA位置の不確かさケース)の
震源モデルの比較

（※3.11型地震の震源モデルに対して文献によるモデル11を加筆）

知見に対する影響確認結果
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

１．建物基礎下レベルでの地震動の考え方

建物の耐震評価における入力地震動の考え方

• 建物の耐震評価に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義された基準地震動Ssに対して一次元波動論にて評価した各位置の応答波（E＋F）

に加え，建物基礎版底面に補正水平力（切欠き力）を考慮する。

• 本資料においては，解放基盤表面で定義された基準地震動Ssが，建物基礎版の底面レベル（以下，「建物基礎下レベル」という。）まで上昇する

際の増幅特性の確認を目的とし，解放基盤表面に基準地震動Ssを入力した際の建物基礎下レベルにおける自由表面波(2E)を評価する。

• 解放基盤表面から建物基礎下レベルの間において，地盤の非線形性を考慮するため，一次元波動論を用いた等価線形解析による評価を行う。

本資料における検討

地表面
▼

（M1段丘堆積物）

岩盤（久米層）

建物基礎下レベル
▼

解放基盤表面
▼

基準地震動Ss(2E)

入射波(2E)

自由表面波(2E)
G.L.-31.8m

G L ±0 00m(=T P +38 5m)

G.L.-173.9m

第四紀層
（東茨城層群）

岩盤（多賀層群）

第四紀層

各位置の
応答波(E+F)

補正水平力
（切欠き力）

第 四 紀 層
（M1段丘堆積物）

岩盤（久米層）

地表面▼

基礎下レベル▼

入射波(2E)

解放基盤表面▼

基準地震動Ss(2E)

入射波
(E)

反射波
(F)

第 四 紀 層
（東茨城層群）

岩盤（多賀層群）

建物
基礎版

側面ばね

※敷地の解放基盤表面は、HTTR原子炉建家の
設置位置付近の地表面(T.P.+37.1m)を
G.L.±0mとし、G.L.-172.5m(T.P.-135.4m)
に設定。
本検討では常陽原子炉建物の設計G.L.で表
記しており、解放基盤表面(T.P.-135.4m)の
標高は同じ。

底面ばね
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地震動算定用地盤モデル

建物基礎下レベル
（地震動評価位置）

• 本検討においては，下表に示す耐震設計に用いる浅部地盤モデルにより評価した。

• 密度は，ボーリング孔から採取した供試体を用いた物理試験の結果より設定した。

• S波速度とポアソン比は，ボーリング孔で実施したPS検層の結果より設定した。

• P波速度は，地下水位以深のため体積弾性率一定として設定した。

• 等価線形解析に用いる変形特性は，ボーリング孔から採取した供試体を用いた動的変形試験（繰り返し中空ねじりせん断試験又は繰り返

し三軸試験）の結果より設定した。

解放基盤表面
（基準地震動入力位置）

No. 地層区分
上端深度

G.L.
(m)

層厚
(m)

湿潤密度
ρ

(g/cm3)

S波速度
Vs

(m/s)

ポアソン比
ν

1

東茨城層群

Is-S1
-31.80 8.20 1.83 420 0.47 

2 Is-C -40.00 2.90 1.85 380 0.47 

3 Is-S2U -42.90 23.10 1.82 380 0.47 

4 Is-Sc -66.00 10.00 1.78 410 0.47 

5 Is-S2L -76.00 11.00 1.91 440 0.46 

6 Is-S3
-87.00 7.00 1.94 440 0.46 

7
久米層

Km -94.00 62.50 1.78 510 0.45 

8 Ks -156.50 11.50 1.81 570 0.44 

9
多賀層群

Tg -168.00 5.90 1.86 800 0.41 

10 Tg -173.90 － 1.98 1010 0.36 

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

２．建物基礎下レベルでの地震動算定用地盤モデル

地下水位▽
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G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Is-C層）

G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Is-S2U層）

G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Is-Sc層）

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

２．建物基礎下レベルでの地震動算定用地盤モデル 動的変形試験結果(1/3)
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G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Is-S1層）
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

２．建物基礎下レベルでの地震動算定用地盤モデル 動的変形試験結果(2/3)

試験結果

回帰線

試験結果

回帰線

試験結果

回帰線

試験結果

回帰線

G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Is-S2L層）

G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Is-S3層）

G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Km層）

G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Ks層）
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G/G0－γ曲線 ｈ－γ曲線

動的変形試験結果（変形特性，Tg層）
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

２．建物基礎下レベルでの地震動算定用地盤モデル 動的変形試験結果(3/3)

試験結果

回帰線
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基準地震動
最大加速度（cm/s2）

NS成分 EW成分 UD成分

Sｓ-D 応答スペクトル手法による基準地震動

700 500

Sｓ-１
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）

973 711 474

Sｓ-２
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）

835 761 436

Sｓ-３
F３断層～F４断層による地震
（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）

948 850 543

Sｓ-４
F３断層～F４断層による地震
（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）

740 630 405

Sｓ-５
2011年東北地方太平洋沖型地震
（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

670 513 402

Sｓ-６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動

827 591
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※表中のグラフは各基準地震動Ssの加速度時刻歴波形（縦軸：加速度[cm/s2]，横軸：時間[s]）
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0
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591
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0
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827

■ 基準地震動Ｓｓの最大加速度の一覧を示す。

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

３．建物基礎下レベルでの地震動評価 基準地震動Ss（1/2）
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■ 基準地震動Ssの応答スペクトル

NS成分 EW成分 UD成分

Ｓｓ－Ｄ 応答スペクトル手法による基準地震動
Ｓｓ－１ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点１）
Ｓｓ－２ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点２）
Ｓｓ－３ F3断層～F4断層による地震（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点３）
Ｓｓ－４ F3断層～F4断層による地震（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点３）
Ｓｓ－５ 2011年東北地方太平洋沖型地震（SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）
Ｓｓ－６ 標準応答スペクトルを考慮した地震動
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建物基礎下レベルでの地震動
（基礎下G.L.-31.8m；自由表面波）
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価
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建物基礎下レベルでの地震動
（基礎下G.L.-31.8m；自由表面波）
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建物基礎下レベルでの地震動
（基礎下G.L.-31.8m；自由表面波）
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

３．建物基礎下レベルでの地震動評価 基準地震動Ss-2
第396回審査会合
資料1-3-2 修正
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建物基礎下レベルでの地震動
（基礎下G.L.-31.8m；自由表面波）
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

３．建物基礎下レベルでの地震動評価 基準地震動Ss-3
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建物基礎下レベルでの地震動
（基礎下G.L.-31.8m；自由表面波）
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

３．建物基礎下レベルでの地震動評価 基準地震動Ss-4
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建物基礎下レベルでの地震動
（基礎下G.L.-31.8m；自由表面波）
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

３．建物基礎下レベルでの地震動評価 基準地震動Ss-5
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建物基礎下レベルでの地震動
（基礎下G.L.-31.8m；自由表面波）
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参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

３．建物基礎下レベルでの地震動評価 基準地震動Ss-6



参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価

４．まとめ

• 敷地の解放基盤表面が深いことを踏まえ，基準地震動Ssに基づく原子炉建物基礎下レベル
での地震動を等価線形解析により評価した。

• 第四紀層の東茨城層群（S波速度Vsが400m/s程度）は久米層及び多賀層群に比べて剛性
がやや小さいため，せん断ひずみが大きく，最大加速度分布も変動している。

• 基準地震動Ssと建物基礎下レベルでの地震動の応答スペクトルを比較すると，水平成分は
短周期側で建物基礎下レベルでの地震動が同程度かやや小さくなるが，長周期側では大き
くなることを確認した。一方で，鉛直成分は全周期帯で同程度となることを確認した。
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1. 基準地震動Ssの策定の概要

1.1 常陽の基準地震動Ss策定の概要

1.2 常陽地点における地震動特性の分析

2. 敷地周辺の地震発生状況

3. 地下構造評価

3.1 評価の方針

3.2 敷地の解放基盤表面の設定

3.3 敷地の地震基盤及び深部地盤の速度構造の検討

3.4 敷地の地盤構造モデルの設定

3.5 観測記録及び模擬入力波を用いた敷地地盤の振動特性評価

4. 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

4.1 プレート間地震

4.2 海洋プレート内地震

4.3 内陸地殻内地震

5. 震源を特定せず策定する地震動

6. 基準地震動Ssの策定

7. 基準地震動Ssの年超過確率の参照
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参考３ 房総沖の津波波源による影響確認について

参考４ 建物基礎下レベルでの地震動評価
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